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事えがき
資本の強蓄積，ーいわゆる経済の高度成長がはじま宮た昭和30年以降は，巨大
都市の急激念膨張がみられ， ζれに伴う各種の大都市問題の発生もかつて歴史上
類例をみ念いほどの膨大念量と，進展。スピードをもってあらわれた。巨大都市
膨援の生み出す諸現象re対する学問的関心は，あらゆる分野にかかわりをもっと
考えて対i1l:かろう。そしてまた，それらの蹄問題。解決も単独に一つの学問分
野のみで処理できる筋のものでも念い．ととκ，都市問題が綜合的念研究を要楕
される一つの重要念ポイントがあると考えられよう。
しかし念がら，社会科学だけをとりあげても，現状では，個々の研究者，学問
分野は，それぞれの専門とする科学の発展にとも念って，とめども念〈細分され，
きわめて帽の狭いものと念っているというととは大方の認めるととろである。そ
してまた， ζれらの科学が細分されればされるほど，現在ほど綜合化が叫ばれて
いる時f勺ま念いのである。しかしそれにもかかわらず社会科学としても，との綜
合化の方法を体系だてて構築した例は遺憾念がら念いといわねば念ら念い．都市
問題のよう念綜合的念現象から派生する簡問題は，綜合的念アプロー乎が必要だ
と説〈主強は数多〈みられても，いざ具体的念方法と念ると，残念念がら何も念
しえ念い現状である。
地理学のばあいについてはどうであろうか。地理学は従前，自然と人文のニ大
条件についてあますととろ念〈把え，とれを綜合的κ分析し，体系化して，地域
をとらえる綜合の科学とされていた。しかし， ζとでいう綜合イ~ま，上述したよ
うに，具体的念方法に欠けるととろがあった。そしてまた，他の社会科学の輯分
野がほとんど重点をbか念い自然ないし，自然環境にか1l:9の比重をかけて，現
象要因の解明にたずさわった。つまり，自然と人文という，科学としてもニ大支
柱の研究対象であるものを，同時に組上K載せるという点で綜合とヨ与えられてき
たようK恩われる。
との点はまた，現象要因の解明κ少念からず貢献してきたととを思いうかべる
までも念〈，充分に評価されるべきであるし，現代のよう念自然のジステムが急
速に破壊されつつある地球表面上にかいて，人命すらも危う〈しているという危
険念状態を是正するためにも，大い~る貢献が考えられるととろである。
しかし念がら，かよう念評価を与えたととろで，綜合的アプローチが必要とさ
れる都市問題について，綜合の科学であると主張する地理学が念ぜ故κ綜合がで
き念いのであろうか，という疑問を解決するととはいまだでき念いのである。「自
然も人女も」というととが綜合だと考えられてきたととがあるのは否定できない。
また都市問題そのものが複雑多岐に念って，アプローチしにくく念っているとと
もみのがせ設いれしかし念がら念んといっても，上述したように綜合化の方法の
欠加が最大の原因であろう。
最近では，電子計算機の発達とともK，地理学の分野でも，多数の変数を統計
学的κ処理する，計量手法が発展してきた。従来のよう念主観的分類では念〈，
科学的念分類によるデータの処理が，大量κしかも短期間に合と念えるように念
った。しかし，とれとても既存のデータの有無によるのであって，統計的念デー
タが念ければどうにも念らないのである。統計的念数字で示されるデータの集積
が先決の問題である。
以上のことを念頭f(:J:,"-いて，大都市周辺の都市化研究Vてついて若干の反省をし
ながら，次項で述ペる研究目的を遂行し，都市問題を分析する一助としたい。
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l 調査・研究の目的と方法
1. 調査・研究の目的
都市への人口集中，とりわけ大都市への人口集中は，数々の「都市問題Jをひ
きかとしている。住宅問題もその 1つである。相対的によい職場は大都市に集中
しているので人口もそれを求めて大都市へ集中する。とうした都市へ集中する人
口は「職」とともに何らかの形でその住居を得念ければ念ら念い。 ζの「住居J
獲得のために多〈の土地が宅地化され，しかも宅地増加のパターンは人口の都市
集中とともに都市の外延に向って拡大されていくのである。
ある独身の地方出身者，あるいは都市内部で親元からの独立世帯分離者が住居
を変えてい〈プロセスは，最初は間借b，念いしは木造賃貸アパート（共同施設
式）から，世帯持ちに念ると，いちかう最低の生活のための施設をもっ（但し，
風呂場は失〈場合も多い〉， 1～2部屋の木造賃貸アパートへ，さらに，公団，
公社の賃貸集団住宅へ何十固という申込み，何十倍という競争を突破して入居す
る。その後何年かして，子女の増加とともに，居住スペースが手狭と念b，毅勝
地からか念りの遠隔地にあたる，公団・公社の分謹住宅（団地式） fC，あるいは
狭小念 1戸惑住宅K，多大の借金額と多年にわたる月賦償還の条件とともに新ら
え念住居を獲得するというパターンが認められる。 ζのととは私たちの経験的に
知るととろであるが，しかしとれとても必ずしも全部が該当するというものでは
念〈，あいもかわらず，木造賃貸住宅という居住条件の悪い住居に居住せざるを
得念いという世帯も非常K多いのである。
との小論では， ζれら狭小住宅地，あるいは木造賃貸アパート群がいかに，ま
た念ぜ形成されてい〈のか，その影響が地域にどう及ぶのかというととを，と〈
に最近の都市化の激しい地区を選定して，土地利用の変化を中心に考察を進めて
いきたいと思う。との場合，とれら住宅地の形成は2つの面から考察する必要が
ある。一方では都市からのインパクトにより，土地需要が増大するのであるが，
他方では，とれを受けて，土地を供給する側ーーとの場合，大部分は農業者であ
?
るがーーに宅地化の影響がどう及んでい〈のか，そして，土地の需要者と供給者
が形成する居住環境についての意義まで触れたい。 ζうするととによって，動j、
念住宅地化が進展している地域の将来の姿を予測するととも可能であろう。
住宅地の形成とその影響の研究κついては，住宅団地，工業団地が形成されて，
(1X2l3) ぞれが周辺κ及ぼす影響について考察したものが散見される。 しかし，
一般住宅地ゃ，木造賃貸アパート群の形成については念されてい左い。乙れら住
宅地形成の過程やその影響を研究するととは，都市計画や土地剰用計画の観点か
らも意義が大きいといわねばなら念い。主化今日までの都市化研究は，その研
究対象地区が，首都圏の場合，主に東京西郊に限られているきらいがあり，東京
東郊Kついての研究事例が少念いとともとの研究を進めるための1つの動機に念
っている。
以上のよう念調査目的Kか念うよう念調査対象地域としては次のよう念条件を
そ念えているととが望ましいと考えられる。
①大都市園地域にあって，昭和30年以降現在もひきつづいて人口が急増し
ているとと。
＠住宅の建設が著しし都市化の波が急速K進行しているとと。
＠住宅公団，住宅供給公社，都府県市町村営努主ぴ民聞の分穣，賃貸住宅団
(4) 
地が全〈念いか，あってもど〈小規摸団地であるとと。
＠大規模念工業団地の形成が念いとと，工場の進出・立地が少念いとと。要
するに工業化Kよる直接の都市化で念いとと。
⑤ 当然のととであるかもしれ念いが，近郊食業地検であり，土地利用の転換
が，農地あるいは林地（山林〉より宅地へ，というバターyのみられる，ま
たはみられた地検であるとと。
2. 調査・研究の方法
わが国の地理学会では，戦後，とりわけ都市化にたいして多大の関心がよせら
れ，研究も進展してきている。乙れは，現在もひきつづく急激念都市化現象と，
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内外関連学会からの刺激によるものとされている。 そして． 1 9 5 8年5月，
日本地理学会に都市化研究科委員会が設置され，都市化問題の組織的研究がはじ
まったととは私たちのよ〈知るととろである。また，昭和30年代以降の経済の
高度成長とともに，人口や資本の大都市集中が織烈化するなかで，住宅の不足を
解消しようと「日本住宅公団」が昭和・30 年 7 月に設立され，大規模~「集団住
宅Jが建設されるように念った。との住宅公団をはじめとする公営住宅地の拡大
によって都市城が面的に大都市郊外へ拡散し，都市化現象が急激に進展するとと
に念った。また，昭和30 年代以降は，とれら住宅離や安通難色はては公害~ど
の激化とともに，複雑念「都市問題jも大いに嘗輸されるように怠ったととも地
理学に都市化研究を推進させた動因と考えられる。
都市化fr:関する事f開府究が次々に発表されるのと平行して， 「都市化の概念J
や「都市のメカ＝ズム」 κ関する理論化も進んできているの前者については，石
JtJ.SX9) 
水照雄，高野史男の論争記長4ぶったりして，さまざまの概念規定が念されている。
都市化とは，都市への人口集中とそれに伴う地域b.tぴ社会fr:$／＇ける錯変化をさ
す，とする広畿の見解と，ルーラル念地域が，アーバン念地域へ変質する過程と
みる狭艇の立場が両極端にある。そして，との両極端の聞には，多少づっ..：...ア
ンヌの異念るいろいろ念段階の概念規定がある。石水によれば，とれは，都市化
現象を主として景観的念ものに求めるのか，機能的念ものに求めようとするかに
(10) 
よってきまる，ゐである。しかし，景観論，機能輸は相補ってはじめて全体的解
釈に有効性を発揮できうるものと考えられるし，都市化については，メカzズム
論的には都市化ナる側と都市化される側とがあるととは否定でき念加。都市もあ
る程度発達すると，独自に発展するととが考えられるから，都市化の深化の度合
が当然，それぞれの都市で異怠るというべきであろう。ルーラル念地域がアーバ
ン念地域へ変質する過程も，アーバン念地域がよbアーパン念地域に至る過程も，
つま bは広鶴の都市化・狭義の都市化の見解も，上述の観点から考察を加えれば
統一してヨ与えるととができょう。
いずれにしても，都市化研究は，都市化する側と都市化される側と，いわば原
因と結果の因果関係の双方から追求されるととは輸をまた念加。しかし念がら，
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従来の研究では，とれらニつの側面からの考究が，それぞれにかかわり念〈独立
に，ばらばらに念され，都市化の地域的メカエズムを統一的に把握・追求するの
に一つの障害と念っているととは否定でき念い。
都市化研究は，地理学の場合，都市地理学者と農業抽理学者といわれる学者逮
によってそれぞれの分野から独自に進められてきた。しかし，前者Kあっては，
都市に力点をかくか，都市からの分析κもつばら主力がなかれすぎて，変革され
る側には主要左関心がかかれてい念いようであった。いっほう，後者にあっては，
都市周辺の農業，あるいは農業地域の変化左いしその過程に主力がそそがれ，農
業・農村構造の形態を規伽jする基本的要因を内在させている都市，と〈κその地
域の変容に多大の影響を及ぼしていると考えられる中心都市の性格，または都市
化の性格についてはあまり考究されないのが常であった。もとはといえば，都市
化されつつある地域は，すでκ都市でも農村でも念いのである。どちらかといえ
ば，時間のスケールをいれるととによって，それが都市の方向へ向って変化しつ
つあるというととはできる。そして，との都市化地域は，じつにさまざまの都市
化段階にあって，例えば，同じ首都圏の中でも場所による差は極めて大きい。ま
た，都市周辺地域K限らf，一般に農業や農村を変容さぜてい〈原動力は都市に
あると考えられる。もちろん，我が国の場合，大局的には，日本資本主義の性格
(11)(12)(13) 
~規定されていると考えられよう。もちろん，都市周辺地域h あるいは農村・農
業が，都市によって一方的に変質させられるのでは念〈，変革を受ける側のもつ
歴史的性格によっても異念ったものκ念るととは言うまでも念い。しかし念がら，
都市のもつ変革の原動力は十分に巨大友もので，個々の地域のもつ歴史的性格が
とれを〈いとめるととのできるものでは念い。歴史的性格は，せいぜい変革の速
度をにぶらせるか，変質に地域差を生み出すものとして把えるととができょう。
以上のように考えれば，都市化研究~$＂いて，都市周辺地域の変容を考察しよ
うとする場合には，どうしても都市周辺地域を変容さぜている原動力をもっ中心
都市の性格，念いしはその原動力がどういう形態や機能をもって周辺に波及して
〈るかを追究する必要がある。また同時に，変容させられる都市周辺地域自体に。4)
ついても，上述との関連にがいて考察を進め念ければ念ら念いといえよう。
-6-
従来は，とれらがそれぞれ都市地理学，農業地理学と分業化の状態にあって，
ほとんど交流がま？と念われ念かったし，それぞれが独自に調査研究を進めて， b
互いの成果を充分吸収消化するととがで章念かった点もある。あるいはまた，両
者の主要念関心の的がズレているとか，違うとかいうとともその原因のーっかも
しれ念い。ととに，都市化研究も，~る分野から一方的にのみ考察が進められ，
都市化の営力が周辺地域に及び，その地域を変容さ-l:t'，それがまた都市化あるい
は都市化の営力にどう作用し，中心都市や周辺の都市化の深化にいか念る影響を
及ぼすのかという，フィード・パ吻クが事？と念われ念い一つの理由とも考えると
とができょう。
都市でも農村でも念い，変質の過程にある都市化地域は，みかえによっては，
都市と農村の対立が最激化している地域とみるととができる。つまり，資本主義
的生産機式の根本条件は，都市への労働者の大量集中をはじめとして，工業ばか
(15)(16) 
りか管理中枢機能の都市集中であるかb，農民を土地から分離し，大量のより低
賃金である労働力を都市に集中させる。との都市と農村の分離・対立は一つの社。η（18)
会的矛盾であって，現在のわが国では全国土的念都市化現象が普通的であるから，
全国のいたるととろでとの対立・矛盾が露呈している。そして，とれは経済と政
治を一手に掌把している独占企業体の中枢が集中している大都市一一首都東京の
周辺都市化地域で最激化して拘ると考えられるのである。従って，日本農業ある
いは農村の構造変化を考察するとき，調査研究対象地域を首都圏に限定しても十
分念成果をあげるととが期待できょう。
以上のととから，との小論では，首都圏の念かから調査対象地域を選定し，都
市化を形態的・機能的に考察し，調査対象地域の都市の発達段階を明らかにして，
現在の都市化の深化の度合を位置づける。との作業は，首都圏のうちに沿いて，
その都市の占める都市化がどの程度進展しているのか，また今後，他の地域との
比較をしやす〈するとと，首都聞にかける各都市化類型地域の秩序づけの予備考
察とも念るものである。のちに詳し〈みるように，調査対象地域が，従前のよう
にある段階をふんで都市化するのとはちがい， 「爆発的念J都市化を示すζとが
明らかに念る。次にとの都市化の急激念進展が，何によっていかにbζ念われた
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かを考察する。流入人口とそれに伴う個別住宅地化によるものであるとと，さら
にとの住宅地化の特色は千葉県内との比較や，農地転用の推移を詳細に検討する
ととによって，あるいは会社寮・社宅，アパートや貸家の立地分布を地価との関
連をとうして考察する。次K，とれら宅地化念いし，それによる都市化が周辺κ
どう影響を及ぼしていくのか，都市機能と〈κ第三次産業に主点をがいて考察し，
他方では，宅地化による都市化のために土地を提供する農家，あるいは農家群に
考察の焦点をむける。との農家群・農家の考察は，土地利用ばかりで念〈，農業・
非農業就業状態，所得源，土地所有権の移動，土地売却金の使途，あるいは農業
経営ゃ土地利用の将来の意向，都市機能・施設会主ぴ都市住民との恥暢までに及
ぶ。 ζうして，さらにとれら都市化地域の住宅地化が都市の住環境にがよほナ
影響までが考察される。
との調査研究のためにとられた具体的左方法・技術・手段は，前半では，既応
の文献の検討や，統計の作成・分析に重点がかかれ，後半では，アンケート，聴
取りを主体にして，君定部落や農家の実態調査・分析が進められたととである。
いずれも大縮尺の空中写真，国土基本図（写真図），都市計画図や地籍図が利用
された。聴取りは，研究者によっては非科学的だと無視するものがいるが，とれ
はと〈に高度の技術と熟練を要するもので，使い方いかんによっては統計では把
握するととのでき念い，きわめて重要念データを提供する方法・技術である。
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Il 調査対象地域の選定
1. 大都市地域の外延的拡大
(1）大都市地域の綿布化の特色
都市化の最大要因の一つに工業化;01，，げられているのは周知のととである。し
かし，とのととは，都市発達史ある加は都市の発展段階からみれば，中世～近慌
の封書量時代にはあてはまら念いととである。念んと念れば，生産方法の近代化の
進んだ段階，つま b産業革命・突通革命が進展する段階陀念つてはじめて都市化
は工業化を主要因として展開されたからである。とれは浮の東西，社会体制の違
いを問わず普通的念事実である。日本の場合にも一般的にはとのととがあてはま
る。明治以降，近代産業の立地がほとんど念かった在来都市の衰退がある反面，
従前の歴史的系譜とはまった〈といってよいほど関係の念い工業都市が生じたと
とをみてもはっきりしている。しかもわが国の場合，石油念ど主要原料をほとん
ど海外にあおいでいるために，大港湾を中心として，あるいはそれに近接して都
市が発達し，同時にとれらの都市が工業にとっては大消費地の役割を演じてきた
のである。工業にかぎらず，一般に産業は，消費市場への指向性が高い。日本で
は，原料が大港湾＝大都市を通じて入って〈る場合が多いので，産業立地輸の教
える輸送費の点を考えただけでも，意業は大消費地ft:立地するのが有利である。
また大都市にはいろいろの質の，豊富念労働力が存在しているととも産業にとっ
て大き念魅力である。工業化が推進されれば．その都市の周辺あるいは地方都市
からも労働力を吸引する。労働力の集中はさらに関遺産業を集中させ，新しい需
要をひきかとすためK，工業化を促進するととに念払とのサイクルは一定の段
階まで進展してゆ〈。
首都東京についても産業革命前からの管理中枢機能をもって発展してきたもの
ではあるけれども，工業化による急激念膨張は否定でき念い。しかし念がら，都
市への人口集中は何も工業労働者に念るためだけで生ずるものでは念い。都市社
(19) 
会のもつ各種の物質的・非物質的魅力をもとにしているのである。昭和30年代
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に入ると，いわゆる経済の「高度成長J盟資本の強蓄積とともに，流通革命，交
通革命に代表されるよう念変革が現代社会構造の再編成を誘引し，第三次産業と
管理中枢部門の発達を主要因とする都市化の比重が高まり，相対的に，工業化を
~O) 
要因とする都市化のウエイトが低下したのであ五。 ζれに伴って，さらに人口の
都市集中が急激になと念われ，都市内部での機能分担，地域分化が促進されると
同時K，ぞとから追い出された人口が既存市街地の周辺へ，あるいは飛地的κ，
外延的拡大をひきかとしているのである。その結巣，衛星都市あるいは既存農村
では工業化という段階を踏まずVL,＼／＞き念り住宅地化した， 「住宅都市Jとでも
いうものがみられるようK念コたのである。との住宅都市も，大都市闇域，大都
市地域という考えかたからすれば，機能分担，地域分化，地域形成として扱えよ
うが，自治体どとの都市分類を診となえば，やはりそれらの都市は住宅都市とい
うべき機能をもつにいたっているのである。
かよう念「住宅都市Jは，大都市または大・中都市が複合体と念って成立して
いる首都圏・近畿圏なよぴ中京圏に限定して発生しているものであり，いわゆる
地方都市では生じてい念いものである。大都市の念かでも，首都東京の経済力・
政治力の集積fてよって，中枢管理機能の集中が強化される傾向がますます出てく
る。 ζれは政治的・文化的中央集権が進んでいるわが国では当然の結果であろう。
つまり，国家機関との接触の剰益があらゆる独占的産業κとって重視されるから
である。そして， ζの接触の利益を仲立ちしたり，直接接触を業とする人口が増
大してい〈。さらK管理機能の集中Kよるとれら第三次産業人口の増大は，企業
の生産的念機能を大都市内部会よびその周辺に引きつけてな〈ととを不可能にさ
せてい〈のである。公害，用地取得難をはじめ過集積による不利益の側面が大き
くなるからである。かようKして，企業の管理機能が大都市へ集積し，大企業の
生産諸機能がまず地方へ追い出され，大都市では管理諸機能とそれらを仲立ちし
あるいはその他のサーピスの提供を業務とする人口の比率が高まっていく。そし
て，とれら第三次産業の立地のために都市の核心部に近い部分の居住人口は大都
市周辺K追い出され，都市の核心部は機能の純化・分化が進行しながら徐々に拡
大していく。前者は都市の水平的拡大であり，後者は都市の垂直的拡大と念って
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景観的にもか念り明瞭に把撮される。
かよう念都市構造の形成は，住宅地とその関連商業施設を生産機能につづいて，
白からの都市の周辺へ追い出すととK念る。しかし念がら，住宅地を追い出すと
しても，それは都市の産業の労働力として確保すべきであるから，やはb焚通体
系とのかかわりをもって訟と念われる。また，宅地の開発主体が大資本であるの
か，個人によるものか，あるいはまた住宅地としての自然的立地条件の良否Kも
よるので，中心都市の周辺に等しく発展してい〈とは限ら念い。まず都市化の進
展の度合を，人口の動態を指標κして三大都市圏Kついてみてみよう。
（め三対怖闘地域内の人ロ集中
わが国では，昭和25年以降，人口の大都市圏への移動・集中が驚〈ほど激し
い勢いで進んでいる。昭和20年には都市人口比は全人口のわずか27. 8 ~らだっ
たものが，昭和45年に至って72%にふくらみ，全国57 9都市K集中した。
と〈に東京，大阪，名古屋を中心とする三大都市圏への集中は， 5年毎にかと念
われる国勢調査によって，その集中傾向をかとろえさすとと念〈進行していると
とが示されている。第1表に示したように，三大都市闘がよびその周辺の 16都
府県の人口は昭和25年以降毎年急増し，昭和45年Kは，全国総人口の 53. 6 
o/o, 5, 5 5 8万5,00 0 ~~遣した。三大都市圏の各々の中心府県とも，昭和
4 5~手には対前 5年間人口増加率が，その前の 5年問。増加率に比べて，ついK
相対的には誠少したが，周辺の府県がきわめて大き念増加率を占めるように念払
三大都市圏全体としては依然として人口の集中傾向が強い。しかも首都圏には約
3, 0 0 0万人の人口が集中し，全国総人口に対しても，三大都市圏K対しても，
その占める割合は年々増加している。東京・大阪・名古屋の各50キロ圏の人口
についてみても，第2表に示したどとし昭和45年には， 4,23 6万8,00 0 
人に達し，全国総人口の 4O.Bo/oを占めるととに念った。三大都市聞の 50キロ
園では，昭和25年以降各5年毎の人口増加率が昭和40年まで増大傾向にあっ
たが，昭和45年までの5年間では人口増加率の鈍化傾向がみられ，問機fC，三
大都市圏全体では従来全国の人口増加を上まわる人口増加数を示していたものが，
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下回るととに念った。とれは地方の人口減少県で転出入口がすでに底をついたと
とにもよろうが，一方ではいくつかの地方都市vc:~ける工業化のために，その都
市の人口吸引力が高まり人口増加県の出てきたとと，あるいはとれらの工業都市
をも含めて，地方都市をめざしての，大都市からの人口のいわゆるUターン現象
に代表されるように，大都市での住民の生活環境の悪化Kよるものと推定される．
しかし，そうはいっても，三大都市圏の全体に占める人口の比率は年々高まり，
と〈に首都圏の人口の占める割合が依然として高まっているζとは明瞭である。
いま第1表に示す各大都市圏どとにそれらの 50キロ圏の人口の占める割合を
みてみると，昭和45年では首都閤，近畿圏，中京圏でそれぞれ74.4, 78.4, 
78.0o/oと念り，各大都市圏の 50キロ圏がそれぞれの大都市圏の4分の5の人
口を集中させているととがわかり，しかも西の方ほどその値が大きい。そして，
との値は各圏とも年々高まってかり，各聞の人口増加率が鈍化傾向にあるとはい
え， ζと当分は各50キロ圏の人口充填が続〈ーものと考えられよう。との 50キ
ロ圏の内部をさらに詳細Kみてみると，各核心部では人口が減少してかり，いわ
ゆる中心部の「空洞化現象」が生起しているのである。そしてその減少した人口
の大部分は中心部の周辺の 50キロ圏の内部を充填しているわけである。かよう
にして，大都市は核心部では垂直的κ，周辺部では水平的K外延的拡大を続けて
いる。との水平的念外延的拡大を首都圏についてみてみよう。
（め首都東京の外延的鉱犬
首都圏では東京区部の空洞化現象によって，それvc:伴う外延的拡大が進展し，
周辺市町村の人口が急激K増加している。さらに周辺の既存都市自体にも空洞化
現象はみられ，それら都市の周辺部に向って人口が拡散してい〈傾向が強まって
いる。とのような大都市への人口集中と大都市周辺への外延的拡大は，資本の蓄
積運動のための生産手段と労働力の地域的集積の結果である。大都市への労働力
の集中，その集中度をうわまわる規模での資本の集中，とれら労働力と資本の集
中はさきにみえように，より経済力・政治力の大きい都市でその度合が高い。東
京への経済力・政治力の集中は人口の東京への集中をも招来し，三大都市聞の念
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かでも，首都圏の人口の占める割合を年々高めるとと陀念る。
三大都市圏の各都府県別5年毎の人口増加率のうち，最大の増加率を示すのは，
神奈川l県の昭和35年から 5年聞の値で28. 7 9らである。調査目的Kか念うよう
念市町村を選定するために， 5年聞の人口増加率がとの値以上を示すものを選び
だしたものが第5～6表である（但し，作業の都合上30.0%以上の市区町村に
した）。同表Kは，昭和30年からの5年どとの人口増加率が5年毎の一期間で
も30 o/を超えたものについて時期別K掲げてある。そのほか，各期間どとに，
1 o.0 %以上の人口増加のあった市区町村について固化したものが第1図である。
昭和30年から 5年毎の人口増加率が五期間とも 30 %を超える市区町村は，東
京駅を中心とする 30キロ前後のととろκ集中して存在してかり，東京都d，神
奈川県8，埼玉県4.千葉県5の合計23市区である。との増加率30%以上と
いう人口の急激念増加地帯は，主要鉄道沿いに被突に外方に向い， 35年以降5
年毎の人口増加率が両期間とも 30 %を超える地帯が，上述の 23市区の外方を
とりまいてほほ50キロ固までのびている。従って昭和50年までの人口急増地
帯はとの地帯を中心としてかと念われよう。 ζれらの市区の人口増加要因は主に
何であろうか。
(4）団地都市化
人口増加要因はにわかには決めかねるけれども一つの要因として次のととが考
えられる。昭和30年代以降の「経済の高度成畏期Jは，都市化時f枢分からみ
れば「団地都市締結）といわれている。とれは都心規模の拡大に削大量の住
宅需要をまか念うために， 「日本住宅公団Jが発足したととによる。朝鮮戦争に
よってほほ立ち竃った日本の資本主義体制は，資本の蓄積・集中を強力l'C:Ii'しす
すめ，工業用地の需要，それに伴う労働者の住宅需要をいずれも急激κひきかと
した。そしてとの結果として地価も急激に上昇したが，との住宅公団の発足はと
の地価上昇にさらに拍車をかけるととに念った。地価の上昇は年々団地用の住宅
用地の取得を困難念らしめ，団地の造成は東京区部から都下各市町村へ，さらK
最近では隣倭県の東京50キロ圏外までに及んで刷る。また団地の規模も数千戸，
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数万人という大規模念ものがみられるように念った。とれら団地住民の世帯は，
都心κ職をもつものが多いために，地元住民とあらゆる面で異質である。長距離
通勤をはじめ，新しい都市問題が生じてもいる。とのとと自体もまた広範な地域
にみられる現象でもあり，団地都市化時代といわれるゆえんでもある。
いま昭和30 -4 5年までの人口増加率の大きい23市区について，人口増加
数に対する団地の総戸数の関係をみると第2図のように念る。但し民間不動産業
者による分譲住宅団地会主ぴ各省庁の公務員住宅は把握が困難念ので，主K公営
V亡ついてみたものであり，また，分謹宅地については集計してい念い。その内釈
については第7表にみるとbりである。あきらかに団地建設と人口矯加率とはか
念り高い相関々係のあるととが知れよう。つまり，人口増加率の高い市区町村は
ほぼ一樹句にいって住宅団地の建設が人口の主要念増加要因の 1っと念っている
のである。
しかし念がら，か.tうに人口増加率の高いとれら 23市区の念かでも団地戸数
の増加の少念い．ものもある。巨大念住宅団地が発生すると，人口増加はその団地
による宣接のものだけでは念しその団地の住民にサーピスするための人口が付
着し，とのための人口増加も当然考えられる。従って，第2図をみる場合，いま
仮K，団地1戸の平均世帯員を5人とすれば，団地建設によら念い人口増加が約
3万人とみられる都市は，鎌ク谷，鳩ク谷，流山，国立，上福岡，狛江，八千代，
東久留米の各市である。また団地戸数の少念い都市Kは鎌ケ谷，朝霞，戸田，鳩
ク谷の各市があり， ζれらの都市はいずれも公団念どの公営住宅団地の建設によ
ら念い人口増加の急激念都市とみるととができる。それ故，今後，以上の都市を
相liJC比較するととによって，団地建設によら念い都市化現象の特色ゃ共通点を
より明確fとするととも可能に念るとbもわれる。
以上の考察から，調習す象地域として鎌ケ谷市を抽出するととK念るが，との
市は，第7表vc示すように，日本住宅公団，千葉県住宅供給公社，千葉県vcよる
住宅建設はなと念われてからず，市営住宅が，昭和45年度までにわずか2ク所
7 4戸あるにすぎ念いのである。もっとも運輸省の公務員住宅が約15 0戸昭和
3 1年に建設されているが， ζれを除いては他K官公庁関係の集団住宅は念い。
-14 -
（町東京の旗揚における都市化の特色と嫌ケ谷市の都市化
首都圏の都市化の類型Kは，西・甫郊型（台地若田都市化〉と東・北郊~（低湿
地型都市化）の2つがあり，後者は前者に〈らぺて都市化の波は少念くとも 20 
{23) ～3 0年歯lているととが指摘されてい¢0とのととから，首都圏の都市化に関
する研究が，西・南郊に傾注されていたのはむしろ当然であったかもしれ左い。
北郊や東郊の都市化Kついてはようや〈最近に念って研究事例が出てきた状態で
(2の
ある。とれはとの地域の都市化のテンポが最近K念ってきわめて著し〈進展し，
その地域の変容が激し〈念ってきたととを示すものであろう。さらに，東・北郊
の都市化の特徴として次の6項目があげられている。す念わち，①荒川放水路沿
岸の低湿地の存在が農林行政の保存性，鉄道交通の来勲さと相まって連担的都市
化を長い期間にわたって匝害していた。それ故K，昭和初期の都市化は市川・浦
和念ど洪積台地上の既成都市κ向けられたとと，＠西・甫郊は戦前から速担的都
市化が個人資本によってかと念われたが，東・北郊は主として戦後であり，大資
本による大量宅地造成が優先しているとと，＠農村地域の土地剰用の粗放性・後
． 進性が都市化を受容しやすくしているとと，＠大資本による急速念郊外化・都市
化が進み商業主義的開発が地価のつb上げと投機心をさそい，駅前空洞化現象さ
えも起しているとと，＠京葉工業地帯の発達が京浜に近接しているという有利性
のために都市化を推進させているとと，⑥千葉・浦和念どの県庁郁市は，本来の
地方都市的性格を喪失しつつあり，東京の衛星都市化しつつあるとと，である。
また，都市化の最前線の位置によって都市化の程度をみると，首都圏は近畿圏の
ように各方面に向かつて均衡のとれた発遣を示さ念いで，巨大都市東京を核とし
て，交通機関に沿った放射状構造をもっ都市化の進展がみられ，交通路線との中
立5)
聞に位置する町村が都市化されてい念いととが指摘されていZ。
鎌ク谷市vc:ついて上記の各項目を検討してみよう。①については，鎌~谷市は
大部分洪積台地の上にのるが，既成都市では念かった。鉄道は東京と直結するも
のでは念いが，東京を中心とする環状鉄道の一部とみ念すととはできょう。鉄道
交通の未熟さの点ではたしかに該当する。戦前は鎌ク谷村であり，純農村といっ
てもさしっかえあかった。つまり東京の都市化の波はまった〈及んでい念かった
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とみてよいであろう。
②については，たしかKマクロ念観点からは妥当性をもっていよう。松戸，市
川，習志野，船橋の各市とも住宅公団をはじめ，大資本の大規模造成によって住
宅地が作られてきた。そして鎌ク谷市についても，との 1～2年に限って，大量
宅地造成がみられる。しかし，のちに述べるようK，大量宅地造成が優先してい
るわけでは念い。都市化の先兵として企業の寮ゃ社宅の設立で宅地化がはじまり，
一般住宅，貸家，アパート，社員分譲地の激糟があり，しかるのちに，大資本・
中小資本の宅地造成が進展してきているのである。つまり，大資本が進出して〈
るにはそれ相応の分譲のための宅地の成立基盤がある程度成熟した後で念ければ
念ら念いのである。との基盤は，都市化との関宙亡診ける地価の低廉さであり，
鉄道網の整備であり，公共施設や生活の利便性念ど社会資本のある程度の充足，
あるいはその見透しのあるととである。鎌ケ谷市について言えば，東武，新京成
両私鉄のよう念市内貫走の交通機関ばかりで念〈，ぞれに接続する総武線，常盤
線，地下鉄東西線の開通あるいは快速化による東京への通観時聞の短縮であり，
さらには新設線の計画路線公表である。公共施設についても学校（小・中・高等・
学校）の増設，病院の設立，その他生活環境形成上重要左上下水道，汚濁物拠理
場の設置あるいは計画公表である。また，生活の利便性に関するものでは，スー
パーマーケットや各種チェーン店，銀行，各種娯楽施設を伴った商店街の形成で
ある。もちろんとれらの諸施設Kは人口湖加と表裏の関係にあって，どちらが原
因か結果かは不明確であるけれども，すく念〈とも前者の地価と突通の二大条件
が同時κある程度満足される念ら急激~都市化の波κのみとまれるといえよう。
後者の諸施設，生活の剰j便性は都市化の深化に有意とみ念すべきものかもしれ念
ν、。
＠については，一般的に妥当ではあるが，後述するように，土地利用の高度化
の進んでいる地区と，最寄駅から附1た農村的色彩の強い地区との中間的念部分
一一相対的にみえ場合であって，実際はほぼ全市域にわたっていると考えてよい
がーーでは都市化を受容する側と押しすすめる側との間に大き念摩擦が生起して
いる。しかし念がら，急激念，しかも大変動Kは対応するととができず，念し〈
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ずし的に崩壊してい〈のが既存農村の姿といえよう。
④については，大資本・中小資本の宅地開発分譲がど〈最近活発κ念って，ま
さκ商業主義的念開発といえよう。しかも銀行資本が，常識では考えられないよ
う念代価を支払ってとの地域の一等地に立地開行するために，周辺地価の高騰に
拍車をかけている。
⑤については，京葉工業地帯の発遣に伴って，人口の吸収，再分散がかとり，
鎌ケ谷市でも，転入人口数からみると，東京都からのものよりも千葉県内からの
ものが最近に念って上回るようκ念った。しかも，とれは船橋，市川，千葉，習
志野，松戸攻ど，京葉工業地帯とその周辺地区からの流入が圧倒的多数を占めて
いるのである。
前項でみたように，鎌ク谷市には公団，公社，県営の住宅団地は皆無であった。
それでは鎌ケ谷市の人口増加は民聞の大規模念住宅分譲でもあったためかという
と，さきにのぺえように，昭和46年末に在ってはじめて大手不動産資本による
宅地造成がbと念われたのである。言い換えれば，人口増加の大部分が民聞の小
規模左住宅地分譲，あるいは個人の住宅地購入によるものと考えられるのである。
ととvc:1つの問題が生じて〈る。都市化の過程にかいて，住宅都市ともいうベ
き地域が形成される場合，従来の研究では診もに大規模な住宅団地の建設された
地域の研究が主流を念していた。小規模念民間分謹住宅団地や個人による宅地の
形成が，人口の急増地域を形成した場合の研究例は管見では念かった。大規模念
住宅団地の出現は，あらゆる菌で変化が大きかったし，それだけ地理学者の関心
をひきつけたからであろう。個人的念，小規模念宅地化の形成による都市化の過
程はいか念る問題を内蔵しているだろうか。あるいはまた，かよう念都市化地域
は周辺にいか念る影響を及ぼすのかを究明するととは大きな意義があると考えら
れるのと〈ι 他地域の問機念過程をたどっているととろ，あるいは地方中小都
市で，大規模団地の造成が念いよう念場合と比較すれば，今後の都市計画や国土
計画，土地利用計画のために，意義のある示唆を与えるととに念ると考えられる。
以上述べたととから，調査対象地域としての千葉県鎌ク谷市を分析するととκ
よって，当初の目的がか~bの程度まで満足されるととκ念るはずである。
四 17-
第 1図 首都100Km圏市区町村別人口増加率
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〈注〉各年 r医｜勢調査報告書』によって作成（大石堪山原図）
第2園東京都および隣接5県の昭和31～4昨における人口急増市区町村の
人口増加数と公団公営住宅増加戸数との関係
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千戸
第1表三大都市圏の人口動態
人 ロ
都雨漏竺竺
89,32°7 5.5 I 9 3~451 8.5 20 25 40 全 国 7 1.9 9 8.1 83,1 99.6 98.2 7 5.0 
東 京 3,4 88.3 6,277.5 8,0 3 7.1 呪683.8 10,86 9.2 
神奈川 1. 8 65.7 2.487.7 2,919.5 3,4 4 3.2 4,4 3 0.7 
埼 玉 2,0 4 7.3 2,1 46.4 2,2 6 2.6 2,4 3 0.9 3,01 5.0 
千 葉 1.966.9 2,1 3 9.0 2,2 0 5.1 2,3 06.0 2,701.8 
茨 城 1,944.3 2,0 39. 4 2,0 6 4.0 2,0 4 7.0 2,0 56.2 
群 i馬 1,546.1 1.601.4 1,61 3.5 1,578.5 1,6 0 5.6 
栃 木 1, 5 46.4 1. 5 5 0.5 1,547.6 1,513.6 1,521.7 
言十 14,404.9 1 8,2 41. 9 2 0,64呪4 2 3,0 03.0 26.200.1 
大 阪 2,8 0 1.0 3,857.0 4,61 8.3 5,5 0 4.7 6,657.2 
庫 2,821. 9 3,6 2 0.9 3,906.5 4,3 0 9.9 
都 1,6 03.8 1.832.9 1, 9 3 5.2 1, 9 9 3.4 2,102.9 
奈 良 77呪7 7 63.9 776.9 7 81.1 82 6.0 
滋 賀 8 60.9 8 5 3.7 842.7 8 53.4 
和歌山 9 36.0 9 82.1 1, 0 0 6.8 1, 0 0 2.2 1,027.0 
計 9,8 03.2 11,607.1 1 2,81 1. 8 14,036.6 15.77 6.2 
愛 知 2,8 5 7.9 3,3 9 0.6 3,7 6虫2 4,2 0 6.3 4,7 9 8.7 
重 1. 3 9 4.3 1,461.2 1,4 85.6 1,485.6 1, 51 4.5 
般 阜 1. 51 8.6 1,544.5 1,583.6 1,6 38.4 1.7 0 0.4 
計 5,7 7 0.8 6,3 9 6.3 6,8 3 8.4 7,329.8 8,013.5 
三大都市圏計 29,978.9 36,245.3 40,299.7 44,3 63.3 49,98吸？
同全国比（%〉 4 1.6 43.6 45.1 4 7.5 50.9 
（資料） 総理府統計局（ 1972）：『昭和45年国勢調査報告，第 1巻，人口総
-2 2 -
x 1.000人 各 5年毎増加率 （%） 
45 2 5/2 0 30/2 5 3 5/30 40/3 5 
103,72 0.0 1 5.6 7. 3 4.6 5.2 5.5 
11,408.1 80.0 2 8.0 2 0.5 1 2.2 5.0 
5,4 7 2.2 33.3 1 7.4 17.9 2 8.7 2 3.5 
3,8 6 6.5 4.8 5.4 7.4 24.0 2 8.2 
3,3 6 6.6 8.8 3.1 4.6 1 7.2 2 4.6 
2,1 43.6 4.9 1.2 L:. 0.8 0.4 4.3 
1,658.9 3.6 0.8 a‘ 2.2 1. 7 3.3 
1,580.0 A 0.3 L:. 0.2 t込 2.2 0.5 3.9 
29,495.9 2 6.6 1 3.2 1 1.4 1 3.9 1 2.6 
7,620.5 3 7.7 1°9. 7 1 9.2 2 0.9 1 4.5 
4,6 6 7.9 1 7.3 9.4 7. 9 1 0.3 8.3 
2,2 50.1 1 4.3 5.6 3.0 5.5 7. 0 
9 30.2 t込 2.0 1. 7 0.5 5.7 1 2.6 
889.8 0.0 L:. 0.9 L:. 1.3 1. 3 4.3 
1, 0 4 2.7 4.9 2.5 L:!.与 0.5 2.5 
17,401.2 1 8.4 1 0.4 9. 5 1 2.4 1 0.3 
5,3 86.2 18.6 1 1.2 1 1.6 1 4.1 1 2.2 
1,543.1 4.8 1. 7 A 0.0 2.0 1. 9 
1, 7 59.0 1. 7 2.5 3.5 3.8 3.4 
8,6 88.2 1 0.8 6.9 7. 2 9.3 8.4 
55,5 8 5.3 2 0.9 1 1.2 1 0.1 1 2.7 1 1.2 
53.6 
数J,p 8～1 1より集計算出して大石堪山作成。
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第 2表三大都市 50キロ圏の人口
人 口 (1.000人） 矯加入口
昭和年
＼＼、＼、＼
30 35 40 * 45 25-20 30-35 35-40 
｜キロ鹿島 13,280 15]45 18,942 21,9 54 2,366 2,456 3,111 18β56 
lキロ圏 8]66 9,994 12β63 13,640 1,177 1,228 1,698 11,692 
4β68 5,397 6,096 6,774 390 529 698 lキロ圏 6,096 
市圏言十 26,914 31,137 37,101 42,368 3,933 4,223 5,508 36,644 
国 89,27 6 93,41 9 98275 1 03,720 6JJ76 4,143 4,856 
（注） ＊上段は昭和45年10月1日現在の市町村の境域κより組替えた数値。
（資料） 総理府統計局（ 1972) 『昭和45年国勢調査報告，別巻，わが国の人口
総理府統計局（ 1967) 『日本の人口』， p7～9 Vてより大石堪山作成。
-24 -
全国人口比何） 人口増加率（%） 全国の人口増加数を1,000人） 100とした比率（%）
40-45 30 35 40 45 25- 30- 35国 40国 イ25- 30- 35田 40-30 35 40 45 30 35 40 45 
3,012 14.9 16.9 19.2 21.2 21.7 18.6 19.8 15.9 38.9 59.5 64.1 553 
1,576 夜8 1 0.7 11.9 13.2 15.5 14.0 17.0 13.1 19.4 29.6 35.0 28.9 
679 5.5 5.8 6.2 6.5 8.7 10.9 12.9 11.1 6.4 12.8 14A 12.5 
5,267 30.1 33.3 37.3 40.8 1 7.1 15.7 1 7.7 14.2 101. 9 101.9 113.4 96.0 
5,445 1田.0100.0 100.0 100.0 7.3 4.6 52 5.5 100.0 100.0 100.0 100.0 
昭和45年は組替えた数値で計上。
集中地区J,p 2～3, P11, $oよび
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第五表 東京都(!Ci;-ける時期別人口増加率（ 5年毎） 3 0＂以上の市区町村
百里 市区町村 昭和 30年cA) (B)/(A) 昭和35年但） ρ）／ (B) 
東京都計 8,0 3 7,0 84人 20.5~も 9, 68 3,8 02人 12.2% 
一ーー 』－＂也 F司司古一 一一ーレー板 橋 311,225 32.6 41 2,6 0 5 1 5.6 
練 ，馬 1 85,81 4 64.5 3 0 5,6 2 8 42.2 
保 谷 2 3,3 2 7 100.5 46,768 52.5 
A 田 無 19,450 61. 0 31,323 56.8 。東久留米 1 0,3 1 9 9 0.3 19,637 1 40.6 
グ 。狛 江 14,66 9 7 2.1 2 5,2 52 58.3 。調 布 45,3 6 2 51.3 68,621 7 2.0 
JI〆 一 聴 69,466 41. 1 9 8,0 3 8 38.6 
小金井 30,3 38 50.7 45,7 3 4 66.9 
府 中 58,9 3 7 3 9.3 82,0 9 8 54.1 。 平 29,175 81. 4 52,9 2 3 99.1 
プ 国分寺 2 5,6 3 8 52.5 39,098 65.3 。国 立 2 3,2 4 2 40.3 3 2,6 0 9 33.3 。日 野 27,305 58.9 4 3,3 9 4 56.7 
東村山 2 4,102 7 8.2 42,946 7 4.3 
清 瀬 14,55 4 22.8 17,863 1 04.0 
B 東大和 12,957 玖7 1 4,2 39 122.7 
グ 稲
城 10,08 6 9.2 11,01 2 7 5.7 
多 摩 7,6 0 0 2 8.2 呪746 88.5 
凡〆
町 田 58,3 4 2 2 2.2 7 1.2 6 9 62.6 
昭 島 38,51 9 1 6.3 4 4,8 0 5 33.1 
字国 生 19,096 1 5.2 21, 9 8 5 4 0.1 
羽 村 1 0,1 0 4 8.9 1 1,0 0 3 45.7 。 村 山 1 1,7 9 9 2.3 12,06 5 1 6.3 
秋 多 1 3,8 3 5 4.3 1 4,4 3 3 19.7 
一
（注） Aグループは昭和 30 -3 5年の人口増加率が 30 o/以上， Bグループ
もの。 Cグループは昭和40 -4 5年のそれがあらたVC30o/oを超えた
O印を付したものは昭和 30 -4 5年の各5年毎の人口増加率がいずれ
（資料） 総理府統計局 『国勢調査報告書』各年Kより大石堪山作成。
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陪和40年（0) わ）／（0) 昭和45年（D)
L時ーーー一『四時ー一一ー一一ー 一ー一『一時一一ーーーーー一
10,86玖244人 5.0% 11,408,071 
477,007 41.2 4 7 1,1 6 3 
4 3 4,7 21 21. 3 52 7,42 0 
71, 3 0 3 .2 0.8 86,136 
49,113 1虫O 58,4 6 0 
47,251 65.2 7 8,0 4 6 
39,978 50.B 60,2 8 3 
118,00 4 33.4 157,354 
135,873 1 4.4 1 55,4 2 6 
76.32 3 2 3.6 94,3 69 
126,519 2虫2 163,146 
1 0 5,3 5 3 30.4 1 37,377 
6 4,6 4 5 2 5.2 81,253 
43,4 77 3 7.3 59,700 
67,979 45.0 98,5 5 B 
7 4,8 5 7 29.0 96,544 
36,448 42.4 51,897 
31, 7 0 9 45.6 46,1 6 8 
19,345 59. 3 3 0,81 2 
1 8,3 7 6 65.3 3 0,3 7 2 
1 1 5,91 8 74.9 2 02,7 8 9 
59, 6 5 5 26.8 7 5,6 5 3 
3 0;7 9 0 2 3.2 37,943 
16,027 42.2 22,7 8 4 
14,029 1 93.B 41,2 7 5 
17,271 64.1 2 8,3 4 4 
は昭和35 -4 0年のそれがあらたfC3 0 %を超えた
もの。
も30 %を超えたもの。
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第4表神奈川県になける時期別人口矯加率（ 5年毎） 3 0 ＂以上の市区町村
類型 市区町村 昭和30年(A) (B）／仏） 昭和35 &j者B) (C）／但）
神奈川時十 2,91呪497人 17.9% 3,443,176人 28.?C}も
幸 83,2 5 5 44.7 120,491 29.4 
中 原 93,936 5 7. 7 148.127 31. 7 
A 。高 津 50,54 5 48.1 7 4,3 8 2 79.9 。多 周舞 33,33 5 6 3.1 54,3 6 7 92.6 
グ 。港 北 7 4,6 5 6 32.9 99,246 59. 3 
A〆 。緑 33,21 7 32.9 44,1 57 59.0 
保土ク谷 60,3 56 4 7.7 89, 11 5 55.4 。旭 39,600 48.5 58,81 6 55.2 
プ 。瀬 谷 2 0,5 21 38.3 28,3 7 9 83.0 。戸 塚 61, 5 50 38.3 85,099 82.9 。大 和 30,3 9 5 34.9 40,97 5 58.6 
S事 沢 109,109 14.2 1 2 4,6 0 1 40.6 
茅ク崎 56,89 5 19.6 68,0 54 
B 
相模原 83,8 41 2 1.2 101,655 60.7 
グ 座 間 13,197 1 6.7 15,4 02 94.4 
綾 瀬 8,2 21 1.0 8,30 4 51. 9 
ル
海老名 16,535 8.5 17,938 61.2 
寒 J I 1 1,1 8 3 3.4 11,564 40.3 
プ 厚 木
44,5 51 .3.8 46,2 3 9 32.8 
港 南 42,7 9 2 13.5 48,5 59 30.9 
城 山 4,9 32 7. 1 5,2 80 38.9 
。 伊勢原 27,117 A 0.5 26,9 84 18.6 
グ 一 宮 1 3,21 0 3.0 13,607 12.0 凡〆
開 成 4,6 3 3 3.2 4,7 81 26.9 
プ
南足柄 18,6 9 2 5.2 19,663 1 7.6 
（注〉 第 5衰の（注）vc:同じ。
川崎市の各区の人口Kついては川崎市役所企画課資料vc:よる。
（資料） 第5表K同じ。大石堪山作成。
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昭和40年ρ） (D) / (0) 昭和45年(D)
4,4 30,7 4 3人 23.5% 5,4 72,2 4 7人
1 55,9 5 0 1. 8 1 58,7 1 1 
195,080 5.8 206,435 
1 33,849 48.3 198,49 5 
1 0 4,7 1 4 50.8 1 57,941 
158,04 7 40.2 221,511 
70,21 5 1 09. 6 147,156 
138,46 9 20.4 166,766 
91,2 5 5 7 6.6 161,187 
51,924 4 7.3 76,492 
155,64 5 59.8 2 48.69 6 
64,9 91 58.1 1 02,7 6 0 
一1 7 5,1 8 3 30.7 228,978 
100,081 2呪5 129,621 
163,381 70.4 2 7 8,3 2 6 
29,948 89.4 56.7 2 7 
1 2,61 1 97.9 24,9 6 0 
2 8,91 5 53.9 44,492 
16,2 2 9 41. 4 22,946 
61,383 58.1 82,88 8 
63,5 5 0 64.3 104,426 
7,329 5.2 7, 71 3 
32,01 3 36.7 43,751 
15,24 0 42.1 2 1.6 5 0 
6,06 5 35.3 8,2 0 5 
23,130 30.7 30;2 3 7 
骨 29-
第5表崎玉県Kかける時期別人口増加率（ 5年毎） 3 0場以上の市町村
市区町村 昭和30年（A) （弓／（A) 昭和 35年（B) (0）／（時
トー一一一一ー一一一一一 トー一ー一 一
埼玉県計 2,2 60,49 3人 7. 5~も 2,4 30,8 71人 24.0% 
lo 鳩ク谷 1 4,4 3 7 43.5 2 0,7 1 1 80.6 
A 
蕨 35,1 84 グ 44.8 50,9 52 36.8 
戸 田 19,882 54.7 3 0.7 52 7 0.1 
I IQ 
プ 朝 霞 16,356 47.8 24,1 82 1 1 3.1 。上福岡 ス820 1 1 2.9 16,652 
一 郷 17,313 2.5 17,738 36.5 
;1、潮 12,5 8 9 5.7 ' 13,30 7 6 3.6 
カ日 32,5 3 6 1 8.4 38,5 3 3 1 09.4 
B 谷 46,2 5 0 7.2 49,585 I 54.4 
口 134,091 26.8 173,6 92 43.4 
大 和 13,32 5 2 9.4 17,242 80.0 
グ 新 座 11,700 2 3.1 1 4,4 0 1 1 56.1 
是 立 10,632 1 5.3 1 2,2 59 66.9 
JV 
10.772 1 1.7 1 2,0 3 0 97.も・
4,34 2 c. 0.3 4,32 9 36.5 
所沢 56,2 4 9 1 7.2 65,9 0 3 35.6 
大井 4,7 9 4 3.2 4,949 ？呪6
入 34,6 9 8 6.4 36,903 40.5 
上 35,3 9 5 9.9 3 8,8 8 9 40.9 
フ 桶 19,790 7. 7 31. 9 
ヰヒ 本 14,26 3 8.6 15,48 3 32.9 
'I鶴ク島 6,97 6 0.5 7, 0 0 8 36.7 
毛呂山 11,2 51 c. 0.7 1 1,1 7 3 33.2 
松 伏 8,99 5 c. 1. 7 8,8 44 。
春日部 32,51 7 5.4 34,2 8 0 2 3.9 
グ
． 
岩 槻 34,2 7 2 2.6 35,169 19. 3 
Jレ
JI I 越 104,612 2.8 107,523 18.3 
狭 山 31,341 4.6 32,7 8 5 22.6 I 
伊 奈 7,0 3 6 c. 4.0 6,7 5 5 ム 1.3 
（注） 第 3表の（注）に同じ。
（資料） 第 5表に同じ。大石堪山作成。
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1ト： 3，一昭一和＇：：一：一年~一~同人l寸: 昭和40相C) φ）／（C) 3,014,98 3人 28.2% 
37,403 3 7.4 
69,71 5 1 0.8 7 7,2 2 5 
52,2 9 8 32.9 69,511 
51,527 31.8 67,938 
34,0 5 0 52.0 51,7 4 7 
2 4,2 07 7 6.6 42,7 5 3 
21,77 2 7 1.4 37,323 
80,7 07 52.7 123,2 6 9 
76,571 82.0 1 39,368 
24ヌ11 2 22.8 305,886 
31, 0 3 4 2 7.3 39, 51 2 
36,8 81 11 0.7 77,704 
2 0,4 6 4 55.4 31,811 
2 3,7 6 7 1 1 8.8 52,01 1 
5,911 1 44.9 14,47 5 
8呪346 52.9 1 36,611 
9,87 6 98.6 1号613 
51, 8 3 5 2 6.1 65,3 6 9 
54,7 7 6 1 02.3 110,792 
2 8,1 0 8 3 7. 7 3 8,71 7 
20,576 54.1 31,6 9 9 
号583 52.7 14,6 3 4 
14,88 5 34.4 2 0,0 0 6 
9, 3 0 8 3 1.1 12,207 
4 2,4 6 0 1 0 0.1 84,91 9 
41, 9 4 6 34.6 56,4 4 9 
127,155 34.5 171,038 
40,183 51. 5 60,8 8 6 
6.6 6 8 51. 6 1 0,1 1 2 
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第6表 千葉県にがける時期別人口増加率（ 5年毎） 3 0 ~以上の市町村
一一一一
類型 市区町村 昭和30年仏） (B)/ (A) 昭和35 &f{B) (O)/(B) 
トー
千葉県計 2,205,153人 4.6<J'o 2,306,01 0人 1Z2% 。流 山 19,077 34.6 2 5,6 7 2 52.6 
A 
グ
。相 45,02 8 41. 6 63,7 4 5 7 1.4 
Iレ 。鎌ク谷 1 0,1 68 32.7 13,49 6 85.3 。八千代 1 5,3 0 1 41. 9 21. 7 0 9 64.6 
プ 。習志野 32,198 31. 0 42, 167 53.9 
松 戸 68,5 0 9 2 6.1 86,3 7 2 85.2 
B 
グ 市 ) 1 136,739 1 5.0 157,301 32.2 
n〆 船 橋 114,921 1 7.5 135,038 65.9 
千 業 1 98,11 6 22.0 241,615 32.2 
プ
市 原 13,059 9. 0 65,2 0 4 32.6 
・ーー ’←一一一 一 一一一 ---－・・一世
我孫子 2 4,91 0 8.6 27,063 2 2.7 。
グ 佐 倉 37,496 
A 1. 7 36,869 11.0 
JI, 四街道 15,842 4.9 16,62 3 1 9.0 
木更津 51,7 41 1. 8 52,689 4.2 
プ
君 津 4 8,0 6 4 £〉 6.5 44,94 3 ,t;:,‘ 5.3 
一－一一一一一ーー
（注） 第 5表の（注）vc同じ。
（資料） 第3表K同じ。大石堪山作成。
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i昭和40柄。） (D) / (C) 昭和45軒D)
2,701,82 7人 24.6% 3,3 66,62 4人
5呪168 44.2 56,485 
109,237 37. 9 1 50,635 
2 5,0 02 63.9 40,98 8 
35,7 41 86.4 66,6 3 0 
64,8 9 7 55.0 99,951 
160,001 58.5 2 53,591 
207,988 2 5.5 261.055 
223,989 45.3 32 5.42 6 
3 32,1 88 41. 9 4 82,133 
86,4 7 5 3 7.8 156,016 
3 3,2 1 6 48.2 49,240 
40,9 41 47. 6 60,4 3 3 
19,778 33.4 26,375 
54,9 2 8 33.5 73,31 9 
42,57 4 65.5 7 0,4 4 0 
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第 7表 昭和31～4 5年になける人口急増市区町村別施策別住宅建設戸数
狛江市 1 9 0 1, 3 0 8 1, 7 4 6 3,2 4 4 
調布市 1, 9 7 6 2,82 0 2,4 82 1 6 0 7, 4 3 8 
小平市 2,0 7 6 1, 0 7 0 3,6 50 6,7 9 6 
国立市 2,4 5 3 936 3,3 89 
日野市 5,48 8 ¥ 1, 1 7 5 I 1, 4 9 2 I 3 31 I 8,486 
神奈川県川崎市高津区 1 6 4 i 425 330 1.7 2 1 I 5,4 3 6 I 8,0 7 6 
多摩区 4,02 8 1. 3 82 I 5,6 2 4 
横浜市港北区！ 2,2 0 0 1 7 8 1 3 1,460 i 3,8 51 
緑区； 2,0 7 5 4,5 3 4 363 1 7 9 I 2. 9 s o I 1 o,1 o 1 
旭区 5,68 3 342 374 2,6 32 1 0,2 5 2 
瀬谷区 268 96 1. 5 6 3 59 5 2,52 2 
戸塚区 4,91 5 400 2,8 6 4 1, 41 2 10,148 
大和市 1, 31 9 2 1 9 256 1 5 o I 1,944 
埼玉県鳩ク谷市 663 
戸田 市 485 2 41 57 9 
朝霞市｜ 4 3 51 435 
上福岡市 3,9 0 6 
千葉県鎌ケ谷市 7 3 I 73 
流山市 2.167 I 2,4 7 0 
柏 市 2 9 I 371 I 6, 1 5 4 
八千代市 7, 0 3 8 
習志野市 i3,39 0 927 380 
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（資料）
日本住宅公団 『日本住宅公団業務年報昭和47年版』
東京都住宅供給公社 『事業概要昭和47年版』，「分譲住宅一覧表（昭和
4 6年）J，「賃貸住宅一覧表（昭和46年）J
神奈川県住宅供給公社，『住みよい暮らしを創る』
埼玉県住宅供給公社 『事業概要（昭和45年）』
「昭和45年度建設事業実績J
千葉県住宅供給公社 「住宅団地概要票J
横浜市住宅供給公社 「募集状況一覧表J「所在団地一覧表J
東京都住宅局管理部 『東京都営住宅一覧（昭和47年）』
神奈川県建築部住宅企画課（ 1971）：『神奈川県下公営住宅管理戸数ー
覧』
同 上 『19 7 1年版神奈川県住宅年報』
埼玉県bよび千葉県の県営住宅については各県建設課，住宅課，管理課辛子
よび厚生課の資料による。また，各市区営住宅Kついては，各市の建築課，
厚生課の資料Kよる。川崎市住宅供給公社の住宅については同管理課の資
料Kよる。（大石堪山作成）。
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m 鎌ケ谷市の都市発達段階
1. 調査地域の概要
鎌ク谷市は東京の東郊，千葉県西部にあり，都心（東京駅）から直線距離で約
2 5Kmの位置にある。総武線船橋駅，常磐線柏駅から，との市のほほ中央を南北
κ走る東武野回線で，それぞれ約12分， 24分で市の中心地鎌ク谷駅に到達で
きる。また，新京成電鉄線が常磐線松戸駅と総武線者世田沼駅とを結び，との布の
中央部を北西から南東へ横断している（第5図）。しかし念がら両線は相互乗換
え駅をもた念い。
との市は東西約5Km，南北約6.5Kmで，面積20. 5 3 Km2を占める。人口は昭
和47年10月1日現在で約4呪50 0人であるc標高25～30mの台地状を
念しているが，洪積統の成田層群の上に厚い関東ロームをのせている。台地の分
水界にあたる市の中央部から，四方に谷地田がのびている。その主念ものは，北
行するものと南西行するもの，がよびそれらの枝谷から念る。台地中央部で幅
5 0～1 0 0 m，下流の市境で 15 0 ～ 250m~遣する。市の中央部から南東
部がよぴ北東部附材て，比較的平担念地形が連続する。地下水は関東ローム層
の下部粘土層，あるいは成田層中の細粒部上κ帯水してかり，水量も比較的豊富
であるといわれている。とれらの湧水が上述の谷地図を灘瓶している。また，農
家をはじめ一般住宅地の飲料水として使われている。ち念みに，上水道は鎌ク谷
駅の周辺を除いては皆無で，地下水による自家給水である。下水道にいたっては
自然排水であり，谷地図V亡全部が排水されるので，汚染がひどし水田の作付は
不可能に近〈走っている。汚水渉透Kよる井戸水の汚染は大問題に走ってかり，
市当局も上下水道の整備計画をたて，工事を急いでいる。台地上はほとんど畑地，
宅地と念って事i'！＞，北東郁，南東部Kは林地もかなb存在する。西部Kゴルフ場
があり，北東部κは海上自衛隊の下総義地が隣の沼南町にかけて，また北西部に
は陸上自衛隊松戸駐屯地が松戸市κまたがって存在する。ーク所の大面積の土地
利用は以上の三つであるが，昭和46年K念って，東武鉄道，東京商奥（大成建
?? ???
設）訟よび東武不動産（一部船橋市にも及ぶ）の三大分譲地・分譲住宅が建設さ
れつつある。また，鎌ク谷市には直接対象地は念いが，東隣の白井町はじめ同町
「27)
以東fては総面積約2,90 0 h a，最終人口 34万人の千葉＝ュータウンが造成さ
れつつある。とのニュータウンと都心あるいは成田国際空港とを直結するための
県営鉄道ゃ，幅員 10 0 mの公路，北総鉄道（京成系）が，いずれもとの市の北
半部，市街化調整区域の中央部を通過するように計画がたてられ，一部造成にと
りかかっている。また，上述の鉄道は現在の東武線と新京成線の交叉する点K相
互乗換えのできるよう K計画され，その新駅を中心κ，との市の中心地が再編成
されるととも十分考えられる。いっぽう成田新幹線がζの市の南境をかすめて敷
設される予定である。とのようにとの市は都市化のポテンシャリティがきわめて
高いというととができる。
2. 都市発達段階と都市機能
都市化と地域の変貌過程を究明するには都市化の歴史的念考察が欠かせ念い。
いま管見κふれる限りの資料によって，鎌ク谷市の都市化の段階とそれを規定し
ていると考えられる要因を機能別にみたのが第8表である。もとより都市化段階
を規定するのに，との表に掲げた指標のみで区分できうるものでは念い。以下に
述べるように，後述のあらゆるデータを考慮して綜合的K定めたものである。ま
た，かよう念都市化の段階をとのよう念表にまとめてヨ考察したのは山鹿誠次が最
初であろうと恩われるが，氏は表中では都市化段階をそれぞれある年κかいては
っきりと切っている。しかも氏は筆者のように関連する重要念フ 7クターを考慮
するとと左しに都市化段階を規定している。本文中では，それにもかかわらず，
(44) 
全段階ではないけれども，それぞれの段階には漸移期があるととを認めている。
都市化の段階は，よほど大きな変革でも念い限れある時点ですっきりと区切れ
るものではないはずである。ある一点の都市化を問題κしているのでは念〈，「空
間Jを扱かう限りにないては，筆者のような分析・表示の方法がそれぞれ相互関
係がよくわかり，また構造的分析をすすめる場合にも適切であると思われるし，
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実際の現象から帰納したモデルとして承認されえよう。
との市の都市化の過程について，と〈に宅地化と関係の深いとかもわれる諸機
能について考察するととにしよう。
(1）行政機能
鎌ク谷市は，臓のようι 近世には木下街道に沿う宿場機総のぞいては純
農村であった。と＜ f(北半部には， 「牧Jが広大念面積を占めていた。明治κ入
（紛
ってようよう下総牧野開盤会社κよって拓かれ，初富村が出現した。明治22年
の市町村制施行によって，初富，佐津間，鎌ク谷，粟野，進野辺，中沢bよぴ軽
(4η 
井沢の7村によって鎌ク谷村が成立した。その後は村械の変更，合併念どはさt<
昭和33年κ町伽j施行，昭和46年市制施行を実施して現在にいたっている。と
の間，大正11年f(鎌ク谷小学校設立以来，戦後の昭和22年に問中学校が開校
された以外は昭和30年代前半まで，行政上の機能Kはみるべき増加は念かった。
しかし，昭和30年代後半κ入るや， 「工場務致条'WlJを掲げて，工業化への
道をあけたが，誘致された工場は小規模念4社にすぎず，工業化は失敗に終った。
いっほう第6図κ示すように， ζの市の人口は昭和36年頃から急激K増加し
はじめ， 「住宅都市Jとしての歩みを婚突に続けてい〈ととに念った。それにと
も怠って，昭和37年に東都j、学校を役立して以来，のちの 10年間ι 小学校
行）中学校，高等学校各1，保育所5，塵芥焼却場，し尿処理職ど，住宅関連
施設が急増しているのまた昭和37年κ都市計画区械の用途地域を指定，昭和
4 1年κは都市計画推進委員会が発足した。同年κは宅地造成宏どに伴って，文
化財の破壊を守るために，文化財審議委員会が発足しているし，同43年には，
市民からの公害に対する苦情処理，公害防止のために，公害対策委員会が発足し
ている。その他の行政機能としては，第8表のとbりであるが，上述のどとし
行政機能は主に住宅地化に伴う社会的共同消費施設が主体を占めているととがわ
かり，との市は住宅都市への指向をさらκ強めているといえよう。また，表κは
掲げて念いが，上下水道の整備も急速に進められている。のちκ述ペるように人
口流入による急激念都市化はとれら社会的念共同消費施設の充足のために，行政
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機能を通して，市財政への大き念圧迫を示している。
但）交通・通信機能
都市化の進展はか念らずしも交通機関のみre.tら念い。テレピやラジオ・新聞
その他の通信によっても心理的・精神的側面から人聞の物の考え方，環境への対
応のしかたを変え，都市的念生活様式へ移行させるととが考えられる。しかし念
がら，とれらを的確に把握して都市化の程度との関連を求めるととは容易念とと
ではないし，現在までのととろ適当念指標を得るととはでき念い」心理学的念分
析方法にまたねばならないとも考えられるので将来K残された問題である。した
がってととでは，鉄道・バス・タクシ－I'(ついて主κ述べるととにする。
宅地化による都市化の実態，とくに人口流入κよる場合を分析するためには，
通勤のための輸送手段がいかK整備されてきたか，あるいはまた，と＜ I'(，都心
との時間距離がいかに変化してきたのかが非常に重要である。念んと念れば，鎌
ク谷市は昭和35年頃からの流入人口増大が著しく， 1 5才以上の就業者 11.301
人の約6割は市外への通勤者であり，さらκζのうちの約6劃，全就業者からみ
れば5創が東京都区部へ通勤しているからである（第9表〕。就業者の約5分の
1が都内へ通勤しているというとと，東京都からとの市への転入者が毎年コンス
タントに約2,00 0人あるというととを考えると，との市の宅地形成Kあずかる
東京都からの転入人口の重要さは大きいし，また，転入者の大部分が，東京都へ
の通勤という形態を保ったまま住居を移転し，との市をいわばたんなる f:tlく・らJ
としているととが推定されるからである。昭和45年の国勢調査では，通勤・通
学先が未だ発表されてい念いのでさだかでは左いけれども， 1 5才以上の就業者
はな£そ7,0 0 0人増加して 18. 3 0 8人と念b，また昭和40年以降，年間約
5 0 0世帯もの東京都からの転入があるζとから，東京都への通勤人口も大幅K
増加して6,0 0 0人を超えたと考えられる。とのような大量の転入人口があると
とは東京という大都市の膨彊Kよる「人口の追い出しJが直接の原因ではあるが，
以下にのぺるように交通条件の整備が格段と進展したととによるのである。つま
り，都心への時間距離の短縮を主体とした交通の便利性が増大したととによるの
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である。
首都圏では，都心から同一直線距離にあっても，昭和40年頃には東京の東郊，
と＜reとの下総台地の東武鉄道野回線沿線の駅が都心駅へもっとも所要時聞のか
ωめ
かるととろとみられてかり，凡そ70分を要した。しかしとれは午前8時頃の列
車・電車の所要時聞を採用し，乗換所要時間もすべて5分として計算したもので
あった。ラ ψシュ時間帯の乗換えはか念りの時間を要するのである。との研究者
も指摘しているように，実際は 10～25%増の所要時聞をみてが〈ほうが正し
いと恩われる。さらにとれκ加えて，との研究者は運行頻度としてひとまとめに
しか考察してい左いが．全体としての運行頻度のほかに， ラヲシュ時間帯の運行
時間間隔， bよぴ終車が何時であるかというとと，と〈κ後者は重要であると思
われる。通勤者は朝は定められた時刻までに出動し念ければ念ら念いので，靭の
ラνシュ時聞の運行間隔は短いほど待ち時間が少念〈念る。従って通勤所要時間
が短〈念る。しかし退社時刻以後は，定刻に帰宅するという理由もか念らずしも
念いし，とくに現代の東京のよう左大都市では，労働強度が大き〈，あらゆる点
で精神的・肉体的消耗が大きい。従ってそれだけ，緊張緩和が要求され，消費関
連施設への充実さの深化とともに，ともすると帰宅のための乗車時刻が遅〈念り
がちである。したがって．終車の時刻が遭いほど，消費生活のための便益性は高
いといわねば念ら念い。もちろん帰宅は鉄道ダイヤだけに依存しているわけでは
念し終車以後の帰宅はタクシ一念ど鉄道以外に頼る場合もあるけれども，安通
費との関係から，やはり鉄道を第一義と考えるべきであろう。
鎌ク谷市κは比較的早〈から鉄道が敷設された，明治43年の鎌ク谷・市川・
(50) 
行徳を結ぶ「人車鉄道ja問題外としても，大正12年12月に北総鉄道（現東
武鉄道野回線，当時は汽車〉が柏・船橋間1呪9Kmを開業した。とれ以前re市外
~は，総武線が明治 2 7年κ錦糸町・佐倉聞が，常磐線は明治29年12月，田
端・土浦聞が開通した。しかし，総武線は昭和7年に至るまで隅田川を渡るとと
ができ念かったので，鎌ク谷から総武線経由では都心Kはとれ念かった。むしろ
私鉄の京成電鉄（当時，京成電気軌道）が大正元年κ押上・江戸川聞の 10.0Km
を開通して以来，同5年には早〈も船橋まで延長してきていた。以上によって，
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鎌ク谷市は鉄道Kよっては東京の東部4区とは早くも大正末期κ結びついていた。
しかし，都心部と結合されるのはようやく昭和7年のととである。鉄道κよって
東京と結合されたとはいっても，当時の北総鉄道は野田の醤油輸送が主目的であ
(51) 
った。しかし念がら，との北総鉄道の開通κよってとの市の中心地が，当時まで
の市の中心地であうた鎌ク谷宿から，現在の東武野回線の鎌ク谷駅へと漸移する
最初のインバクトK念ったととは否定でき念い。
大正の末年K市の北部へ松戸から定期バスが開通，昭和18年Vては船橋，西船
(52) 
橋，中山と前述の中心地鎌ク谷宿（大仏）とは京成パスκよって結ぼれてい長。
戦後の昭和22年K左って，とれまで松戸・習志野聞を軍隊が使っていた軍用
鉄道の軌道が払いさげられ，新京成電鉄が発足，津田沼と松戸聞が同30年に全
面開通と念った。昭和35年からの人口急増K伴って，同36, 39, 41年と
あいついでタクシー会社が開業し，剰便性が高〈念っている。現在， ζの市のパ
ス運行系統は 13あるけれども，県道市Jl.印西議？木下街道〉に集中して叫，
1日の利用者は約3,0 0 0人弱（ 1 9 6 9年）である。したがって，との市の中
部から北部にかけてタクシーの利用価値が大き〈念っている。
電話Kついては，昭和40年までの電話の施設状況は鎌ク谷局22 0，その他
5局約16 0であうた。船橋，松戸局が自動のほかはすべて磁石式であったため
に，市外通話が不便であった。支え有線放送は焚換機10 0回線2台があり，加
入者約1,4 0 0あった。しかるに昭和41年鎌ク谷電報電話局が開局され，加入
電話数は，昭和41年度3,80 0，公衆電話47であった。そして自動化K念っ
たととはもちろん，市内全加入者が同電話局へ統合可能vc~ った。 4 年後の昭和
4 5年度fては， 5倍以上の約14,0 0 0の加入電話と公衆電話26 5と念払念
b加入申込積滞が約3,20 0ほどの状況で，通信による東京との結合の利便性は
きわめて高いものとなった。
以上は鎌ク谷市の都市化の基盤と念った吏通・通信機能の発遣を述ベたもので
ある。第 8~受にもみるように，現在の市内の交通網は，パス 1 3系統を含めて，
昭和35年頃までにすでにその体系が確立されてかり，その後はもっばら，運行
回数の増加，所要時聞の短縮ががζ念われた。ち念みに船橋・鎌ク谷聞は，昭和
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3 5年4月Kは所要時間18～9分，選行回数上下績とも 74回であったものが，
昭和47年にはそれぞれ12～5分， 90固に遣し，ラヴシ晶時間帯には7～
1 0分間隔κ運行されているeまた船橋発の最終電車も 23時54分まで延長さ
れた。
また昭和40年代半ば以降，幹線鉄道の整備がより一層急速に進み，との市の
都市化を深化させるのに大き念インパクトを与えつつある。ナ念わち，昭和44 
年の地下鉄東西線の開通， 46年の常磐線と 47年の総武線Kそれぞれ東京駅直
通の快速電車が走ったととである。とれtcよって東京都心への時間距離の短縮は
もちろんのとと，東京都心5区，東部5区への焚通はきわめて便利陀念b，今後
の新穂計画とあいまゥて，ますますとの市の都市化の速度を早めるととに念ると
思われる。
時間距般の短縮は著し〈，上述したように，昭和37・8年頃は東京駅への所
. (54) 
要時聞は 70分近しかっ交通便利度指数も 30～4 0台であったが，快速直通
ができたために， 40分台にさが札乗換えは船橋釈の 1回のみに念って，上記
指数も 70台と 4階級上った。便利さの進展は急速といえよう。
(3) l商業・金融慎能
商業地は分散的立地をしている。商店衡を形成していると考えられるのは，東
武野回線の鎌ク谷駅前から，北tc6 0 0～70Qm延びているものである。とれ
はとの市の中心的商店街と考えられ，銀行，スーパーマークゅト，そのほか買廻
り品店の立地動向からみて，今後とも中心商業地域として発展するととが考えら
れる。との他fCは新京成線鎌ク谷大仏駅から木下街道κ集中するもので長さ300
～400mのものがある。残りは各鉄道駅前と住宅地内tc散在的κみられる日常
消費物資の供給源である商店の立地がみられる程度で，いずれも商店街とはいえ
念いものである。しかもとれらはほとんどが個人経営のきわめて小規模念商店で
あり，注文配達にも応じている。
百貨店のよう左大規模念商業施設は来だ1つも立地をみてい念い。第8表にみ
るようにようよう最近陀念って他市町村からの資本進出によるスーバーマークヲ
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トの立地をみるように念った。 ζれらは住宅地化K伴う需要の増加，購売カの増
大Kよるものであって，地元の中からもスーバーに昇格したものも現われはじめ
ている。
しかし買廻り品では船橋との結びつきも大きし高級品の購入面では，依然と
して東京との結びつ雪が大きい。都市発展の段階からみれば，昭和30年頃Kは
農器具販売店（文平産業）が立地しているととろからも近郊農村念いしは農村的
色彩が強かったといえよう。
他市との結びつきを商業機能の点からみよう。人口移動の視点からはのちにみ
るととKする。資料はやや古いが，昭和41年7月にとの市の全小学校5年生家
族を対象K，ランタ．ム・サンプリング『てよる貿物動向アンクート調査が主？となわ
(55) 
れているのでとれを参考にする。生鮮食料品念どの最寄品では，地元の近隣商店
あるいは市内の商店で購入する率が高＜＇ 6 0～8 0%前後の値を示す。時計・
詳服念どの寅廻り品K念ると，船橋への依存度が高〈念り，半数を占める。注目
にあたいするのは東京への依存度が25%前後，と〈に高級衣料品では44 9らを
示すととである。とのことは，被調査者24 8人のうち， 5 6 9もにあたる 13 B 
人が通勤者であるととにも大きく左右されるかと思われる。しかし念がら， ζの
通勤者の就業地別・職業別との相関は示されてい老いので不明ではあるが，市内
での買廻り品購入率が小さいのは，とれらの店舗の立地が不充分で商店街の形成
が限定されている ζと，交通条件の整備が急速に進みつつあるとと，布外通勤者
の多いととによるとヨ替えられる。また，北部の松戸・相両市への依存度はきわめ
て小さ〈なっている。念会，交通網Kよってきまるとはいえ，地元bよび東京の
商圏をのぞけば，東武沿線は船橋の商圏K包含され，新京成線沿線はいずれも松
戸市の商圏では念〈，日本住宅公団のある常盤平の商圏κ入P，わずかK鎌ク谷
大仏が，常盤平と同様，公団住宅のある高根台の商圏に含まれている。そしてと
（臼）
れと上述の常盤平の商圏とは競合関係にある。
金融機関としては，昭和23年に農業協同組合，同36年に信用金庫が立地し
たのみで銀行は左かった。昭和44年K千葉銀行が進出して以来，との数年κ銀
行4件が開設された。新住宅地の住民と，とと数年来の地価急勝Kよる農民念ど
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の土地売去併号金をみとんでの進出と考えてよかろう。とれら銀行の設立，さらに
はスーパーマークマトの設立によって，との市の中心地区は地域分化期に入った
と考えられる。つまり銀行をはじめとする他都市資本がのちにのべるように，I正
常地値jの5倍もの価格で必要念ととろκ土地を購入，立地するととにより，周
辺の期待地価が急勝してしまい，その地価Kみあうよう念収益をあげうる事業所
しか；立地でき念くなるからである。
そのほかには昭和36年にゴルフ場がとの市の西端に開発された。最近では娯
楽施設としてポーリング場が同46, 4 7年に各1づっ立地する念ど，住宅地化
とともに，住民の消費活動の場としての商業・サービス機能の拡大がみられる。
しかし念がら，受通条件の拡大・整備が進展するととは確実であるから，船橋市
や東京区郁への通勤者が増大しようし，東京念どの既成市街地にかける昨今の急
激念住環境悪化・住宅不足によって，との市はますます船橋，東京の衛星都市化，
あるいは住宅都市化の性格が渡〈念るととが予想されるので，高級品の購入とい
う点では東京や船橋との結びつきが大きく念b，反面との市では最寄品や毎日の
生活K必要念物資を扱う，他都市資本の大規模念スーパーマークザトやチェーン
店の開設が多〈念るであろう。
（め工業損能
ζの市の産業構造は従前農業中心であり，工業としてはみるべきものが念かっ
た。現存する製造業で戦前に立地したものは2つしか念い。竹かど製造，洋服縫
製でいずれも家内工業的念ものである。昭和20年に皮革袋物製造業が立地した
けれども，とれも家内工業である。企業らしいものの膚矢は，昭和21年K東京
都杉並区よb移転してきた私市醸造で，鋪怜製造する企業である。岡22年K
は中央区日本橋に本店事務所をもっ白川糸業の工場部門（撚糸製造〉が鎌ク谷駅
の近＜ fC立地した。との後は昭和30年までに設立され，現存しているものはわ
ずか8杜しか念い。解散した企業数については不明であるが，日本経済の高度成
長期K入るまでは，工業Kついてはみるべきものが念〈，農村的色彩が強かった
といえよう。
4ー5 -
鎌ク谷市は東京Kも近〈，京業工業地帯の後背地κあって，位置的には工業に
とって有利であるが，立地条件はあまり恵まれてい念い。工業用水源の乏しいと
と，さらに排水施設の念いとと，鉄道・道路念ど輸送条件があまりよく念い。そ
れにもかかわらず，国の経済拡大政策bよび工場の地方分散政策Kよって，昭和
3 0年頃から工場の進出がみられ，と＜ fC同35年頃から著しく増加した（第8
表，かよび 10表〉。昭和35年以降というのは，政府の後進地域開発政策が推
進され，各都市は工場用地，工業団地の造成に力をいれ，工場誘致K鳴りもの入
bで競争した時代であるn 鎌ク谷市も昭和36年に工場誘致条例を発布して積極
的K工業化の政策をとったのであるが，同条例Uteよって誘致された企業は4社で
いずれも従業員50人前後の小企業である。東京都に本社をもち，工場のみ移転
または拡張したものである。隅国製鋼（主要製品鉄丸棒，従業員27人，以下同
様），多加秀鉄工（建築用鉄骨， 28人），オリエンタルロ憎ク（錠， 72人），
日本プレーキシュー（自動車部品， 42人）が誘致され，前二者はそれぞれ昭和
4 2. 4 4年に閉鎖κ念った。当時としては，さきにあげたい〈つかの理由に加
えて，工業立地条件としての大規模念工業団地用の土地の確保されてい念いとと，
低廉念労働力の確保は約束され念いととKよって，工業化は急速Kは進展し念か
ったのである。内陸型の工業立地にとって重要念輸送手段にしても，当時は幹線
道路条件が悪かった。むしろるらゆる点で隣村の松戸，市川，船橋市の「工業団
地」の方が魅力があったに遣いまい。
それでも第8表に示すようK，現在との市では従業員規模30人以上の工場が
1 9社立地している。市川市からの進出1社，地元5社を除けば，あとは全部東
京都，と＜ fC江戸川，江東両区をはじめとする東京東部に本社をもつものの工場
部門の進出で，しかも事業拡張のための進出であった。従って東京から企業が分
散したというよりは拡大したので，東京都の過密緩和Kはほとんど役立ってい念
い。そして，との市の工業は，従業員10人以上のものをとりるげても，製品の
移出先はほとんどのものが東京都であって，京葉工業地帯の一角Kあb念がら，
ζの工業地域や，また地元の工業との有機的念つ念がりはほとんど念いといって
よい状態念のである。つまり，産業の地域的連関からいって東京との結びつきが
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きわめて大きしまた，経済的にも東京への従属性が大きしひいては人口相互
移動や住宅地化の影響も上述の点から少なからずあり，無視するととはでき念い。
具体的には，会社社宰ゃ寮の立地という点から住宅地化への影響を考察する必要
がある。
とれら小規模の工業立地の念かfとあって異色念のは鎌ク谷糟工である。昭和
3 2年4月に進出してきた腕時計部品製造業であるが，現在従業員97 0名，業
種からいっ’て女子が7割を占めている。とれら従業者は， 9割が通勤，残りは会
社敷地内の社宅・寮ゃ，近〈の女子寮~食込んでいる。しかし労働力の充足とい
う点からみれば，鎌ク谷市はわずか23 0名しか供給してからず，残余は船橋市
を筆頭に隣接各地から充足されている。昭和35＆手当時との市の就業者約5,000
人，そのうち他市町村からの流入者は約80 0 人（第 9表）であったから，鎌~
谷精工は就業者で2割，流入者では7割を占めていたととに念b，注目すべき値
を示すが，との市への貢献度という点では法人税，固定資産税念どの税制面から
評価されるぐらいで，労働力雇傭や関連産業という面からはあま b大き念もので
は念い。 ζの工場のよう左大規模念ものでも中卒者の採用がほとんどであb，ま
た，市内の生産年令人口増が東京からの流入人口κよるとともあって，同工場の
地元へのはたす役割は小さいと考えられる。
昭和30年以降のとの市の工業発展は，同30年代半ばまでは上述したように
鎌ク谷精工一社によるものと考えて大過念い。との点を国勢調査κよって確かめ
てみよう。との市での製造業従事者数は昭和35.40,45年にそれぞれ
932, 1,994, 3,319人と念ってbb，第 10表とほぼ同じ値を示す。他
市町村からの通桝数については問機ι61 1 , ・9 2 6 , 1,1 5 1 ~~針。
当初の鎌ク谷精工が他市町村から従業員を吸引して地元からの労働力吸引が相対
的に少念かったが，とれ以後の工業は地元労働力の雇傭割合が相対的に高〈念っ
ているととが，少念〈とも数字上からは明らかである。しかし，のちにみるよう
に，とれも会社社宅ゃ寮の設立，一般住宅の増加にみられるように，もとはとい
えば，市外からの転流入人口によるものである。そして昭和45年ζの市の常住
就業人口は1.8万人余K念ったが，そのうちとの市で製造業κ従事している人口
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はわずか2,00 0人余である。つまり，との市の工業化Kよって直接の人口増加
をひき辛子ζした介，人口矯カトの寄与率は1割強である。換言すれば工業化Kよ
る人口増加はきわめて小さいといえる。
とはいえ，工業の推移は第 10表Kみられるようκ，昭和38年には工業出荷
額が約19億円と念b，当時すでにとの市第一の産業と念った。第 10表は第9
表と対比すれば，昭和35年当時との市で就業している人口の21. 6 %が工業の
従業者であったととがわかる。昭和40. 4 5年κは工業就業者数は 35年K対
してそれぞれ2倍， 5倍と念ったが．比率はそれぞれ30.7. 30.9~らであり，
3 5年から 4.0年の伸展に対して最近は地元労働力吸引という面からは工業の貢
献度は停滞気味である。
業種別Kみると，精密機械の鎌ク谷精工を除けば，金属製品関係がもっとも多
< 1 6事業所・従業員合計24 0人，次いで食料品関係がそれぞれ 11 • 6 2人，
電気機械器具がそれぞれ5. 1 3 2人で，との他の業種は小規模念ものがいずれ
も2～5事業所づつある。昭和45年末までは，上述の順位vc変化はないが，事
業所数も従業員数も増加した。金属製品はそれぞれ40. 556人，食料品17. 
2 3 3人，一般機械器具15, 6 5人，電気機械器具14, 13 4人と内陸型工
業の立地が目立ってきた。しかし，出荷額では5事業所，従業員合計10 3"名の
鉄鋼業が約56億円，全体の 52. 3 ＇；！らを占めるが．金属製品関係 13.B'?"o，食料
品4.7 ＇；！らにすぎない。
f日）
鎌ク谷市では，昭和34年vc，農地が初めて工業用地κ転用された。向37～ 
8年は， 36年の工場誘致条例の影響もあって，工業用地への転用が急増し，工
場数も急増した。いわばとの市κとって工業化の進展の兆があった時期である。
しかしとれらの工場も土地利用と〈にその計画という点からみると，まった〈無
計画で，市のいたるところに分散的K工場が立地し，集固化されてい念戸。主要
工場だけの分布Kついても第4図に示すとかりであれ現存する 20 0余の工場
の分散性は高いι また，今日のとの市の都市構造の空間的配列をbがよそ示して
いると考えられる市域の用途指定図（第5図）と合ぜて考察すると，工場Kつい
ては．まさに用途指定も何もあったものでは念いととがはっきりしていよう。と
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れは将来のとの市の都市計画に支障をきたすばかりか，工場周辺住民の生活環境
vc ~＇ 都市景観の上にも悪い影響を残すととに念ろう。とれは，とれら工場のう
ち小規模念写細個人経営の占める比率が高〈，自然発生的に立地したととにもよ
るが，昭和36年の工場誘致条例が制定されただけで，工場誘致運動と工場用地
造成念ど具体的念施策面に〈いちがいがあり，同条例が効果的に運用され念かっ
たとと，また37 ＆：手vc都市計画適用地域に指定され念がら，用途指定が40年ま
で念され念かったという行政面での立ち遅れにも大き左原因があろう。
（め都市発達段階
住宅関係についてはのちに詳し〈みるので，ととでは鎌ク谷市の都市発達段階
についてまとめてbきたい。
第8表にまとめた諸機能に関するデータだけでは，都市の発達段階を規定しえ
念いというととは上述した。後述するものと多少の重複は免かれないが，ととで
発達段階を規定するのに必要念結論のみをさきに抽出して説明すれば次の如くに
念ろう。
純農村期と都市近郊農村期の掛まきだかでは念いが，労働力，農作物作付，土
地についてみると，ほほ昭和30年頃までは農家辛子よぴ専業農家戸数は年々増加
し，兼業農家は減少していた。表類，芋類，陸稲の作付は 30年以降減少し，根
菜類，梨が増加するように在る。農地転用は32年に件数，面積とも前年までの
年平均に対して約5倍増と念った。また人口増加率も急店番した。従って， 30～ 
3 2年頃を純農村期の末期と考えてよかろう。 34年頃から地価上昇率が高まり，
3 4年に初めて農地が工業用地に転用された。また 35年前後は事業所の設立が
急増した時期である。 36年工場誘致条例発布，との年は農地転用第二期急増期
κあたP，住宅が急増した。また，前年まで年率1%以下の減少率しか示さ念か
った農家人ロは一挙vc8. 5 o/oの減少率を示し，以後年率 3~ら前後の減少率を示ナ
ょう K念った。会社の寮がとの頃より多〈建設されるように念った。 38～？年
は農地転用第三期急増期にあたり，工業用地への転用があいつぎ，工場の進出も
急増した。また住宅地への転用も倍増と念った。 39年には農地法4条関係の転
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用が急増し，住宅急増第二期κあたる。従って， 40年には貸家・アパート業が
急増した。 41年Kは住宅が急増し， 42年には事業所，とく K飲食料品小売業，
建設業関係が急増し，地価もまた急上昇をはじめた。 44年は45年κ新都市計
画法による土地利用区域区分が決定されるためK，農地のいわゆる「かけとみ転
用」があって，住宅が急増，従ってまた飲食店も急増した。つづく 45年も事業
所の設立が急増し，スーパーマークヲトや，全国チェーン店の進出があいつぎ，
4 6年にいたって，一挙K銀行が3行進出してきた。また一般分譲地を目的とし
た宅地造成が急増し，大手の不動産業者の進出をみた。
以上から鎌ク谷市の都市発達段階を区分すると第8衰のように念る。都市の
「離心的機能Jとしてはあまりはっきりした層序は認めがたい。とれは大工場，
病院，学園，集団住宅が念いからとも考えられるが，換言すれば，とれらが進出
して〈るのとは無関係に個別住宅地化が進展したからでもある。 ζのととは逆に
との地域が個別的念住宅化によって都市化の進展しているととろだという証左で
もあり，従ってまた，との市の都市化は膚序が認めがたいほどの急激君じつま b
「爆発的なJ都市化というととができょう。
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第5図鎌ケ谷市周辺概念図
〈資料〉「10万分のl東京通勤圏」（大都市圏図）
昭和47年 4月、目地出版により大石堪山編図。
〈注〉 点線は海抜20mの等高線を、 2点鎖線は市町村界を示す。
⑥はおもな住宅公団を示す。
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第4図鎌ケ谷市の主要工場の分布（昭和47年）
? ? ? ?
＠ 
iごめざわ
至
船
橋
9 Km ! 
凡例cu 主要工場番号
医'.2Zlill虫
晒租45牟園骨圃査A口畢中地E
[OJ 脚”肘埴Eの蝿圃
DITil 制.Sil畢計岨圃
巨ヨ帆峨畢計細
~ M 釘よぴ駅
区司士宇界
巨三司 H
〈資料〉鎌ケ谷市役所企画室資料および昭和47年事業所統計調査報告簿により作成（大石堪山原図）
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第 5図鎌ケ谷市用途地域区分図（昭和46年）
＼（（ 
野J スー
3ヘ＼
！トー～し，
~ Km ! 
凡例
巳コ 市街化鵬E埴
EZ3住居地埴
Eヨ住居専用地埴．融制
~串工純雄
図習工量制
匹目 空酬区
EヨMおよび駅
EヨH
Eヨ大字界
〈資料〉鎌ケ谷市役所都市計画棟内「都市計画図Jよリ大石堪山編図．
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鎌ケ谷市の都市発展段階第 8表
考イ蔚発達段階工業関係｜住宅関係｜その他交通・通信関係｜商業・金融関係
年代
人口（世帯）｜行政関係
明27.・e武組織糸町佐倉間開通
明田常盤．．図揖土浦間開通
明37.雄武離両国錦糸町聞聞週
明日，日露輯争
大3 第一次世界大輯
大5.j京成電鉄押上船橿間開通
純
同5.睡ヶ谷郵便局
明22.．ヶ谷村
明日人車鉄道
農
大6.嘩ヶ谷駐在所
大9目 4,1剖
(686) I大II.健ケ替小学校
大12.関東大量炎大12.•it最適鉛栂
柏間開通
大14.佐串岡．六実に
後戸から電話開通
大14 4,311 
(718) 
村大＇'i·.i~：話品由緒
相7 総武融お華町水両国間開通
昭12.察二次世界大戦昭12.旧軍信省高等鉱
空朱員聾揖所
晒5 4,683 
(752) 
昭田．鈴輯期昭20.陸軍飛行場
昭21.~市圏遭
??????????? ? 、???ー
回昭21.
昭24.常，..松戸取手間電化
昭担 ，便宜艶遭電化
昭剖斬京成自動車
.ヶ谷，e象所
昭坦．京成パス舶情
大仏組開通
昭却．新車庫電鉄初富
松戸間開通
昭E 8,2円｜晒22.嘩ヶ谷中学世
(I，駅JO)
??
??? ?? ?????????
「 ?
。??
、 、
昭31.運輸省相官宿舎昭31.檀永鉄工
昭29.大平産量
昭却.10,168 
(1,841) 、
、、
昭32.峰ヶ谷輔工昭32.車武パス柚睡
ヶ谷間開通 晒担東洋フィ yチング
昭34.京成パス中山
ーヶ谷間開通
咽泊 ll 425 I昭坦．睡ヶ谷町
<2.iiii 
昭35.京業遭路江戸川船揖間開通
昭描..象事本法?昭甜睡ヶ谷商工会
昭36.崎ヶ谷カントリ t寸 a
ークラプ I 
晒36.東部市営住宅昭描．丸＋タタシー睡11唱謁船蝿信用金a・
ケ谷営業所
晒35.13,496 
(2,7田） 1昭描工喝揖教条冊
昭37.輯車直電量睡ケ替事
曜37.日本パイプ聾遺書
昭37.園周置温司匹童図・ケ笹宿舎
昭訂．岨心製作所
昭訂．個相製作所
昭37.車部小学校
昭37.遭野辺保育所
昭37.鶴市計画Z蝿指定
近
場
昭担オリエンタルロックl曙甜．圃心担作所書
咽38.JR車工章
昭39.住宅地造成事業に闘する法律
郊
農
村
設昭38.自陣製作所
昭却日本プレーわユー｜昭見北部市営住宅
昭39.三菱製圃寮
昭39.住宅供総公社瞳ヶ谷団地
昭岨．荒野新商事社宅
昭岨，全国信用金庫晴究所宿舎
昭40.千草興章銀行事
昭岨．中野量聾工章所事
昭39.睡ヶ谷吏過
昭岨安回学園韓合
グラウンド
昭40.エンパイア自動
車工量
昭岨雌ヶ谷事時闘郵
恒局
昭42.倉本商院
昭43.新都市計画法
晒U 日•1・aを工象寮
昭41.岩輔ガラス独身寄
昭41.岳高工機倉庫 l昭41.太平電量独身寮
昭42.聾飾スタンプ工量l昭42.三井壷属匝章事
昭42.小幡亜舶メッキ社宅
昭42.東京陣地睡ヶ谷社員分離地
昭43.生研強制棚倉庫｜昭43.旭ガラス相富社員分園地
暗岨東洋火舶工禽祭
昭43 大量東
昭...瞳血眠エ集
昭45 ,J、帽E舶〆ッキ社員分瞳地
昭45.東洋ヲイヅチング事
昭岨．’P能体育用品曹
昭39.北部小学世
昭39.’R野清年館
昭却．児童遊園地
晒岨 25，（）（沼l昭40.揖会グラム〆ド
(6，蝿剖｜昭岨．直葬焼却処理場
昭40.甫都小学校
昭40.南相富脅年量
昭40.op択膏年薗
昭40.甫相富樺育所
昭40.市街化許容区櫨
用途指定
?
??
??』
昭41.小川園子
昭41.東葛食品
昭41.聾ヶ谷電線電話
局
昭40.宅造法適期
晒41.睡ヶ谷青年館
昭41.栗野保育所
昭41.機山吏通
昭42.西部小学校
昭43.,J、経川掴檀
昭岨ー公害吋策署員会
昭...地下量東西鯨岨揖中野間開通
昭45.千葉ニュータウン遭＇＊着工
昭45.米生産圃聾＇~長
昭45.... ~オン製靴軍
昭45.’R’E六実祉買分圃閏勉
昭45..照産量軒図社員分臨地
昭45.慣上団地（笹宮商$）
昭45.山陽化工蝿
昭...千葉銀行
咽45.プリマート（ス
ーパーマーケ yト
晒45.踊量睡ヶ谷店
昭45.40,9岨l昭45 中部小学檀
(10，蝿1)1回45. L縁処理場
晒岨捕防署
晒45.土Jt椅痢区壇
区分｛線引き）
昭46.常盤線東京我孫子間快適
昭46.＝下鉄千代図師ケ問調孫子間開
l期1
昭45.中山グリーンハイツ着工
昭45.東武ニユ タウン着工
昭46.旭光運輸療
昭46.谷本盤工寮
昭輔食生堂書建
昭46.相車屋書
昭46.ユニオン製靴
昭46.下村特殊輔工
昭46.三量工業
昭拍手塚運送量ヶ谷l晒46.三相銀行
宣明 l昭46.Alー 勘案銀行
昭46 45,0出 l晒46.睡ヶ谷市
(12.211) I昭46.市庁合分室
昭46.市制公園
1じ
期
剛6祖ガラス．ヶ谷大仏社員分蝿地
昭46.佐樟間分離地（吉岡組｝
昭46.五升蒔分離地（大昭和瞳Ii)
昭46.五升蒔分疎地（宮崎商•1
昭47.佐海間分離地（星野a童話） l昭47.・ヶ谷ロイヤルポー ル
昭47.jt都市営住宅｛栗野） I昭47.丸木興業建E
昭47.拘a分揖地（司茂）
昭47.睡武線東京湾図沼間快適期昭47. 子議興象銀行 l昭47.蝿＂＇酷工
昭47 49，岨5I略47..ヶ谷Il：中学校
(13,671) I昭47.量ヶ谷向’＇r.世
昭47.祈L以処里地
昭47.8旨剛符処却地 昭47.組ずラス草野辺社員分il地
（注）
昭47 ・ヶlf僻，i;公社
工業関係は昭和47年1月1日現在で、従業員30人以上の現存する企業のみ掲げた。
住宅関係の（ ）は造成、建設もしくは販売主体者名を示す。
人口は国勢調査および住民登録による各年10月1日現在。
発達段階の区分については本文参照のこと、また、タイムスケールは同一でないことに注意せよ。
巻末文献（27）～（43）および鎌ケ谷市役所都市計画課、「開発行為許可申請書処理簿台帳」、「鎌ケ谷町宅地開発現況一覧表」
ならぴに「鎌ケ谷町開発動向等の調査表」を参考にし、税務課資料、聴取（電話も含む）により大石堪山作成。
（資料）
第9表鎌ク谷市の 15才以上通勤・通学者数の推移
昭和35年｜昭和40年昭和瓦石！
鎌ク谷市での就業・通学者数(A) I c 4,9 7 3) c 6,6 9 a) c呪553)5,100 6, 9 4 3 
うち他市町村からの流入者劉B}I (809) (1,354) c 2,0 9 4) 81 2 1, 3 5 7 2,107 
比率（ i3/A X 100) (o/o) ( 16.3) c 20.2) (21.9) 1 5.9 19.5 
鎌ク谷市常住の就業・通学者数（C)I c 6,25 5) c 11,3 0 1 ) ( 1 8,3 0 8 ) 6,6 8 9 12,4 8 0 
うち他市町村への流出者数(D) 2,401 6,894 12,480 
比率（ D/C X 1 0 0) (o/o) ( 3 3.4) ( 5 2.7) ( 5虫3)
35.9 55.2 
うち東京23区への流出者数但）｜ (3,521) (6,100) 1,451 3,806 6,201 
比率（ E/C X 1 0 0 )( o/o) (31.2) (33.3) 
2 1.7 3 0.5 3 3.9 
流出超過数（ D -B ) (1,282) ( 4,6 0 3) ( 8,7 5 5) 1, 5 8 9 5,5 3 7 1 0,3 7 3 
（注） （ ）内は就業者のみの値
昭和45年については通学者は含ま念い。また，同年の東京都への流出
者数は千葉県を除〈都道府県への流出者数を示す。
（資料）各年『国勢調査報告書』 Kよって大石堪山作成。
第10表鎌ク谷市の工業の推移
工場数 従業者数
昭和30年 1 9 86 
35 22 1, 0 7 6 
36 30 1,2 91 
37 41 1, 5 6 8 
38 72 1,7 5 3 1, 91 4 
39 78 1,92 2 2,7 61 
40 98 2,0 5 3 3,21 9 
41 11 7 2,30 0 4,4 7 3 
42 11 4 2,3 37 6, 1 82 
43 11 9 2,6 3 2 7, 194 
44 1 58 2,6 8 9 1 1,3 0 5 
45 186 2,9 54 10,58 7 
（注） 各年12月31日現在。
（資料）『鎌ク谷町統計書昭和43年版』『鎌ク谷市統計書昭和47 年版J~
より大石堪山作成。
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N 鎌ケ谷市の人口動態
1. 人口増加
千葉県では，千葉，東葛，.南地械に人口の集中度合が高〈，昭和45年まで
の過去5年聞にとの地域だけで千葉県全体の増加入口の 90 ~もにあたる約 6 0万
人の人口増加があった。とれは，その前の5年聞の千葉県全体の増加入口50万
人をも上回る増加である。千葉県の急速念人口増加は，東京都区部にかける管理
中枢機能・商業サーピス機能念どの集積，地蜘句拡大により，そとの居住人口が
周辺に追い出された結果でもあるといえよう。大都市の居住人口は克通・運輸体
系の整備に伴って．地価の低い地域K急速に拡大してい〈傾向をもっている。
鎌~谷市の人口は昭和 3 0年頃までは全国平均の2倍の増加率とはいえ，東京
周辺の市町村のうちではさほど顕著念伸びを示じてはい念かった（年率2 ～ 3~も〉。
しかし，昭和30年頃から人口地加が激し〈念b，第6表に示すように，昭和
3 0年から 45年までの5年毎の人口増加率は国勢調査の結果でそれぞれ32. 7, 
85.3, 63.9roと念っている。昭和30年を 10 0とした昭和45年の人口指
数は40 3で，千葉県の念かでも最も大きい市町村の一つである。周辺の市町村
と比べても，同期聞に船橋市28 3，松戸市37 0，市川市19 1と，鎌ク谷市
の伸張率の大きいととが知られる。との傾向は最近の人口増加率が多少誠退傾向
にあるとはいえ，現在でもひきつづいてbb，依然として年率10%前後を維持
し（第11表），昭和47年10月1日κは4呪50 0人に遺した。とのよう念
「爆発的J念人口増力帥まさまざまの都市問題を発現せざるをえ念いのである。し
かも，住宅公団のよう左大規模念「住宅団地Jが立地していないにもかかわらず，
第6図に示すように，放物線あるいは指数幽般的増加を示しているというととが
問題念のである。一つの揃枕例をるげれば，昭和40年12月に鎌ク谷町（当
一 5の
時）によって作成された『総合10 ク年計画（舞~Jでは基単年次を昭和3 0年に
とb，総合計画の目標年次を昭和50年，都市計画の目練年次を昭和60年κ定
めて，人口規模の算定をbと念っている。それによれば，前者C人口は 46,500
-59 -
(60) 
人，後者は 54, 3 0 0人と想定していた。しかし現実は昭和50年の目標が昭和
4 5年までに，つまり計画書発刊後5年間で達成されたし，をた 60年目標は昭
和48年中には達成されるととに念ろう。計画そのものは，もちろん年々是正さ
れていくのが本筋ではあろうが，かくの如き「爆発的J友人口増加では，計画を
たてるとと自体無意味な結果に念りかねない。物理的念ものに限っても上Vてよっ
て計画されたものは現実に追いつけず，深刻念都市問題が急激K増大するととに
なろう。
さらに人口に闘する新しい例をつけ加えてがとう。同町が昭和45年4月K発
表した『鎌ク谷町総合開発計画』では，昭和55年人口を 82.1 0 0～97,400 
(61) 
人と想定しているが，第11表vc刀ですようκ，昭和38年から 44年まで人口の
対前年増加率が漸減傾向にあったものが，昭和45年から再び増大してきた。 ζ
れは第8表にも示すように，大規模在宅地造成の結果，大量の住宅供給がはじま
り，従って社会増が再び増加してきたととvcよる。今後，千葉エュータウンの造
成，京葉港整備に伴う京葉工業地帯の開発が進み，鎌ク谷北半部fて計画されてい
る県営鉄道，北総鉄道左どの建設，地下鉄5号線との相互乗入れ念ど，都心への
直結が進めば，鎌ク谷市北部と都心との突通条件が飛躍的に改善されるととに~
h 現在の市街化調整区域への人口の転入が急増するであろう。との点から考え
て，同開発計画が社会増による人口増加に注目しているのは妥当であろう。しか
し念がら反面，人口の自然増加Kついてはあまり重視されてい念いようである。
周知のようκ，地方あるいは農村から人口が都市K集中し，農村の人口再生産力
が崩落の一途にあるのκ対して，都市はいまや日本の人口再生産の中心K念りつ
つある。しかも管理中枢機能や商業・サーピス機能念どの都心集積κ伴って，周
辺近郊地域へ溢出する人口によって人口再生産力も周辺地域の方が高まるはずで
ある。念ぜ念ら，都心に近接するほど，スベース的在住宅事情と年令的・資力的
念条件とが相重念って，人口再生産力は低下し念いまでも抑制されるととが経験
的κ充分考えられるからである。つまり，首都圏のよう念大都市地域では，一般
的K人口再生産力保持者層は，結婚あるいはその後の出生予定を契機として，そ
の頃までの経済力の上昇とともに，周辺近郊地域へ移動し，住居のスペース増加
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VL伴って，世帯員増加の段階に入っていくと考えられる。換言すれば，人口再生
産力も分布としてみると， ドーナツ現象を示し，時系列的にみれば，都市外線に
向って拡大していくと考えられるのである。鎌ク谷市についても，第11表K示
すように，世帯増加率が人口増加率を上まわっているし．いわゆる「核家族Jの
(62〕
全世帯数に占める割合は 77. 5 ＜／，で千葉県内市町村別の値では第 1位である。ま
た人口ピラミッドをみても， 「ひょうたん型J の下部の大きい~VL移行しつつあ
り，典型的念「都市型JV1:念りつつある（第7図）。とのととから考えて，出生
率は年々 3~も前後であっても，人口再生産年令層人口の急増は，自然増κよる人
口を無視でき念いものにするというととは明瞭であろう。自然増加入口の全増加
入口に占める割合が高まってきている。昭和35年を 10 0とした社会増加人口
の昭和46年の指数は40 0念のに対して，自然増加入口の向指数は1,0 4 4を
示す（第 12表）。核家族率の高いとと，従ってまた世帯数の伸びの大きいとと
は東京都κある事業所を中心とした独身寮の建設が多しとの入居者の結婚によ
る独立もみのがすととはでき念い。従ってまたとの点だけをヨ考えても宅地需要に
拍車をかけるととに念ろう。
かように，社会場加と自然増加の伸張率が急激に増大しているととをみれば，
前述の計画書の想定人口は過小とみ念ければ念るまい。昭和55年のセンサスま
で，昭和46年10月1日の対前年同期との人口増加率使 85 o/をそのまま保持
したとしても， 1 0万人は超える。上述の焚通体系の急激念整備計画だけをとり
あげても人口増加率は加速されると考えるのが妥当であろう。現K，とと数年の
人口増加率は上昇傾向κある。
以上要するに，人口増加の主要念源泉は転入による社会増加κよるととがはっ
きりしてがり，それに次ぐものとして，最近では自然増加の要因が著しい。そし
てそれらの転入者の大部分は核家族が占め，そのために， 20～4 0才の人口再
生産年令層人口とそれらの子女である0～10才の人口が急増しているのである。
しかもとの傾向は市内の居住環境整備や，東京都ならびに近接都市群との聞の通
勤条件の整備に伴って今後も急速K進むものと考えられる。
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2. 人口移動
それでは社会増加は過去どのよう念傾向をたどり，また，それらの人口移動は
どのよう念地域と念されていたのであろうか。
第12表は昭和35年以降のとの市の転入者の前住地をみたものである。昭和
3 5年以降，転入者は増加の一途をたどり，昭和46年では年間約6,5 0 0人に
達し，昭和35年の4倍以上と念った。しかしとの転入者のうち，昭和40年ま
では，東京都からのものが漸増してきてかり，約半数を占めていた。そして，
4 0年以降は徐々K千葉県内からの転入者が増加し，昭和46年Kいたって，県
内からの転入者数はついK東京都からの転入者数を大幅に上回って，全転入者の
42%を占めるととと念った。しかも， ζれら転入者は第 13表に示すようκ，
船橋，市川，松戸念どの隣接市からが8割近〈を占めているu とのととは，大都
市周辺地域は，大都市からの人口圧を直接うけて，大都市の衛星都市化をよぎ念
〈される。しかもとの人口圧は，都市化初期Kは大都市周辺の既成都市にむけら
れていた。つまり， ζれらの衛星都市のうち，早〈から発達していたものは，大
都市人口圧と自都市の人口圧に耐えきれ念＜ t.l !J ＇自都市周辺の相対的 κ人口の
少ない地域へ人口圧を加えるように念るというととである。換言すれば，大都市
周辺地域の新規K都市化されるととろは，大中心と，中中心（既存衛星都市）群
の双方から人口の流入を受け，時の経過とともに後者の度合が高まるというとと
である。既存衛星都市の周辺Kはき出される人口は，大都市の溢出入口の再溢出
か，押し出しかは明らかでは念いが，大都市圏の人口は流動性の高いととろから
みて，前者の比重も無視でき念いかもしれ念い。
また，転入者のうち，東北，九州からのものが，他の地区K比べて相対的に高
い値を占めている。京葉工業地帯vc近〈，大都市κ近接した居住地として，のち
κみるよう念会社寮・社宅の立地κ影響を与えているととが考えられる。
転出者のほうについてみれば，昭和35年77 3人を 10 0として，昭和46 
年の3,3 7 6人の指数は41 8で，転入者指数の 43 8とほぼ同等である。転入
と転出Kよる人口移動は年Kよる差はあっても問機念傾向で延び，転入者のほぼ
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半数にあたる人口が転出しているととに念る。転出入者合計の総人口に占める率
を人口移動率とすると，昭和35年は 17. 1 ~らであったが，昭和 4 6年には23.9
'Yoκ上昇した。 4人V(1人は移動したととに念る。つまり人口移動がそれだけ激
し〈念っていると言えよう。
転出先も東京都の占める割合が徐々に減っている。資料は4年間だけに限られ
るが，転出者のうち， 5割が千葉県内へ， 2割強が東京都へ，そして1割強が上
記以外の関東諸県へそれぞれ移動している（第 14表）。つま払移動者の約4
分の5が東京都と千葉県の範囲内で主？と念われている。との範囲でも，のちκみ
るように，通勤・通学者の動きから考察すると，東京の東半分と千葉県の西半分
の範囲内で移動がま？と念われていると考えてよく，大都市地域の都市化は大都市
圏内での転入・転出による人口移動を激し〈すると言えるが，その範囲は通勤に
よる就業地との関係によってきまるといえよう。しかも，との人口移動の激しさ
の傾向は，中心大都市と周辺衛星都市群とでま？となわれるよりも，衛星都市群間，
あるいは衛星都市とその周辺との聞に主？と念われる方向へと次第に変化しつつあ
るといえる（第 13' 1 4表）。
ととろで，かような人口増加も， ζの市でー僚に訟となわれているわけでは念
い。第6図K示すように，初富，道野辺，鎌ク谷地区に集中し，ついで中択が最
近にいたって人口増加が激しく左りだした。逆に道野辺がやや矯加速度がかちて
いる。また世帯数Kついてみても，最近は中沢の伸び率が大きい。しかし念がら，
軽井沢はほとんど無視しえるほどしか人口は伸びてい念い。とれらの中間地帯で
ある佐津間・粟野が中間的念値を示している。とれは，との市の人口の集中が東
武鉄道野回線，新京成電鉄線の各駅，と〈に前者の鎌ク谷駅，後者の鎌ク谷大仏
駅を中心κ事訴と念われ，配置される結果である。その結果，人口密度は，鎌ク谷，
道野辺で 1Km2当り 4,5 0 0人K達した。また，初富は面積が大きし北半部は
市街化調整区域κ入っているため，人口は鎌ク谷，初富の両駅を核として南半部
κ集中している。また，中沢は粟野や佐津間よりも低い値を示しているけれども，
6 2.3 Shaのゴルフ場を除けば1,3 5 2人／Km2である（第15表）。つまり，
(63) 
との市の人口増加は現在までのととろ，鉄道駅を媒介にし念がら，人口集中地区
申 63 -
を核として周辺K急速Kひろがりつつあると考えてよいであろう。そして人口の
拡大率よりは核家族を主体とした世帯数の増加率が急速K高まっている。とのと
とは宅地の需要をそれだけ高めるととに念るし，住宅の絶対的増加をう念がして
いるといえる。
との市の人口増加がいままでは社会増加つまり，東京都草子よびその周辺の衛星
都市群からの核家族世帯という流入人口Kよるものであるととは前述した。そし
てとれらの流入世帯はほとんど職業なり，職場を居住市内へ変更するとと念〈住
居を変えたものであるといえる。友ぜ念ら第9' 1 1表から昭和45年までの
1 0年聞のとの市の世帯増は8,21 8である。しかるK，との市fL常住する就業
者は 12, 0 5 3人増加し，そのうちの3,29 5人しか市内就業者で念い。いま仮
K，世帯増が全部流入Kよるもので，かつ1世帯1人の就業者とすると市内就業
者増加分が全部流入者Kよってをか左われても念診5,00 0人は市外就業者と念
らねば念ら念い。をた増加世帯全部が市外就業者に念ったと仮定しても念草子現市
外就業者増加分は50 0人余を上まわるからである。さらに，とのととは通勤先
κついて考察を加えれば念扮明確となる。第？表K示したようK，ζの市fて常住
する就業者は昭和35年K対して， 40' 4 5年Kはそれぞれ約1.8, 2.9倍と
念った。しかるに他市町村への流出者は同期にはそれぞれ2.8' 5. 2倍であり急
激に増加している。従って流出超過数もそれぞれ3.6, 6. B倍ときわめて高い伸
び率をみせた。その結果，常住就業者の流出率は6劃と念って，との市はますま
す「ネグラJ的色彩を帯び，職住分離にも拍車をかけているととに念った。また，
昭和40年の数値ではあるが，通勤・通学先を市区町村別にみたものが第 16表
である。 ζの市fL常住している就業者の3人fL1人は東京都へ就業し，しかもそ
れらは都心から東部の 8区VLB5'1oが集中している。とのととは，第12表と合
せ考えれば，との市への転入者の大部分が東京都の上述の区部κ就業地をもって
いるか，あるいは住居のあったものによって占められていると理解される。
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第 6図鎌ケ谷市の人口増加
万人
5 
4 
3 
2 
1 
0・
昭和;30年 35 40 軽 45 
〈資料＞r鎌ヶ谷町統計書、昭和43年版』『鎌ヶ谷市統計書、昭和47年版』および企画室資料に
より作成（大石塔山原図）
〈注〉 昭和30年および35年以降は各年10月1日現在、 29年および31-34年は各年3月31日
現在。大字別人口については昭和39年以前は同35年を除いて不明。
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第 7図 鎌ケ谷市における年令5才階級別・男女別人口構成の変化
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〈注〉各年 r国勢調査報告書」により作成（大石堪山原図）
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第11表鎌.l;r"谷市の人口と世帯数の変遷
実 数 （昭指和30年＝1数00) 対前年指数
人 口 世 帯 人 口 世 帯 入 口 世 帯
昭和30年 10,168/ 1. 8 41 100.0 1 00.0 ー ー
35 13,49 6 2,7 6 3 1 32.5 1 50.1 ー ー
36 1 4,6 52 3,0 2 2 1 44.1 1 64.1 1 08.6 1 09. 4 
37 16,44 3 3,5 5 3 1 61. 7 1 93.0 11 2.2 1 1 7. 6 
38 19,073 4,2 51 1 87.6 2 30.9 11 6.0 1 19.6 
39 21,941 5,11 2 215.8 2 7 7.7 11 5.0 120.3 
40 2 5,0 0 2 6,06 6 2 45.9 329. 5 114.0 11 s.7 I 
41 27,944 6,87 6 2 7 4.8 37 3.5 1 11. 8 11 3.4 
42 31,289 7, 7 6 3 307. 7 421. 7 1 1 2.0 1 1 2.9 
43 34,5 52 8,67 8 3 39.8 4 71. 4 1 1 0.4 1 11. 8 
44 37,729 10,1 3 9 5 50.7 1 09.2 11 6.8 
45 40,9 8 8 1o.9 81 4 03.1 5 96.5 1 08.6 1 08.玉
46 45,0261 12,271 442.8 6 66.5 109.9 1 11. 7 
47 49,465 1 3,6 71 1 09.9 1 1 1.4 
（資料） 『鎌ク谷市統計書昭和47年版』により大石堪山作成。
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第 12表 鎌ケ谷市の前住地別転入者数の推移
昭和35年 昭和36年 昭和37年 昭和38年
0人2 ~I 東 京 都 71久7 33~ 8入4 場 人7 45.7 1,2 : 41.5 
うち区部
千 葉 県 488 31.8 641 29.8 1,042 33.7 
(1) 埼 玉 県、 、 I¥ 
転 神奈川県
入 その他の関東
者 北 海 道
の 東 ヰヒ
前 北 陸
住 東山・東海 ) 346: 22.5 ~ 792 36.8 > 770・24.9
地 近 畿
中 国
四 国
九 州
＊ ［／ I そ の 他’
転入者総計 1,536：・1凹.0 2,1 50: 100.0 3,096: 100.0 3,289: 
転出者計（2) 773: 859・ 1,128 1,304：目
社会増滅帥（2) 763 1,291 1,968: 1,985：・
自然増減同（2) 98: 169 1 34: 426: 
（注） ＊職権記載を含む。
（資料） 下記Kよって大石堪山作成。
(1) 昭和35 -3 7年は『かまがや 19 6 4年版』
昭和38 -4 2年は『鎌ク谷町統計書昭和43年版』
昭和43 -4 4年は鎌ク谷市企画室資料
昭和45 -4 6年は『鎌ク伊T統計書昭和47年版』
(2) 昭和35 -3 7年は『かまがや 19 6 4年版』
昭和 38 -4 2年は『鎌ク谷町統計書昭和43年版』
昭和43唱 46年は『鎌ク谷市統計書昭和47年版』
rt, 
昭和39年 昭和40年 昭和41年 昭和42年
一一人 rt, 
2,1 0入2 47.1 
人 'Ii 人 'Ii 
2,007: 46.0 2260 46.2 2.215: 43.5 
1,932 2,012 2,145 2,184・
1,409 32.3 1,293: 29.1 1,583 32.4 1,854 35A 
107 2.5 1 59 3.6 176 3.6 175: 3.3 
1 04: 2.4 1 50・ 3.4 189 3.9 199: 3.8 
91・ 2.1 119・ 2J 1 31 2.7 114' 22 
61: 1.4 45: 1.0 51 1.0 33 0.6 
173・ 4.0 179: 4.0 1 56・ 3.2 1 43 2.7 
67: 1.5 42: 0.9 45: 0.9 65: 1.2 
53: 1.2 80: 1.8 77 1.6 7 4: 1.4 
61 : 1.4 94・ 2.1 55: 1.1 82: 1.6 
42: 1.0 33: OJ 30 0.6 26: 0.5 
1 2・ 0.3 9: 02 11: 02 9; 02 
170: 3.9 113: 2.5 98・ 2.0 144: 2.8 
2: 0.0 22: 0.5 28: 0.6 37 0.7 
4,359:1凹.0 4,440: 100.0 4,890: 100.0 5230 :1凹.o
1,583: 1,9 51: 2,316: 2,758: 
2,734: 2,489: 2,574・ 2,490: 
428 480: 385 784・
-69～70-
昭和43年 昭和44年l昭和45年！附日46牛1
人 ~ 人｝婦人~入場
2,396 43.4 2之16 39.2 2239 37.8 2,1 24 33.0 
1,869 33.8 1,973 34.9 2,205 37.2 2,685 41.8 
160 2.9 206 3.6 224 3.8 247 3.8 
217 3.9 230 4.1 326 5.5 263 4.1 
1 41 : 2.0 179 3.2 127 2.1 1 41 22 
55: 1.0 79 1.4 131 122 1.9 
1 66：・ 3.0 200 3.5 202: 3.4 311 4.8 
63: 1.1 60: 1.1 61 : 1.0 74 1.2 
81 1.5 1 05 1.9 95: 1.6 1 00 1.6 
86 1.6 120 2.1 92 1.6 122 1.9 
54: 1.0 28・ 0.5 33 0.6 54 0.8 
21・ 0.4 8 q.1 1 0: 02 19: 0.3 
172・ 3.1 21 5 3.8 17 3: 2.9 149: 2.3 
46・ 0.8 3畠 0.6 3: 0.1 16：・ 02 
5,527 100。5,6 5 5 : 1 00.0 5,921 : 100.0 6,427: 100.0 
2.aao: 3.238: 3,491・ 3,376：・
2,650’ 2,417 2430: 3,0 51: 
749 755 1,046 1,023 
、J
・4・．
第13表 鎌ケ谷市の千葉県内各市町村別転入転出者数の推移
前住地または 転 入 転 出
転出先 昭和43年 昭和44年 昭和45年 昭和46年 昭和43年 昭和44年 昭和45年 昭和46年
総 数 1. 8 6 9 1, 9 7 3 2,2 0 5 2, 6 8 5 1. 3 4 7 1, 5 2 8 1, 7 4 5 1, 6 0 6 
船 橋 市 670 6 9 3 7 8 3 9 7 6 464 5 2 3 5 9 5 5 3 1 
市 Jl 市 3 5 0 3 0 9 4 0 1 51 2 1 2 9 1 3 9 1 5 4 1 5 1 
松 戸 市 3 3 0 364 357 4 81 2 5 8 2 9 0 285 287 
千 葉 市 1 4 7 1 4 3 1 4 1 1 7 7 1 3 0 1 3 3 1 7 0 1 4 2 
柏 市 64 5 3 87 7 4 48 76 56 7 5 
習志野市 38 1 0 8 90 7 3 49 49 49 50 
自 井町 2 1 2 3 47 63 1 7 38 69 3 7 
沼 南 町 4 2 3 6 34 49 59 86 64 30 
八千代市 2 6 44 1 9 4 1 57 49 56 4 1 
市 原 市 1 4 7 1 6 26 1 1 1 4 4 1 5 1 
木更津市 4 6 4 2 0 5 20 27 46 
流 山 市 6 1 8 27 1 6 7 2 4 1 9 6 
我孫子市 6 2 2 1 3 1 4 6 3 4 5 1 7 
野 回 市 1 1 3 44 1 2 1 4 1 1 1 8 
（注） 市町村は全部掲示してい老いので総数とは一致し念い。
（資料） 昭和43 -4 4年は鎌ケ谷市企画室資料により，昭和45 -4 6年は『鎌ク谷市統計書昭和47年版』により
大石堪山作成。
第 14表鎌ク谷市からの転出者の転出先
転出先 昭和43年 昭和44年 昭和45年 昭和46年
総、 数 2,8 8 0 3, 2 3 8 3, 4 9 1 3, 3 7 6 
千 業 県 1, 3 4 7 1, 5 2 8 1, 7 4 5 1. 6 0 6 
東 京 都 829 7 1 7 7 1 3 7 7 1 
神奈川県 1 3 3 1 7 4 2 2 7 1 0 7 
埼 玉 県 1 1 4 1 5 6 1 2 6 1 3 1 
その他関東 9 4 1 2 0 1 2 5 1 8 1 
北 海 道 1 4 43 37 39 
東 草色 68 94 1 1 0 69 
北 陸 3 4 89 3 8 48 
東山・東海 5 5 9 6 9 4 9 4 
近 畿 60 1 1 6 1 0 9 8 5 
中 国 2 6 3 1 3 3 3 5 
四 国 1 4 1 0 2 4 2 4 
九 州 7 3 5 6 89 1 1 3 
そ の 他＊ 2 5 8 1 3 2 4 
（注） ＊職権消除を含む。
（資料） 第 13表κ同じ（大石堪山作成）。
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第15表 鎌ク谷市の地区別（大字）人口がよび世帯数の変化
比 昭和35年 昭和40年 昭和47年 47/35増加率 47/40増加率 人口密度一 昭和 昭和世帯数人口 世帯数 人 ロ 世帯数 人 ロ 世帯数 人口 世帯数 人口 3 5年 4 7年
総数 2,7 6戸3 13,4 9人6 6,0 6戸6 25,0 0人2 1 3,67戸1 49.46人5 4 97S 36ヲ7も 22~ 1 9~ 人~2 人2.~匁om;
鎌ク谷 482 2,41 0 1, 1 0 9 4,61 4 2,6 7 5 9,9 21 555 412 2 41 200 1, 1 0 0 4,5 3 0 
道野辺 676 2,8 5 3 1,7 0 5 6,40 5 3,2 6 5 11,2 4 3 481 394 1 91 1 86 1, 11 4 4,392 
中沢 3 21 1,640 6 51 2,7 3 0 1,608 5,834 501 356 2 47 21 4 332 
初富 97 2 4,9 41 2,0 4 2 8,7 94 4,9 90 1 8,31 5 518 371 243 208 7 31 2,7 46 
粟野 1 0 0 540 185 865 438 1,57 2 480 2 91 2 3 7 1 82 41 5 1,2 09 
佐津間 160 782 31 2 1, 2 51 606 2,21 1 361 283 194 177 4 37 1, 2 3 5 
軽井沢 52 330 62 343 89 369 1 5 4 1 1 2 1 4 4 1 08 306 342 
（注） 各地区毎の面積は昭和47年度『市税事務概要』 p4 l'Cより，昭和47年7月1日現在のものを使用して人口密度を
算出。
（資料） 『鎌ク谷市統計書昭和47年版J:f>＇よび企画室資料により，大石堪山作成。
第16 ~受 鎌タ谷市K常住する者の従業地，通学地別15才以上就業者
がよび通学者数（昭和 40年）
常食市区町村従業地・通学地 総 数 就業者 通学者
鎌ケ谷市fr:常住する者 12,48 0 11,301 1, 1 7 9 
鎌ク谷市で従業・通学の者 5,586 5,3 44 2 42 
千葉県内他市町村で従業・通学の者 3,01 6 2,3 7 7 639 
船 橋 市 1, 2 3 6 1, 1 1 5 121 
松 戸 市 563 516 47 
市 JI I 市 528 316 212 
千 葉 市 237 1 2 5 11 2 
習志野市 1 5 5 108 47 
柏 市 1 07 62 45 
沼 南 町 61 61 ー
野 田 市 46 1 0 36 
その他市町村 83 64 1 9 
他県で従業・通学の者 3,87 8 3,580 298 
東 京 都 3,80 6 3,5 21 285 
江 東 区 7 56 744 1 2 
千代田区 641 581 60 
中 央 区 479 469 1 0 
江戸川区 322 280 42 
墨 回 区 31 4 304 1 0 
葛 飾 区 234 21 3 21 
ぷ口」、 東 区 221 209 1 2 
港 区 21 7 209 8 
新 宿 区 1 0 5 86 19 
文 京 区 96 75 2 1 
足 立 区 7 1 62 9 
渋 谷 区 53 38 1 5 
荒 J 1 区 45 43 2 
その他の区 228 190 38 
神奈川県 33 27 6 
埼 玉 県 26 24 2 
その他の県 1 3 8 5 
（資料） 総理府統計局（1967)昭和40年国勢調査報告第3巻全国編その 2
従業地・通学地第1部 P1-12-1nてよる。
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v 宅地化の進展
1. 千葉県における宅地開発
前述したように，千葉県では昭和45年までの前5年聞に約60万人の人口増
があり，その前の 10年間の増加入口 50万（うち昭和35年から 40年までは
3 5万人増）κ比べて，その伸びはきわめて大きい。しかもとの増加入口の大部
分が，千葉市，東葛飾，南葛飾地援に集中しているのである。これは東京区部の
空洞化現象，つまり行政あるいは民聞の事務機能地域，商業・サーピス機能地械
の拡大に伴って溢出した人口が東京都の行政区域の周辺の都市を中心とした地域
に移動してきた結果である。そしてとの傾向は今後ますます強まるといわねば念
ら念い。左ぜ念ら前述したようK千葉県のとの地域と東京都心とを結ぶ鉄道は直
結されるととになるので通勤に要する時聞が飛躍的K短〈念るととが予想される
からである。
かよう友人口増加は必然的に宅地を要求し，したがって，千葉県の人口増加時
期と宅地開発の活発化した時期はほぼ一致している。ナ念わち，昭和35年以降
人口の急増K伴って，宅地開発も急ピヴチで進行したのである。昭和36年から
(64〕
5ク年聞に， 2,80 3 ha, 4 1年から 5ク年聞に5,25 5 haの宅地が開発され，
前期間κ比べて後期間は約2倍に念っている。とれを公的機関と民間とに分ける
と，前期では公的機関κよるものが 1,2 8 6 haで46 o/を占め，後期では2,215
ha ( 42 'Jら）である。はじめに公的機関の投資があって，のちに民営の団地念ど
¥65) 
が公営団地周辺に「寄生」する形態で宅地化が進行してい〈 ζとが一般的である
というととから，との比率のちがいと，その発現のタイム・ラグは当然かもしれ
念い。公的機関κよる開発のうち両期とも公共団体土地区画整理事業による宅地
供給が最も多〈，それぞれ60 2 ha ( 4 7 o/o)' 6 7 3 ha ( 3 0 ro）で，後者はと
の他K公団土地区画整理事業によるもの 52呪2haがあり，とれを合せると
1, 2 0 2.2 ha ( 5 4 'Jら〉と念る。また，民聞によるものは，前期では民間宅地造
成事業によるものが81 1 ha ( 5 4 'Jも）で第 1位を占め，組合土地区画整理事業
???
ζれにつづいている。後期では．組合土地区画整理事業が 1,269ha(42~ ）で，
(66) 
とれに次いで民間宅地開発事業がい 86.4ha ( 39~ ）ある。
以上のように，千葉県では「北地区画整理事業Jによる宅地開発が非常に大き
念ウエイトをもっている。しかも組合によるものが半数，公共団体が4分の 1を
占めている。昭和45年までにま？となわれたものを都市計画法規制区域の市町村
別にみたものが第 17表である。東葛飾地域Vてあって，公共・民間とも 1つもな
と左われていない市町村の 1つに鎌ケ谷市があげられる。 ζの乙との意義『てつい
ては後でのべるととκする。
昭和36年から 45年まで千葉県では約10 0万人の人口増加があったが，と
の増加人口の世帯換算必要宅地面積以上κ相当する 8,05 8.7 haの宅地開発があ
(67) 
った。しかるに，住宅難の声は衰えをみせ念かったといわれているのは，地価の
高騰を期待する「思惑買いjつまり，宅地は家を建てるためKのみ購入されるの
では念〈，投資目的のためにもきわめて多くの宅地が購入されたからである。事
実，区酒造成されている土地でも家の惑ってい念いものが数多くみうけられる。
昭和31年に完工した公団八千代台団地の周辺の民間分譲地はとの翌年から分譲
がはじまり，昭和40年までに約3,6 0 0区画が一般個人にわたったが，実際κ
(68) 
家屋が建設されたのはその 1割強にすぎまいという報告もある。つまり「宅地化！
と「住宅化」とは峻別して考え念ければ念らないというととである。鎌ク谷市も
例外では念いだろうが，それでも民間Kよる大規模な宅地分譲は近年まで念〈，
投資目的の宅地購入は相対的K少念かったと推定される。のちにのべるようκ会
社・企業の社員分譲という形が比較的多かったのと，地元市民による貸家・アバ
ートの住宅建設が多いのもとれK関連するかもしれ左い。
しかしながら，昭和40年を境として前期には，千葉県でも宅地造成を規伽上ず
る法律は左かったとともあって，小規模念しかも住宅環境施設のととのわ念い不
良住宅地の造成が横行して，既成市街地に連担したスプロール団地が無数K発生
したといわれている。かよう念事態を規制するために，昭和39年7月K 「住宅
地造成事業に関する法律」が施行され， 40年6月から適用された。当初は適用
市町村も 17と少念〈，開発規模も 0.3 ha以上のものであったが，その後の宅
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地開発の急増によって規制規模以下のものが続出したのと，自治体の財政負担を
緩和するとと，環境保全のためκ，規制対象地域の拡大と，規制規模の号｜き下げ
がれ左われて開発規模も O.1 ha以血友った。第18表は，新都市計画法に
よる開発許可制度f'C変る昭和45年7月までに首都圏近郊整備地帯の千葉県内各
市町村男IHてみた「宅地造成事業法」による認可件数と面積である。鎌ク谷市は
1 2件， 5 4 h aである。県西部にるって，件数，面積とも小さい。
2. 住宅地の拡大過程
(1）農地転用の推移
都市化の進展の度合を，と〈に宅地という土地利用を通してみようとする場合
K，もっとも明瞭に，しかも量的に把握されうる指標は「農地転用」という事実
であろう。との農地転用の件数，面積は，農業委員会κよって把握されてはいる
立1,)が，転用者から申請・届出が義務づけられているだけで，実際κはかなりのもの
が無届けのままなと念われているという事実も知られているととである。しかし
現状では，都市化研究に辛子いて都市的土地利用を問題Kしようとするときには，
(71)σ5σ4)(75)σ6) 
ζの農地転用のデータが有力な指標f'C念りうるととが認められ甘いるので，とと
でもこれらの数値を利用して，農業的土地利用から都市的土地利用への転換の状
況をみるととκしよう。
第8図かよび9図はとの市全域について，農地転用の状況を転用目的別K，面
積と件数を示したものである。また，との転用を大字どとに4条（権利移動を伴
わ~い） ' 5条（権利移動を伴う）別K示したのが第19表である。もっとも，
S条（権利移動を伴うが転用はま？と念われ念い）については， 4条転用の資金源
として権利移動が行念われる可能性も大きいから，決して無視するわけにはいか
ない。しかし念がら， 3条関係は個々の申請内容を個別に検討し念ければ， 4条
転用の資金源のため念のか，財産贈与，遺産相続るるいは相続税支払いのため念
のかは不明である。したがって， ζζでは5条関係κついては第 19表に市全体
の併教と面積を掲げてか〈にとどめる。
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昭和30年代後半から 40年代初期Kは， 玉条関係は4. 5条関係V亡くらベて
件数とそ少左いが，面積では2～五倍を示していた。とれが昭和40年代半ばか
ら面積，件数ともK急激に減少してきているととは注目してよい。とのことは，
農地が農地以外の目的のために転用された結果，農地の絶対的滅少をきたしたた
めに生じたともいえようが，念んといっても地価上昇のために，農地として権利
を移譲するよりも転用目的で権利移譲したほうが高い価格で売却できるし，をた，
農家自身も高い地価の農地を購入して営農を続けても採算がとれ念いからである、
いずれにしても， 5条関係は，耕作者同志が取引きの当事者であるから，都市化
が激しくまると，土地の移動は耕作者対非耕作者で主？と左われるようK念!J, 3 
条関係は急激K減少するのが一般的であるといって大過念かろう。もっとも農地
法違反を承知で，第5条による権刺移動があることはよく知られているところで
ある。しかしこれKついてはこの市を含めて一般に把握するのがきわめて困難で
ある。
4, 5条関係についてみてみよう。つまり宅地化という土地利用の景観的・量
的変化を問題にする念らば，農地法の第4条辛子よび5条K関係する数値のみを扱
えばよいからである。もっとも，との市は現在でも山林が市域面積の20 %以上
残存して辛子h，過去の宅地化の進展がとの農地転用の数字そのものによって示さ
れるとは限ら左い。念んと念れば山林の転用fてついては農地法の規制範囲K入ら
ないからである。しかし左がら，との市K辛子いては，大部分の宅地は畑地から造
成されるので農地転用をみるととによって，宅地化の傾向やかなよその量は把握
するととができる。
鎌ク谷市の昭和31～4 6年の農地転用の総面積は 14 z 3万rl'ILのぼるが，
その内訳は「住宅用Jが63. 6%と圧倒的に多〈，以下「工業用J, 「公共用J, 
「その他」の慣にそれぞれ 15. 7 • 1 o.7 , 1 0.1 ~もの割合を示す。人口の急増
する以前の 35年までをとると「住宅用」 62. 6 %とほとんど変ら念いが， 「工
業用J. 「公共用Jはそれぞれ8.2. 1. 3 %と「公共用」のきわめて少左いとと
が注目される。とのように公共用地の先行取得の念いととが，また 36年以降人
口増加のある段階毎K，小・中学校建設用地を中心κ，社会教育施設，福祉施設，
????
道路，衛生施設念どの公共用地取得を，高い地価上昇率が具現される念かで，進
めざるをえないととに念るのである。とのととは第8図にもよく現われているよ
うに，何年か辛子きに特定の年！＇（$＞ける公共用の転用面積を著しく大きくしている。
とれらとの市の直接の社会資本投下が東京都心部との交通機関の整備ともあいま
って，さらκ人口流入を促がすととは充分考えられる。
ζの市で転用の件数，面積とも急増するのは昭和36年からであって， ζれは
第7図に示した人口増加曲線の動向ときわめてよ〈一致している。換言すれば，
との市の昭和36～7年頃からの人口増加は農地転用状態でみる限り，住宅用地
への農地の転用の急増という現象をひきかとした。との住宅用地への転用は昭和
4 4年まで急激κ増加し，その間年平均40 0件， 1 0万dの面積を示す。最近
の2～5年は件数は約半分K減少， 1件当りの転用面積も規模が小さく念ってい
るのが注目される。とれは第16図にみられるように，昭和45年頃より地価が
急激K上昇したために一般個人Kとって住宅用地の取得が簡単ではなくなったと
とが最大の原因であろう。かわって大手不動産業者による宅地造成のための転用
が44' 4 5年の2年間で4件， 3 7.4万dととの市の4年分Kあたる面積を一
挙K転用したのである。そして，地価の急激念上昇には，のちκ述べるよう念銀
行資本の進出とともκζれら大手不動産資本の進出が大き念影響を辛子よほしてい
るのである。 ζれら地価の急激左上昇，換言すれば利子率を超えるよう左上昇率
では，土地所有者I'(期待価格の上昇意識をいだかせ，従って，早い時期K売却す
るほど損失を大きくさせるために，彼等K土地を売ら念くさせる原因でもある。
そのととはまた，土地所有者としての農民をして，農業経営の拡大はもちろんの
とと維持ナらも困難にさせ，土地を白から農業以外の利用にむけさせるようにし
むけるのである。東京都辛子よびとの市の周辺で都心K近い方の土地は相対的に地
価が高いため，との市への人口流入は相変らず続き，住宅・宅地の需要は増大し，
減少するととは念いであろう。従って，をた， 「4条」 「5条J別K転用面積を
みると， 「4条」の転用は時代を下るに従って比率を高め， 36年には 10 %台，
3 9年κは20%台， 44年には30 %台となっているように，土地所有者は貸
家・アパート経営など不動産関係の事業K土地を使うように念ったのである。
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鎌ク谷市の大字別農地転用のうち，資料の得られる昭和36年から 46年まで
の統計は， 1 3 6.2万dである（第 19表）。とれにs.o o a・坪以上の農林大臣
許可分5玖8万dを加えると， 1 7 7.8万dと左る。とれは36年2月1日調査
の全耕地面積85 6.4万dの20. 1 9らK相当する。いま 5,00 0坪以上の分Kつ
いては地区が2つ以上にまたがっていてそれぞれの面積が判然とし念いので，と
れを除いた分についてのみ大字別Kみてみよう。最も多いのが初富で 62.9万rf,
全体の約48%を占める。次いで道野辺の 26. 4万d( 1 9%），鎌ク谷21. 8 
万nf(17%）となって辛子P，残りの4地区は 10 %に満た念い。しかし，とれ
では各地区（大字）は耕地面積や全面積が異念るので，相互K比較ができ念いか
ση 
ら，昭和35年の耕地面積に対する 11年間の転用率を求めてみると，道野辺，
初富，鎌ク谷のj損κそれぞれ． 3 4. 4. 1玖1' 1 5. 4 ~もと念うている。またそ
れぞれの地区の全面積κ対する転用率をみても，道野辺の 10.3o/oを最高VL，鎌
ク谷，初奮が 10 o/前後の債を示し，他の地区は39も前後の値しか示き念い（第
1 9表）。とのととは一般住宅地の立地が東武野回線と新京成線の駅を中心Kし
て事？と念われているとと，と＜ VL前者の鎌ク谷駅が，通勤のための利便性が高い
こと，駅周辺の中心商店街の形成によって生活上の便益性が高〈念っているとと
と大き念関係があろう。との点については商店の立地と住宅地の立地は表裏の関
係にあるが，鎌ク谷駅を中心κのちKみるように，アパートの立地が集中してい
るととからも説明されよう。要するに農地転用は主要鉄道駅を中心とした地区に
集中しているのである。つまり駅から逮い軽井沢，粟野は転用件数も面積も非常
Vて少念いととがとれを証明している。換言すれば，都市化による土地の商品化は，
大規模念団地ゃ工業用地の転用の念い個別の住宅地化によって進行する場合には，
鉄道駅を中心Kして周辺に波のようにひろがっていくというととができる。
念辛子全体についての特徴をつけ加えると，昭和39年と 44年がとび抜けて転
用面積が多いが，前者はその前年の昭和38年とともκ工業用地の転用が急激に
増加したためであり，後者は，昭和45年8月1日K新都市計画法による市街化
区域の設定（俗称：線引き）があったために，いわゆる「かけとみ転用」が大幅
に増加したととKよる。
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以上述べたようκ，との市の転用の大部分が個人の住宅用地であるととが大き
念特徴である（第8, 9図辛子よび第20表）。住宅用地全体の全転用面積K占め
る割合は昭和31年から 36年まで 50 o/以上であった（第8図）が，工場誘致
条例の出された翌年の昭和37年から 50 <}'o以下に下った。そして， ζの傾向は
3 9年まで続いたが， 40年以降は再び上昇して 70 %台を維持し，昭和41年
には85. 5%と最大に遣した。しかし念がら， 38, 3 9年の両年には工業用地
といっても，会社の社宅や寮の建設がそれぞれ約15,000m2(8件〕，
27,50.0m'(37件）あり，とれらは工業用地用転用面積のそれぞれ24. 9, 
. 4 4.6 %を占める（算 20表）。 ζれらは工業用地への転用と念っているが，実
際には住宅として使われるので，とれを住宅用地に含めると，両年の全転用面積
に占める住宅用地の比率は，それぞれ54.7, 63.0o/oと念り，昭和31年以降，
1 0年聞は住宅用地の転用が37年を例外として，全体の転用面積の6割前後を
占めているととが明らかである。昭和41年以降，住宅用の転用の占める割合が
徐々に低下しているととは，前述のように地価の急激左上昇によるけれども，数
字のうえでは， 4 4. 4 5年の両年にそれぞれ 18. 5.万dの「農林大臣許可」分
があるので，実質的κは住宅用地がほとんどを占めるといっても過言では念い。
換言すれば，大手から中小の不動産業者による大量の土地買収と転用によって，
新都市計画法の市街化区域内の潜在的念住宅用地の減少したとと，地価が急激に
上昇したζとKよって，一般市民が宅地をもはや簡単κ購入できなく念ったとと，
さらκ土地供給者たる土地の所有者が年々土地売却損の大きく念る ζとを知った
ために「売PひかえJがあったととによって，住宅用地への転用件数・面積の減
少があったといえよう。 ζのととは1件当りの転用面積が急激K減少していると
とからも間接的に証明される。
また，第20表にみるように，社宅や寮のための転用は昭和39年re3 7件，
2. 7万dあったが，第8表Kみるどとし昭和37年頃から急激に会社の厚生施
設としての社宅・寮の建設が増加しているととがわかる。とれらの用途のために，
土地を提供した土地供給者遣は，ほとんどが農業者である。千葉.：....ータ 9-Yの
土地買収のはじまった昭和40年前後Kは，とれら農業者の手中re多額の現金が
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入り，それらの一部は彼等の資産保有（自家新築〕，農業以外への事業の切替え，
つまり彼等の経営としては，いちばんでっとり早い貸家・アパート経営K，ある
いは商店念どの自家営業のために使われたわけである。 ζれは第20表にみる.J:
うに，昭和41年の「貸家・アパート・自営業jのための転用件数・面積の大幅
念増加と念つであらわれているのである。しかも同年にはとれら合計56件，約
三1万dの転用のうち， 4条関係が件数で約60 9も， E痛で 64 '7らを占めている
ととから，土地を所有している農民がアパートや貸家を経営するととの安直きを
すくな〈とも数字の上からみとめるととができる。しかし念がらとのうち~5条
関係が5割以上も占めているととはまた土地を購入してアパート念どを経営する
ためとみられ，当時としては採算が合ったのかもしれないが， ζの数値には自家
営業分も含まれるのでとちらの方が比率としては高いと思われる。いま資料が得
られ念い関係で，目的別の転用数字を昭和42年以降各年毎に表示でき念いが，
昭和45年一年分だけを示すと第21表のとbりである。との年は第 16表κ示
すとなり，地価が急激K上昇する前年Kあたる。との年の転用面積は約 10万d
( 2 8 1件）で，とのうちのじつに 41. 6 9も，約4.2万dが貸家やアパートのた
めに転用されているのである（自家営業分一一商店念どーーが含まれているが，
ζれは区別が不可能念ので，正確念ところは不明である）のとの年の場合に限っ
ても，貸家・自営業用の転用は件数で 61 ro，面積で 56 %7iq条関係であり，
依然として所有権移転の伴わ念い転用が半数以上を占めている。 4条転用全体κ
占める貸家・自営業用の農地転用は，件数で約50 '7も，面積で 72%を示すとと
から， 4条転用の4分の3は貸家左どの自営業用転用とみてよい。とのととは，
さきにみたように，転用面積全体~$＂ける 4条転用の比率が昭和 3 6年の 10%
台から 44年の 30%台へと，時代を経るほど増加しているととから，土地所有
者自身の農地転用κよる貸家経営のための土地利用が急激K増加しているととを
示していよう。さらにとの矯加傾向は第 16図の地価の推移とよく一致している。
農民を主体とする土地所有者が土地を売却するどとK地価が上昇しているようκ
もみえる。土地売却代金は農民や封血所有者の貸家・自営業経営のためK使われ，
従って農地転用も 4条関係が増加する ζとfてなる。そして， ζの貸家・自営業が
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ある程度まで進展すれば，それ以上の土地売却は，激しい地価の上昇率のために，
早い時期に売却するほど損失が大きいとと，また家賃，あるいは自営業収益が，
農民の生活費をある程度まで満足するように念れほ，土地．をそれ以上売却する理
由は何も念いのであるから，いわゆる「資産的保有」という状態V仁左ると考えら
れる。つまり，農民の土地売却を抑制し，さらに地価は上昇するととκ念る。と
の年には，土地を購入して貸家・アパート・自営業経営をbζ念う場合も増加し
てIt>るし，全体K対する比率も高さっているが，とれは恐らく商店念どの事業で
あろう。
また，との貸家・商業設どの自営業用転用が回の転用によってかと左われる率
が高〈念っているととも注目されてよい（第22表）。とれは， 5条関係では，
地価の上昇によって，ヨストK占める土地取得費が大き念ものに1.tるので，でき
る限り低地価の土地が求められる ζと，辛子よび，宅地化による公害の発生Kよっ
て，田の立地している谷地は一般住宅地の汚水の排水路と化し，水田の耕作が不
可能K念ったとと~重念って生じた現象といえよう。 4条関係では後者の理由が
最大であるととはいうまでも念い。さらに昭和45年以降では米の生産調整も・と
れに何ほどか関与しているととも考えられる。念辛子，昭和44年の田の転用が
4 5年f亡くらべて件数，面積とも大き念値を示しているが，とれは，まえにも述
ベたように， 「かけとみ転用jによる全体の転用面積が増えた年であり，回の転
用が全体K占める劃合は 1 呪 4~らと，昭和 4 5年のほうがむしろ大き念値（20.2 
%）を示しているのである。しかし念がら， 45年の場合は，米の生産調整の影
響が強〈働いたといえるかもしれ念い。ナ念わち，谷地問であるためK生産力の
低い状態であったととろへ，都市化による汚水流入vc:よb，生産力の急激念低下
が生じていたとと，労働力の，通搬嫌業化Kよる劣悪化，不足をきたしていたか
らである。都市近郊の農村で，都市化の波が強いととろでは，米の生産調整vc:ょ
(78)(]9) 
る休耕回の都市施設への移行が著しく念る。
以上は農地の転用からのみみたものであるが，宅地化は，まえにも述べたよう
に，林地や原野からも進展するので，市全体としての土地京周の変化の推移をみ
てがとう。
目 83-
(2）土地利用の変化
との市の面積は2,05 3 haであり，昭和47年1月1日現在で，そのうち非課
税色籍以外の面積は，つまりほぼ民有地と考えてよいが，約1,7 7 0 haである。
とのうち，宅地は21 3 h aで 12. 1 9も， ζの分に非課税地籍（公共用）の宅地
分31 h aを加えると，宅地は全体で 24 4 h a，市域面積の約 11. 9 %と念る。
田147ha(7.29ら），畑820ha(39.9%），田畑合計で市全体の
4 7.1 %を占めている。とれに山林・原野51 4 h a ( 2 5. 0 % ）を加えれば，
市域の 72.1 %，民有地の 84＇）もは，少念くとも土地台帳のうえではまだ都市的
念土地矛l聞とはいえ念いととになる。しかし，最近Kかける鉄道資本，大手不動
産業者，かよびそれらの傍系会社の土地買収が急激κ進んでいるとと，鉄道の建
設計画や宅地造成の計画が一部着工されているとと，地価の高いとと，なよびそ
の上昇率の高いととからヨ考えて，とれらの土地の多〈の部分が潜在的念都市的土
地利用を内包していると判断してもさしっかえなかろう。いずれにしても，台帳
上の山林・原聖子はゴルフ場をも含めて，公有・民有あわぜて約57 2 ha ，市城
の約28＇）もを占めている。
第 10図は上述の民有地の土地利用の推移をみたものである。調査年による地
籍畳に多少疑問があるので，昭和34年を基準Kとって，昭和47年1月1日K
は，宅地が約13 5 h a増加（増加率17 2 ＇）も，以下同様〕，雑種地が 62 ha 
増（ 5 5 6 ＇）も）￥＇（対して，畑 12 1 h a滅（ー 13%し山林・原野14 2 ha 
滅（ー 20 % ) .田 11 h a滅（ー 7')も）と念っている。とれをみても，耕地面
積の滅少を上まわる量の山林・原野の減少があったととが明瞭である。つまり，
少念くとも都市化の急激に進展するととろでは農地の農地以外への転用は，農地
法の制約があって，農業委員会を通じて当該都道府県知事の許可を必要とするた
めK，手続きに時聞がかかるととや，不許可の決定念ど，手続きの煩雑さがある
が，山林・原野の転用Kはとの規制が左いから，転用のうちのと〈に所有権移転
を伴う場合，山林・原野の転用が集中的K主？と左われるのが一般的である。そし
て，との市のように，平地林がまだ比較的多〈残存しているととろでは，将来の
宅地造成を見込んで，とく K大手不動産業者が買収を精力的K進めている。しか
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もそれは「市街化を抑制すべき区域J（都市計画法第7条5項）である市街化調
整区域Kかいて甚だしいのである。市街化調整区域では，同法によって開発行為
は原則として禁止されているが，しかし， 20 h a以上まとまれば宅地造成が許
可されるととがある f同法第29. 3 3条，同法施行令第23' 2 5条〕 ζとを
あわせて考えれば，一般農民や個人，零細不動産業者には開発ができ念いのであ
る。つまり，大都市地域での市街化調整区域の設定は大手不動産業者のために，
地価をがさえて，土地を大量に提供する以外の伺ものでも念いというととに念る。
しかもとの場合，さきKのべたよう K，市街化調整区域内にかける鉄道，駅，道
路の開発計画やその一部着工によって，あるいはその他の社会資本が急速に整備
されるので，早晩市街地化するととは塁走う余地が念いからでもある。
かよう Kして， ζの市は都市計画法Kよる土地利用区分とは関係念〈住宅地化
が進展していくととに念ったし，また今後も鉄道新線建設に伴って，ますますそ
の度合も速度も強まるであろう。
（⑤家屋根数と家屋密度
第11図はとの市の建築物の棟数と床面積を示したものである，昭和35年以
降双方とも著しく増加しているととがわかるが， 1棟るたりの床面積は小さく念
るいっぽうである。建築確認申請の出された住宅についてのみとの点をみてみる
と，昭和38年頃には申請件数21 0で一戸当りの床面積も 10 0 m'1:近かった
が，その後年々建築戸数は増加し， 41年には46 0戸， 45年には94 1戸と
急増している。床面積の方は年Kよる上下はあるにしても， 41年86 m'. 4 5 
年69m'と一般的に減少傾向にある。それでも，との数値は，農家や共同住宅の
新築が含まれているので，一般住宅のみをとれば，さらに小さ念値に念る ζとは
まちがい念い。とれは地価の上昇によって，土地購入代金により多額の資金を投
入し念ければ念ら念〈念った結果でもある。ち左みに，平均的給与所得者は，土
地と住宅の価格の総計が年収の5～5倍ぐらい念らば，銀行資金を導入すれば支
払能力の範囲内にあるといわれているので，年収20 0万円前後の給与所得者の
支払能力はせいぜい 1,0 0 0万円とみてよいであろう。しかるKとの市では地価
? ??
はすでに 3.3 rf当り 15～2 0万円といわれて辛子り，建築費も高騰Lて， 3.3 rf 
当り 20万円前後であるから， ζれによって計算すれば，現実とよくマザチして
いるのである。ナ念わちとの市の実際の建売住宅は，のちにみるよう~. 2 5～ 
3 0坪の土地と，家屋は2階建てで 15～2 5坪，総価格75 0～950万円で
ある。つまり，きわめて狭小念建売住宅が密集するととに念る。現実に市内を歩
いてみれば軒を接して聖書てられている一般住宅を非常κ多くみるととができるの
である。とのよう念狭小念住宅が狭小念土地区画とともに，各鉄道駅を中心K周
縁へと展開していくのであるが，それらの住宅はどん念分布を示すのだろうか。
第12図は鎌ク谷市役所発行の 1万分の 1の地形図K一辺25Qmのメ吻シ晶
をかけて，その中の家屋数を積算して，家屋密度を示したものである。高い密度
を示すのは，東武線鎌ク谷和おら北東にのびる地域で 10 0を超える。最高は
1 4 0を超すけれども，それは鎌ク谷，初富の両駅から 7～8QQm離れた県道
（千葉・鎌ク谷・相線〕沿いにのびる地域である。 10 0を超える値を示す地域
が広くまとまって存在するのは新京成鎌ク谷大仏駅から上述の県道沿いに北西に
のびる地域である。その他の 10 0を超す地域は木下街道に沿って断続的K伸び
る。あとは鉄道駅からやや離れたととろKみられる。つまり上述の狭小念住宅地
の密集地域は駅からやや離れた場所K立地するというととである。そのほか比較
的高い値を示すととろがあるが，農業的念集落の存在によるとともある。しかし
一般に家屋密度の高い地樹立市の中央部から南東にかけてのほぼ南半部~偏って
いる。家屋密度の高い地域から低い地域への移行は漸榔句では念〈，二段階ほど
の急落部をもってかとっている。また市街化区域と向調整区域との樹ま明瞭には
でてと念い。 ζのととは，農地が急速に宅地化されてきたととろの特徴といえる。
第13図は第 12図と同僚の方法で最近6年聞の家屋棟数の変化をみたもので
ある。昭和41年5月当時の家屋数が 1又は容であった場合には，少しの婚加が
大量念増加率と念って現われるので， 1のときは規定どうり計算して増加率を出
したが，零のときは300o/o以上のランクに含めて表示した（図中K記号で区別），
ζれらの数値を示ナメヲシュのととろは除外して考察しても全体として支障は念
ν、。
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駅の周辺では，すでに増加率が頭うちの傾向と念っているが，大き念催を示す
のは駅から離れた地域でるる。とれは他念らずも宅地化の進展しつつある前線帯
を示しているととに在る。第12図とともに考察すると，各駅周辺でパターンの
異念るととがわかる。す念わち，鎌ク谷駅周辺では，家屋密度が10 0を超すよ
う念高い地域はすでに増加率が頭うちK念ってbり，増加率の高い地掛ま家屋密
度の急激に下がる周緑地域であって，それは家屋密度が60前後あるいはそれ以
下の地域である。とれに対して，鎌ク谷大仏駅周辺では，どちらかと言えば，家
屋密度の高い地域が増加率も高〈念っている。とれは明らかに都市イt，つまり宅
地化成熟度の時間的差異を示しているのであって，鎌ク谷駅近隣の方が早い速度
で都市化され，鎌ク谷大仏駅周辺はやや遅い速度で都市化されてきたというとと
にほか念ら念 ~r. それは，両方の駅周辺の家屋密度の高い部分，あるいは低増加
率地域のひろがりの大きさの遣いと念つでも現われている。また市街化区域と同
調整区域との境界付近からそれに続〈市街化調整区域で増加率が高〈念っている
ととは注目してよい。第12図，第 13図は，学校や工場のよう念建物もすべて
1棟づっ数えてあるので正確Kは言え念いけれども，今後家屋の増加する地域は
第12図の密度60以下の部分と言うととができょう。つまりとの家屋密度60 
以下のととろでも，地価はすでに3.3m'当り 15～2 0万円に念っているので，
前述したように動j、左住宅が主に充填されるととに念るからである。
かよう念家屋を種類別にみえのが第23表である。昭和47年末のとの市の家
屋全棟数（但し課税分のみでるるから公共用は含ま念い。また，物置きや納屋は
除外してある。） 13.446棟のうち，住居専用棟は87. 59らを占めるが，工場，
店舗等と住居とを兼用しているもの5.5%をとれに加えると，実K全体の92. 9 
%t•住居用κ使われている。上述したように，乙の都市の都市化は住宅都市化で
あるとと，しかもその機能の純度が高いととがより明確に念った。従って大都市
周辺での都市機能としても住宅機能の純度が高いといえる。今後都市化の深化の
度合が高まれば，農家の畜舎，作業場，倉庫をのぞいた住居専用以外の建物や住
居兼用の建物が増加して〈るであろうが，現在では農家の分を除いた住居以外の
建物はとの市では全棟数の 39ら前後の値を示すと考えられ，非常に少~いのであ
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る。都市化されたととろがさらに都市化の程度を深めると，専用店舗数，専用事
務所数の増大と念って現われるととが考えられるが，との市では現在ζれらの値
はそれぞれ0.7 o/, 0. 4 ~もできわめて小さく，市の中心地の地域介化の程度が小
さいととが知られるのである。
ま？と． ζの表は第 12図の家屋密度をよく反映して，初富の35. 2 o/を筆頭vc.
鎌ケ谷22. 8 9ら，道野辺20. 9 9もととの5地区で市全体の家屋の約8割を集中さ
せている。残りの4地区は都市化が景観的Kはさほど進展してい念いととを考え
れば，昭和30年以降のとの市の家屋増加数の8割以上が，との5地区K吸収さ
れたとみてよいであろう。
さきにみえように，との市Kは公営住宅はほとんど念いのであるが，しからば，
とれら全棟数の93 9もにのぼる居住用の家屋は，一戸欝の個別住宅念のか，共同
住宅左のかが問題になってくるが，そのまえに住宅の所有関係からとの内容をみ
てま？とう。
いま，住宅関係、の統計調査はま？となわれていないので国勢調査結果からみると
とにする。第24表は住宅の所有関係別K世帯数をみたものである。第 12'13 
図，第23表V亡くらべて年次がやや古いが，辛子よその傾向は判読できょう。持ち
家は確かに多（ 6割以上を占めるけれども，注目すべきは，昭和30年以降，民
営借家が急速に増加しているととである。 26. 0%の世帯，約8,5 0 0人が民聞
の借家に居住しているοつまり 4世帯vc1世帯が借家住いというととである。都
市化の程度がまだ低しとの市の中心地でようよう地域分化がはじまった段階で
すでに借家住いが全世帯の4分の 1を占めている。今後，ますます持家率は低下
して借家率が高まっていくであろう。とのととは，一般的K都市化の程度が深化
していくととろでの共通現象ではあろうが，公営・公団・公社念どの借家のほと
んどない地域では都市計画l，都市の住宅環境形成あるいは農業と深くかかわりを
もっているので問題はきわめて大きいのである。同様~観点から給与住宅も重要
である。現在7.5 °loの世帯，約2,8 0 0人がとれら給与住宅に入居している。農
家が含まれているとはいえ，持ち家『ては平均 4.03人が居住し，民営借家の3.01
人K比べるとその差は非常に大きい。借家，とく Kアバートには単身世帯が相対
?? ?
的に多いととは知られているが，それでも， ζれらの数値K住宅（敷地も含めて）
のスペースという住環境の重要念要素の 1つが集約されているとみるとともでき
ょう。つまり子弟という世帯人員の増加があると，一般的にみられる借家はいか
Kしても狭いものK念り，持家所有への指向が高まるというととを意味している
のである。
3. 社宅・寮・貸家・アパートの立地と推移
との市では，昭和38年頃より企業の寮・社宅が急増したととは前Kのぺた。
また，さきにみたようK，借家・給与住宅K住む世帯は35. 1 o/を占め，約
1 2,0 0 0人にのぼる。とれらの世帯はいか念る種類の借家K居住しているので
あろうか。
第25表は，市内居住者の所有する家屋のうち，貸付けられているものについ
て地区別Kみたものである。貸付家屋の形態・種類の重複を除いた総所有者は
339名で総棟数1.4 3 2棟（約2,0 0 0世帯分） f'Lのぼる。調査漏れや，所有
者のまかには同一世帯員もわずか念がらいるが，とれらは少数左ので無視すれば，
との市の3.3%にあたる世帯が全家屋棟数の約11 o/にあたる家屋（市内常住所
有者κよる被貸付世帯は全世帯の 18 9らにあたり，民営借家の約5分の2を占め
る〕を貸付けている。とれらの貸付家屋の所有者は，初富・道野辺・鎌ク谷の三
地区に多いが，念かでもアパートは鎌ク谷駅を含む道野辺K集中している。一戸
欝貸家は初富が圧倒的に多い。とれは，初富K農家が多いととによるものと恩わ
れる。農家は自己の農地を4条転用して，そζf'L貸家を童書設する。したがってあ
る程度の面積の土地を所有している農家でまければ貸家経営は不可能である。初
富にはかよう念農家が相対的に多いというととであろう。同表は属人調査による
ものであるが，鎌ク谷，道野辺，佐津間念ど市街化の進展している地区では，一
戸当り貸家数が4f'L対して，初富は5，粟野6とむしろ都市化の度合が低いとと
ろに， 1戸当り所有貸家数が大きく念っているととは注目されてよい。
農家の穿築する貸家は，一般的f'L平家で，一戸当り襲撃坪10坪前後である。市
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内のアパートはせいぜい2室，また，一戸建個人所有の住宅Kしても，初期はま
だしも，最近は 10 0 m"以下の敷地K建築したものが多〈，市全体として狭小念
住宅が密集する傾向Kある。つまり，とれら小規模念持ち家，一戸惑貸家，アパ
ート念どに大部分の転入人口が吸収されたととに念る。そしてしかも，とれらの
狭小な住宅が密集する反面，第 13図κみるようにスプロール化も遂行している
のである。地価の上昇とともに，宅地の細分化や農地の切り売りによる狭小な住
宅あるいは貸家・アパートが農地や林地の中に分散的K建設されてい〈のである。
とれはとの市のどとにも，何ら具体的左区画整理事業あるいはその他の土地区画
に関する計画・施行が念きれず，全〈自然の念りゆきのままre放置された結果で
あるといって過言では左かろう。念辛子，市内居住者が貸付けている店舗の数はき
わめて少ないととが注目される。中心地区での貸付け店舗はほとんど念〈，人口
急増K伴う住宅地内の，あるいは中心地区以外の店舗開設Kよるものが大都分を
占めている。
以上は市内居住者の貸付家屋Kついて述べたものであるが，当然市外の所有者
もいるはずである。個別台帳を集約すれば検討するととができるはずである。と
れは時間的・労力的に膨大念ものと念るので傭単κは処理でき念い。のちの項で
その一部をみるととK念るが，ととではアバートについてのみみるととにする。
第26表は共同住宅の立地Kついてみたものであるが，市内のアパートは202
棟である。との表は属地数値であるが，第25表は属人数値であり，しかも調査
漏れや不明部分も双方にあるので単純に比較はでき念いが，現在市外居住者のア
パート所有椋数は，少1.l＜見積っても全棟数の半分はあるであろう．．何散Kかよ
う念高い比率で布外居住者が鎌ク谷市にアパートを所有するととに念ったのか。
Kわかにはきめがたいが1つの理由としては，アパートを経営するととは少念〈
とも営利を目的とするはずである。しかるに鎌ク谷市は，昭和40年頃までは地
価がきわめて低かったし，昭和45年頃でも，東京都心から 25～4 OKm個Kあ
っては相対的に低い地価であった。もちろん正確Kは，当時の地代K相当する資
本還元額を計算して，地価と比較してみ念ければ，アバート経営として採算が合
うのかどうかわから念いけれども，少念くとも現象的Kは，第26表Kみるよう
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fr: 4 0年以前のアパート建設が5分の1を占めているのである。また，とれを空
間的Kみれば第14固にみるどと〈，東武線鎌ク谷駅を中心Kした半径5～600
mの範囲に大部分が集中している。第26表でも道野辺fr:5割が集中しているの
である。現在のように地価の高〈念った段階では，土地を購入してアバート経営
をかと念うととは，現実の地価K比べて，地代相当資本還元額の方がきわめて小
さい値K念るであろうから，経営的Kは採算がとれ左いはずである。従って，ア
パートを経営する者はま地所有者であるはずであるが，との点については，のち
にみるように（第49, 5 0表），市内居住者のアパートや貸家の建築が後の時
代ほど多〈念っているととからも理解されよう。
アパートの分布と襲撃築時期の関係をみると， l都市化の初期Kは大部分が駅から
SO Om以内に欝てられているが，後年V亡念るほど外方へ拡がっている。とれは，
地価上昇の結果でもあるが，また宅地化の進展により，周辺長家ゃ，初期転入者
κよってもアパート経営~t~ζ念われたためでもある（第 1 4図）。またアパー
トとは対象的Kとの市の企業の寮や社宅念どの共同住宅については，駅から遠い
ばかりか分散的である。第8表Kもみる如〈，昭和30年代末頃から，企業寮が
多〈建築されるように念った。との点Kついては，第26表にも示すように，全
体の約5分の 1が昭和40年以前に建築されているととからも，昭和30年代末
κ集中的K現われたとみてよいであろう。しかし，全体としては8創までが44・
年までκ建築され，アバートの6割fr:＜らべて，寮や社宅の方が都市化κ対して
は時間的に離心機能としての先行性をもっているよう K思われる。寮・社宅~ど
の立地の分散性については，市内にある工場の寮は何も駅への近接性は問題で念
〈，工場fr:近いほうが企業κとっては好都合であるからであろう。しかし，市外
の事業所については，第8表κみるように，運輸省宿舎は別としても，日本パイ
プ製造，雇用促進事業団，三菱製鋼，全信金，千葉興銀，中野塗装，岩城硝子，
三井金属鉱業，東浮加熱念どの比較的大規模企業の寮ゃ社宅が建設されたが，そ
れも昭和45年頃までで， ζれ以降はきわめて少怠〈念っている。寮ゃ社宅は企
業の福祉施設Kはちがい念いが，地価の勝貴によるコスト上昇は，企業tてとって
も，最適生産費の考えかたからすれば，やはり避けるのがその精神というもので
-91 四
あろう。
いずれにしても，アパートはある意味では寮や社宅の代替物と考えるととも可
能であるから，との意味V(:j;">いて，駅周辺ではアバートが先行するのは当然かも
しれ老い。きた，アパートの集中する地域の外緑地域では，たしかに企業寮の立
地が先行しているととから，一般的には寮の方が先行すると考えてよいと辛子もわ
れる。しかし，アバートと寮の分布を境界つける要因については不明である。ま
た第 14図，第25表から，アバートの駅近傍への指向，一戸建貸家のそれらの
背後地への分散という立地分布は明瞭である。とれは，地価が駅前を最高として，
周辺K低〈念るととと関係があると思われる。
4. 最近の宅地化における変化
都市化のはじまった地域では，企業と＜ vc大企業の寮や社宅の建築が先行し，
また駅周辺κアパートの立地がきわめて集中するととはさきにみたとかりである。
今後もとのアパートはさらに外縁K向って増加していくであろうととは疑いえtい。
とれは地価との関係で，土地の所有者で念ければ，一戸建貸家も含めて一般に貸
家経営が成りたた念いからである。したがって，企業の寮念どは，さらに地価の
低い外縁部K向って立地が移動・拡大していくととK念るが， ζの市ではすでに，
「市街化区域jはもちろん「市街化調整区域jでも地価の差があまり左〈念りつ
つあるとと，昭和45年以降は，都市計画法によって「市街化調整区域jでは，
原則として建築は禁止され，ましてや寮・社宅のよう念ものは建築ができ念いと
とKより，急激K立地が制限されてきた。
かわって登場するのが，昭和42年頃からの企業による企業の従業員を対象と
した宅地分譲である（第8表）。企業が従業員を安定的に確保するために，従業
員のマイホーム取得の願望をたくみに先取りした結果であろう。とれは何もとの
市に限ったととではなく全日本的K言えるととであろう。数としてはさほど多く
は老いが，現在まで，全体として25 0戸， 1,0 0 0人ぐらいの人口がみとまれ
ている（第27表）。それぞれの分譲団地は比較的小規模ではあるが，開発地区
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としては市街化調整区域に該当しているものもある（第 15図〕。 ζれらは都市
計画法以前に転用許可のなりているものである。そしてほとんどすべてが東京や
船橋に工場や本社事務所をもっ企業のものである。
企業の社員分譲地用の宅地造成Kつづいて一般の不動産業，念かでも大手不動
産業者の宅地造成がかζ念われる。大手の不動産業者は東武鉄道と東京商興（大
成グリーンハイツ） VLよるもので，前者は「空地地区Jにあった東京都中央区に
本社をもっ株式会社鎌ク谷牧場を買収して宅造を進めているものである。後者は
「市街化調整区域l内の水田を買収して，当初は一戸襲撃分譲を計画していたが，
のち鉄筋5階欝ての集合共同住宅式に変更された。現在まか造成・建築中である
が，一部は入居済みである。
とれら大手不動産業者の宅地造成と同時かややまPくれて，中小不動産業者によ
る小規模念一般分譲地の宅地造成が事？と念われている。大手不動産業者はeとの
市のよう念，きわめて農村的色彩の強かった，従って都市的念施設のととのわま
かった地按では，人口増加に伴って鉄道輸送を中心としてある程度の施設，つま
り社会資本の充足がま？と念われ念いと宅地造成K着工し念いといえよう。これに
対して，企業の寮・社宅あるいはアパートや一般個別住宅Kついては早くから進
出してくると言えよう。社員分該地，一般の小規模左分譲地については以上の中
間的念タイプに分類される。上Kのペた大手・中小不動産業者の分譲地による入
居者は約2,30 0戸， 9,0 0 0人が見込まれている。なb第27表は45年7月
の許可申請が半数を占めているが，とれは昭和45年8月から「新都市計画法」
による開発許可制度K移行するととに念ったので， 「宅地造成事業に関する法律j
k基づ〈「かけとみ申請Jによって，企業，不動産会社の手持ちの土地開発が念
されたためである。との「かけとみ転用申請JVLは「市街化調整区域jの開発が
4件も含まれているととから，新都市計画法κよる開発規制強化を避けようとし
たととは否定できない。旧法κよって， 19ha(IL及ぶ宅地開発が申請されたκ
もかかわらず，新法ではその地区は「市街化調整区域jk指定されている。 「市
街化区域jと「市街化調整区域jの土地剰用区分が，さきにあげた「市街化調整
区域jでの 10 0 m公路と鉄道新線の両計画，相互乗換え駅の設置計画とあわせ
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て考えれば，まるで計画性の念い，でたらめ念ものといっても言い過ぎではある
まν、。
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第8図 鎌ケ谷市における農地転用面積の推移
百幅
2・
II 
10 
昭和＂'I- . " .，”削 叫柑
凡例
その也の用地
公共用地
工章用地
住宅用地
〈資料〉『鎌ヶ谷町統計書、昭和43年版F鎌ヶ谷市統計轡、昭和47年版』おtTJ鎌ヶ谷市農業
委員会資料によって作成（大石堪山原図）
〈注〉 5.000坪以上の転用分は含まない。統計’の娯りは農業委貝会資料によ って修正した．
第？図 鎌ケ谷市における農地転用件数の推移
f牛
500 
400 
？総数
300 
住宅用地
200 
100 
メハ／、十〆＼
次：＇＼＇ ＼ー ーその他の用地
J 〆 ヘ j 工業用地
0 ur.; －、‘~ ＂＂、、ー〆Iふ－·－··唱d戸叫ギバ公共用地
昭和31年 3S 35 37 39 41 43 45 
〈資料〉第8図に閉じ（大石堪山原図）
〈主主〉 第8図に閉じ。
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第1咽 鎌ケ谷市における課税地 ・地目別面積の変化
ha 
J.000 
900 
800 
畑
700 
600 
500 山林・原野
400 
300 
200 ／一－一千地
IO:t－てプ／ ム地
昭和初年 32 34 36 38 40 42 44 46 
く資料〉鎌ケ谷市税務課資料によって作成（大石堪山原図）
〈注〉 各年4月1日現在。但し昭和47年は 1月1日現在．
第11図 鎌ケ谷市における建築物の棟数および床面積の推移
干様
10 
8 
万平方米
r-' ／’ H拘
/ 
／ 
2 t 一一一~－－－－－－··· ·
。l 'O 
昭和30年 3132 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 
〈資料〉 『鎌ヶ谷町統計書、昭和43年版f鎌ヶ谷市統計書、昭和47年版』 により作成
（大石堪山原図）
-9 6 -
第12図鎌ケ谷市における家屋密度分布図（昭和47年 7月）
至柏
く資料〉鎌ヶ谷市役所発行1万分の1地形図（昭和47年 7月修正調I］図）に一辺250聞のグリッド
（但しグリッドの基準線は昭和29年建設省国土地理院告示の第 庇座糠系）によるを
かけて作ったメ ッシュの中の家屋の数を積算して作図（大石堪山原図）
-97 -
第13図鎌ケ谷市における家屋棟数増加率の分布
（昭和41年～47年）
〈資料〉作tilt方法は!ll2図をみよ（大石埴山原因）
〈注〉 畠印 昭和＂年同家屋槽教が帯同地イャ（佃Ll¥'1加車は30時五以上とした｝
．印 向上 1同地fr（）＼＇）加車 は規定どお り計算した）
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~叫上150柑
図叩%以上10 0 未訓
図 馴上附
口鯛制巨
第14図鎌ケ谷市における共同住宅の立地介布
（除：分譲共同住宅）
処置止時期
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〈資料〉第26表に同じ（大石雄山原図）
〈注〉 第26表参照
小宮己号は船構市内飛地内にあるもので．昭和叫年以前向建股分は不明的ため昭和41年ー“
年 5月に含めて表示した．
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第15図鎌ケ谷市の宅地開発現況図
6 
電量S
佐津間
軽
井
沢
裏一f 大
令2
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?
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＝
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』
〈資料〉第27表に同 じ（大石堪山原図）
〈注〉 図中の番号は第27衰の番号と一致する。
昭和47年11月1日現在
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第17表 首都圏近郊整備地帯（千葉県〉にかける
市町村別土地区画整理事業施行者数
市町村名 ?
施行者別施行者数
公共団体｜組合区｜個 人！日本住宅公団
千葉市
船橋市
我孫子市
市原市
柏市
佐倉市
四街道町
木更津市
流山市 l
酒々井町
八千代市
市川市
鎌ク谷市
???
旧君津町
松戸市
習志野市
袖ク浦町
印施村
印西町
沼南町
成田市
白井町 l
浦安町 i
旧富津町！
本埜村｜
関宿町｜
合計 i一一
???
??
???
， ，
?
??
3 
7 
2 
45 
1 8 
4 
2 
1 
???
?
?? ?
。 ， ? ?
?
??
?
? ?
????
? ?
1 
1 4 
5 
?， ?
??
?
『
1 7 5 
（注） ζの衰の他K，行政庁施行分2件がある。
（資料） 田村 淳c1972): r千葉県にがける都市整備の方向ー開発方向K関連
してJ 不動産研究， 14 -2, P 4 aの図ー 2より大石塔山作成。
???
?
??
4 
よら
1 4 
4 
32 2 
4 
11 6 8 6 
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第18表首都圏近郊整備地帯（千葉県） fCかける市町村別
住宅地造成事業認可件数がよび面積
市町村名 件 数 面 積(ha) 
千 業 市 1 31 670 
船 橋 市 1 5 5 272 
我孫子市 35 21 7 
市 原 市 42 216 
相 市 58 21 3 
l 佐 倉 市 40 188 
四街道町 22 164 
木更津市 ？ 1 2 5 
流 山 市 30 11 8 
酒々井町 6 95 
八千代市 35 83 
市 ｝｜ 市 52 55 
鎌ク谷市 1 2 54 
野 田 市 1 6 52 
旧君津町 ？ 52 
松 戸 市 39 36 
習志野市 31 27 
袖ク浦町 ？ 1 8 
印 旗 村 3 1 0 
印 西 町 4 9 
沼 南 町 4 8 
成 国 市 5 5 
白 井 町 6 4 
浦 安 町 6 4 
旧富津町 ？ 3 
本 埜 村 ー ー
関 宿 町 ー ー
合 計 762+ 2,6 6 7 
（注〉 昭和 39年 7月施行の「住宅地造成事業に関する法律Jは千葉県にか
いては同40年6月に適用されたので，乙の衰の数値は， ζの時より，
新都市計画法による開発許可制度に変る同45年7月までのものであ
る。
（資料） 田村淳（1972）：「千葉県に会ける都市整備の方向ー開発行為に関
連してJ不動産研究， 14巻2号， p39の第1図より大石堪山作成。
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第 19表鎌ケ谷市における 4・5条男lj農地転用の推移
大 条 昭和
36年 37 38 39 40 
字 伊j
件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数面積 件数 面積 件数
4条 8 3,284 13 8,334 28 11,236 45 20,453 32 8,149 51 
初奮
5条 29 1ι538 71 32,992 133 65,64 3 200 7司838198 44271 186 
4条 3 1,800 8 1.940 2 1,177 17 11,653 21 9,372 25 
道野辺
5条 17 13,079 37 8,565 34 16,671 54 12,506 70 15,871 75 
4条 6 1,892 8 6.003 9 2,175 17 14,757 16 6,145 21 
鎌ク谷
5条 33 22,701 35 BA73 70 18,889 78 13,980 77 19,4日8102 
4条 6 2.255 4 846 11 3269 4 
中沢
5条 5 1,351 12 3,084 21. 5,428 35 10,417 41 呪59百 31 
4条 122 2 469 2 655 6 
佐津間
5条 7 8,81 2 4 1,504 7 1,666 14 3,375 11 1,878 13 
4条 6日 1,256 2 238 1 
粟野
5条 3 3,61 3 4,172 3 3,388 3 433 7 
4条 1 496 ー ‘・
軽井沢
5条 165 1 757 198 
4条 25 呪953 29 16,2 78 40 15,084 86 49,43 5 84 27.828 1 08 
言十 5条 91 62A81 162 58231 267 112,635 385 124261 401 91,650 41 5 
3条 ワ ? 158 241,914 193 279,3 7 9 147 217,306 93 1 09,451 11 3 
4・5条合計 116 72,434 191 7 4,509 307 127,71 9 471 1 73,696 485 119,478 523 
うち 5 7.658 24 13,59日 21 8,522 43 17,683 60 22,621 5 公共用地分
大臣許可分
（注） 但し 50 0日：坪以上（最下欄掲上）の転用分は含まない。
1町＝9.917.36rrfで換算
昭和36～46年の総転用面積
。）転用率E x 1 0日
1960年2月1日調査世界倉林業センサ1総耕地面積
(3) 内数Kあらず，従って.46年の4・5条合計はとれを加えた142,295と念る。
（句 昭和 46年の公共用地分を含ままい。
（資料） 鎌ク谷市農業委員会資料Kより集計（大沼堪山作成〉。
（単位 rrf)
36～46年合計（比率：%）
転用率（1) 1 Km当b
41 42 43 44 45 46 4・5条別 4・5条合計
転（地用区籍面E総:.) 積% 
面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面 積 件数 面積
17.376 48 12,608 51 12292 73 29.230 32 1 2,677 32 11,762 413 1 47,401 ( 43.5) 1.9列 629.3 56 19.1 94,498 
841 
1[,77 ~ 
43,003 186 42.36日180 42,325 1 82 52,934 28.826 128 33225 481,955 ( 49.2〕 ( 47.7) ( 6.66) 豆
10,969 24 7.729 24 7,699 43 17.205 34 1 0,966 14 4,61 0 215 85,1 20 ( 25.1) m 263,884 34A 1 03,080 
12.4 7 0 82 20,31 3 71 19,411 62 40,717 30 13,193 26 5,968 558 178,764 ( 18.2) ( 20.0) ( 2.56) 
5,005 19 5.751 9 3,066 1 6 5,196 8 2,842 12 6,899 141 5虫731 ( 17.6) 757 218.082 15A 99.580 
19,113 62 14,370 38 9.327 43 11,739 37 11,873 41 8A78 616 1 58,3 51 ( 1 6.2) ( 16.5) ( 2.19) 
754 7 2.6 79 6 1,342 12 3,916 5 1,748 7 2,955 62 19.764 ( 5.8) 332 92,365 6.7 18.6_97 
7,483 31 司671 28 6,373 29 8,925 14 4,1 54 23 6,1 25 270 72,6 01 ( 7. 4) ( 7.0) ( 2.19) 
2211 2 381 5 1,328 3 545 12 3,311 4 1,794 37 1 0,81 6 ( 3.2) 147 51,342 7.5 28,523 
4278 1 0 4,301 7 2,751 9 2,700 1 5 5,990 1 3 3,271 110 40,526 ( 4.1) ( 3.9) ( 4.94) 
297 3 2.1 56 9 4272 430 18 9.249 ( 2.7) 
74 46,980 8.0 36,138 
1,933 2 477 'l7 10,808 71 主 3,886 3 9.021 54 37.731 ( 3.8) 
( 3.6) ( 1.30) 
1 32 338 1 991 1 4,760 5 ι71 7 ( 2.G) 21 17.272 4.2 15,992 
181 360 4 3,61 6 6 5.011 267 16 1 0,555 ( 1.1) ( 1.3) ( 1.08) 
36,612 1日2 29,280 ？ 28221 1 56 60,364 92 32,535 71 33,21 0 8~~ 3 30.ao<5i c1 oo.o) ＂＇°~§ 1,319.2J§ 1 5.5 64261 
88A61 371 91,375 330 84280 358 1 32,834 189 68,189 234 66,0 88 」J~ 980,4~~） (1 00.0) (1 00.0) 83.6i1 
( 20.5~~） 
237,316 133 1 85,362 1 54 208,878 112 144.1 72 61 67.635 4日1 03,7 50 
125,073 473 120,655 429 112,501 514 193,198 281 1 00,724 3ri~ 99.2i~ kiJ§ 1.319.2J~ 
2 2,709 30,761 2,838 ワ 4299（~ ？ 1 51,281 1,902 11 5 176 
ー 2 1 88,992 2 184,745 1 24,606 5 398,34 3 
(2) 公共用地分を含書在い。
（め 5 0 0 0：呼以上の農地転用分を含む場合の数値。
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鎌ケ谷市における大字別， 4・5条別ならびに転用目的別転用件数および面積
条別 官公署 ヱ 場 社宅・寮 貸家アパート その他 個人住宅 言十大 字名 自家営業
（条） 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積
初 富 4 1 4 9 1 5.68 3 1 397 1 0 2,1 06 1 3 8,3 3 4 5 11 8,1 06 4 10.185 4 3.4 21 52 11.2 79 71 3 2.9 9 2 
道野辺 4 6 1.21 3 496 2 31 8 1.94 0 5 1 278 909 3 31 1 98 33 6,8 50 37 8,56 5 
昭 鎌占r 谷 4 1 298 3 4,92 2 4 7 83 8 ι003 
5 1 1 62 2 21 8 2 1,286 1 1,4 7 4 29 5,3 3 2 35 8.4 7 3 
中 沢 4 和 5 1 50 595 1 0 2,4 4 0 1 2 3,0 8 4 
佐君事問 4 5 797 3 707 4 1. 50 4 
37 
粟 野 4 5 3 3,61 3 3 3,61 3 
年 軽井沢
4 
5 
計 4 8 1,660 1 5.683 5 5.81 5 1 5 3.1 21 29 16,278 5 1 6 11,931 8 11.2 7 6 3 2,195 2 1127 6 5,0 9 4 127 26,608 162 58,2 31 
合 計 24 13,590 9 16,959 3 2,195 2 1.127 11 10,90 9 1 4 2 29.7 2 9 1 91 7 4.5 0 9 
初 富 4 1 3 2.51 2 3 4,2 3 8 1 383 1 350 1 1,104 9 2.6 4 8 28 1 1,2 36 5 1 1 52 1 3 3 0,4 0 7 3 8,542 1 1 6 5 4 3,3 92 111 22,9 8 5 1 3 3 6 5,6 4 3 
道野辺 4 1 383 793 2 1,177 5 2 6, 1 52 3 4,7 6 7 1 98 28 5,5 54 34 16.671 
昭 鎌ク谷 4 5 1,3 0 2 1 2 31 3 6 41 9 2,1 7 5 5 3 2,7 80 7 8 7 264 65 15,058 70 18.889 
中 沢 4 和 5 21 5,4 2 8 21 5,4 2 B 
佐韓間 4 5 7 1,6 62 7 1.662 
38 
粟 野 4 5 1 4,172 1 4,1 7 2 
年 軽井沢
4 496 496 
5 1 165 1 165 
計 4 1 9 4.1 98 3 4,2 3 8 1 383 2 582 1.104 1 4 4,5 79 40 1 5,084 5 2 4 324 1 8 5 呪~3 3 9 7 14096 3 628 4 3392 233 50 8 56 267 112635 
合 計 21 8,52 2 21 43. 5 5 7 8 1 4,4 79 5 1.21 0 5 4,4 96 247 55,4 3 5 307 1 27,71 9 
初 富 4 21 3,7 7 2 2 3,26 0 1 0 4,9 09 1 2 8,51 2 45 2 0,4 5 3 5 1 0 21, 5 3 7 7 5,86 4 1 12,446 1 82 39, 991 200 79.838 
道野辺 4 7 4,50 9 1 423 4 4,3 5 7 5 2,3 6 3 1 7 1 1.6 5 3 5 3 1.871 3 2,1 3 6 48 8,499 54 12,506 
附 鎌ク谷 4 6 8.169 5 4,4 2 0 3 872 3 1,296 1 7 14,75 7 5 4 248 3 1.4 98 1 7 87 70 1 1,44 8 78 13,980 
中 沢 4 4 846 
和 5 1 509 6 3,79 2 28 6.11 6 35 1 0,41 7 
佐津間 4 139 1 334 2 469 5 1 595 1 3 2,7 81 1 4 3,3 7 5 
39 菓 野 4 1, 2 5 6 1 1,2 56 5 1 3,124 1 66 198 3 3,3 8 8 
年 軽井沢
4 
5 757 1 757 
計 4 39 17,4 3 5 8 8,102 1 9 11. 7 2 5 20 12.1 7 2 86 49.435 5 4 248 1 8 26.口10 1 8 1 5,7 0 2 2 12.51 2 343 6虫789 385 1 24 261 
合 針 43 17,683 26 3 4,1 1 2 37 27.428 2 1 2,51 2 363 81,9 61 4 71 1 73,696 
初 富 4 1 8 3,5 44 1 4 4,60 5 32 8,149 5 1 3 10,298 2,31 4 5 846 1 7 9 3 0,81 3 1 98 44,271 
道野辺 4 8 1,92 7 460 331 11 6.6 54 21 9. 3 7 2 5 952 6 2,0 40 63 1 1,888 70 15,871 
昭 鎌ク谷 4 7 6 61 1 132 8 5,3 52 1 6 6, 1 4 5 5 5 3,31 5 3 1, 54 4 1 992 3 1. 7 2 6 65 11.144 77 1 9,408 
中 沢 4 8 2,770 3 500 11 3,269 
和 5 245 1 311 39 9. 0 3 5 41 9. 59 0 
佐津間 4 2 655 2 655 5 11 1,8 7 8 11 1,8 7 B 
40 粟 野 4 1 1 80 1 3 2 2 238 5 3 433 3 433 
年 軽井沢
4 
5 1 1 98 令 1 9 R 
計 4 42 9.0 0 8 460 5 962 36 17.3 9日 84 27.828 5 1 B 1 3 61 3 5 4102 2 2 9 3 6 1 5 4 92 2 3 61 6畠日76 4 01 91 6 so 
合 計 60 22,6 21 5 4,102 3 3,39 5 20 5,8 85. 397 8 3,4 7 4 465 119.4 7 8 
初 富 4 、， 1 3 8,2 79 28 5,1 42 1 0 3,9 5 5 51 1 7,3 7 6 5 2 282 1 2 57 1 2 6,766 ？ 1. 7 5 3 162 33,945 1B6 4 3,0 0 B 
道野辺 4 1 2 8.1 B日 1 2 1,4 54 1 1, 3 3 5 25 1日，9695 9 1,B 3 5 5 523 65 1 0,11 2 75 1 2.4 7 0 
陥 鎌ク谷 4 4 1,91 7 1 6 2.9 39 1 149 21 5,0 0 5 5 2 296 736 4 1, 7 88 4 338 91 15,95 5 1 0 2 1 9.11 3 
中 沢 4 2 2 99 2 455 4 754 
和 5 2 848 29 6,63 5 31 7,4 8 3 
佐樟間 4 2 1,26 0 1 178 2 6 61 6 2.211 5 2,58 5 1 2 1.6 93 1 3 4,27 B 
41 粟 野 4 297 5 1. 3 2 4 6 609 7 1. 9 3 3 
軽井沢 4 年 5 1 1 81 1 81 
計 4 3 3 20,045 59 1 0,01 2 1 6 6, 5 5 5 1 08 36,61 2 
5 5 1902 ヨ 3 57 8 23 1123 7 1 8 2 61 4 366 69.1 30 41 5 88 461 
合．計 5 1,90 2 3 3,5 7 8 56 31,2 82 77 12,626 3 82 7 5,6 8 5 523 125,073 
側）（単位
第20表
??
?》《
??
??
1町田9917.36m'で換算したため，各項目と計，合計とは合致しまい場合がある。
その他Kは住宅拡張を含む。
4 0年までは自家営業はその他K含む。
鎌ク谷市長業委員会資料Kよフて集計（大石堪山作成）。
〔注〉
（資料）
第21表鎌ケ谷市の昭和45年 1年聞における転用目的別農地転用件数および面積
（単位 u/) 
＼そ里 公共用施設 工場等法人 社 宅 寮 貸家・自家営業 個 人 住 宅 そ の 他 計 合 計
条別 田 畑 回 畑 田 畑 田 畑 回 畑 田 畑 回 畑
大字名
条 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 併普段 面積
初富 4 1 5 8,914 7 1.765 10 1,998 32 12.677 32 
12,677 
5 4 2,508 ラ4 31 0 7 5,359 1 968 4 2,514 63 13,239 5 3,928 1~ 1,278 83 27.548 84~ 28.826 
道野辺 4 7 4,434 11 4,432 2 903 4 238 1 0 959 11 4.672 23 6.294 34 10,966 5 1 3,496 411 7 4,125 ？ 2 328 16 2,824 2 1,91 0 10 7,949 20 5,244 30 13,1 93 
鎌ク谷 4 3 2,104 2 597 3 1 41 8 
2,842 8 2,842 
5 3 1,043 7 4,823 27 6,007 37 11,873 37 11,873 
中沢 4 2 1,120 2 518 11 0 1 11 0 4 1,638 5 1,748 5 1,523 1 409 456 8 1,037 3 729 1 409 1 3 3,745 14 4.1 54 
佐津間 4 4 1,907 3 405 1 337 4 662 5 2,244 7 1,067 12 3,311 5 1 466 609 4 3,1 70 184 5 790 3 771 2 793 1 3 5,197 1 5 5,990 
菓野 4 5 1 330 ~ 1,487 2 1.417 4 652 2~ 2,904 5 982 乃4 3,886 
軽井沢 4 991 991 1 991 5 1 267 1 267 1 267 
計 4 11 6,341 34 1品、975 1 337 18 5,4 36 5 348 23 3,098 1 7 7,026 75 25,509 92 32,535 5 5 2,838 2 5,293 1 3 8,802 12 7,528 1 7 11,062 3 512 124 24,81 6 13 7,338 1 7 13,3 33 1 72 54,856 189 68.1 89 
合計 5 2,838 2 5,293 1 3 8,802 23 13.869 51 28,037 4 849 142 30,252 5 348 36 10,436 34 20,3 59 247 80,365 281 100,724 
（注〕 その他l'Cは「住宅鉱援jを含む。
5 0 0 0：坪以上の「農林大臣官守可」分は含ま念い。
（資料〉 鎌ク谷市農業委員会資料Kよって，大石堪山作成。
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第 22表鎌ケ谷市になける回の転用推移
（単位11-')
六場 四 条 五 条tコb恥 言十 情家・自営業 個人住宅 合 計 貸家・自営業 個人住宅
件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積
昭和
37年 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一
38 一 一 一 一 一 一 一 一
ドー一
39 5 1,907 3 1,613 1 218 10 1,779 ー 10 1,779 
40 4 1,557 一 3 1,388 3 2,198 一 一 2 688 
41 9 3.660 6 3,4 23 ー ー 12 2275 4 1,184 6 795 
42 13 4,968 ？ ？ 28 6,541 ？ ？ 
43 6 3233 ？ ？ 27 8,910 ？ ？ 
44 27 1 2.426 ？ ？ 33 25,0 45 ？ ？ 
45 17 7,02~ 11 6341 337 17 13333 12 7,528 3 517 
46 2 902 ？ ？ 3 305 ？ ？ 
（注〉 5, 0 0 0坪未満のもののみ計上。
目的別合計が一致し念いのは掲示以外の項目を省略してあるため。
（資料）鎌ケ谷市農業委員会資料によって大石堪山作成。
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第 23表鎌ケ谷市Kがける土棚男｜！・種類別建築物棟数
非居宅用建築物
大 ，弓＿.，.一 店舗 事務所 工場 作業場 倉庫 畜舎 その他 計
鎌ケ谷 24 1 2 30 23 55 1 4 8 166 
道野辺 1 9 5 43 25 44 1 3 7 156 
中 沢 4 1 0 20 44 69 2 1 2 1 61 
初 富 38 29 71 47 11 4 49 1 5 363 
粟 野 2 7 4 6 4 1 24 
佐津間 6 2 1 1 6 23 4 一 52 
軽井沢 7 5 1 1 3 27 
言十 92 60 189 154 3 22 89 43 949 
（主） 1 9 7 2年 12月31日現在
農家等の「物置きJ「納屋Jは除外してある。 「倉庫」． 「物置き」
（資料）鎌ケ谷市役所税務課個別台帳を集計して大石堪山作成。
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（単位棟）
居宅兼用建築物 専用 居宅計 合計
店舗 事務所 工場 作業場 倉庫 畜舎 言十 居宅
95 1 2 1 3 1 8 28 2 168 2,727 2,895 3,061 
156 8 1 1 19 1 2 206 2A54 2,660 2816 
23 6 2 5 15 一 51 1,443 1,494 1,655 
156 22 1 9 38 3 1 一 267 4,107 4.374 4,737 
6 一 一 一 5 一 1 1 365 376 400 
1 2 2 3 1 8 26 579 605 657 
一 2 3 一 7 86 93 120 
449 50 50 82 102 2 736 11,7 61 12.497 13A46 
の分類Kは多少疑問の余地があったが台帳上の分類K従った。
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第 24表鎌ケ谷市Kなける住宅の所有関係別普通世帯数
所有関係別 昭和 30年 昭和35年 昭和40年 昭和 45年 昭和45年世帯員
総 数 1,8 0 0 2,7 3 3 5,97 5 10,85 5 4 0,2 5 8人
持ち家 1,53 5 2,0 69 3,7 2 5 6, 9 6 1 2 8,0 3 8 
借 家 162 4 0 1 1.6 6 5 2,99 5 呪165
公営借家 一 一 174 66 6 
民営借家 2.8 21 8,4 9 9 
給与住宅 36 1 7 8 480 818 2,78 6 
間借り 66 85 105 8 1 269 
（注） との表の数値以外K，寄宿舎，間借り世帯分が，昭和30年で約2係，
昭和35, 4 0, 4 5年で約1%あるが大勢K影響は左いので省いた。
（資料）各年『国勢調査報告書』より大石堪山作恥
第25表鎌ケ谷市Ki≫ける地域別形態別貸付家厚所有者数
がよび棟数（市内居住者に限る） （昭和47年3月）
長屋式二戸建 アパート式 一戸建貸家 （店店舗舗・工場付貸家－車庫~ど〉
大字名
所有 棟数世帯拶 所有 ＊ 所有 所有 棟数世帯数
者数 者数棟数 世帯数 者数 棟数 者数
鎌ケ谷 3 4 8 7 8 56 49 215 2 2 7 
道野辺 4 9 18 26 34 238 40 215 
( 1) (1) ( 1)
2 2 6 
中沢 一 一 11 15 105 29 139 (1) ( 1) ( 1)2 3 4 
初富 11 46 92 14 18 126 108 525 6 
(1) ( 1)
12 18 
粟野 一 一 一 一 一 14 89 一 一 一
佐津間 3 6 3 5 35 22 80 
(3) (3) (3) 
軽井沢 一 一 一 一 2 一 一 一
計 19 62 127 61 80 560 264 1.265 
(4) (6) (6) 
19 35 
（注） との表の他K1 9名の所有棟数不明者がある。また税務課員の言Kよ
れば調査漏れも若干ある。
＊鎌ケ谷市内のアパートは4～1a世帯分のものがあるので中数をとb
平均一棟当り 7世帯として推計。
（資料）鎌ケ谷市役所税務課資料により集計（大石堪山作成）
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第26表鎌ケ谷育にかける7パート・寮・4士宅等共同住宅の建設時期別立地
（棟〉
よ東 昭和40 昭和41年 昭和44年6月 昔十年以前 ～44年5月 ～4 7年5月
4 6 3 0 3 1 1 0 7 
道野辺 一一6 3 2 1 1 
1 4 1 2 1 1 3 7 
初 富
7 1 1 4 2 2 
4 1 9 6 2 9 
鎌ケ谷 ト一一一一一
4 4 
2 4 1 2 1 8 
中 沢
5 1 7 
3 5 9 
佐津間
2 一 2 
2 
粟 野
1 2. 
一 一
軽井沢
一-・., " ., 
6 7 6＇事 6 6 2 0 2 
合計
1 4 2 6 8 4 8 
（注） 上段：賃貸アパート，下段：寮・社宅
分譲共同住宅は除外
（資料） 鎌ケ谷町（ 1966）『鎌ケ谷町住居詳細図』 住宅地図出版社
( 1 9 6 9）『住宅地図・鎌ケ谷町』 向上（ 19 7 2）『住宅
地図・鎌ケ谷市』をもと広一部現地調査．市役所税務課資料台
帳により補正した。 （大石塔山作成）
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第 27表鎌ケ谷市になける最近の住宅地開発
番 許可 入居状況（推定）事業主（申出者） 施行目的 （申出） 面積
号 年・月 ha 戸数何 人口 CA
旭ガラス 社員分譲地 6苦 1. 2 7 30 120 4 6. 6 
2 ., d’ 43. 3 1.2 0 30 120 
3 東京緑地は ., 4 2.1 0 1. 6 0 72 300 
4 吉田組 一般分譲地 45, 7 0.2 4 8 32 
5 大昭和建設ほ ., 45. 7 1. 1 0 5 1 204 
6 京葉工建工業協組 ゐ 45. 7 0.3 6 1 6 64 
7 小幡亜鉛メッキ工場は 社員分譲地 45. 7 0.3 3 66 256 
8 松宮商事KK 一般分譲地t 45. 7 1.5 6 67 268 
9 東lfi、産業邸 社員分譲地 4 5. 7 0.6 1 25 1 0 0 
10 東京商輿は 一般分譲地 45. 7 1玖O 1.2 2 7 4.8 0 0 
11 東武鉄道KK ゐ 4 5. 7 2 6.2 834 3,3 3 6 
12 鏡成鉄工は 社員宿舎 4 4.2 0.2 1 2 48 
13 宮崎商事KK 一般分譲地 46.11 0.71 37 148 
14 星野建設は ., 4 6.1 1 0.2 5 1 4 5 6 
15 鎌ケ谷市 ・市営住宅 46.12 1.27 48 192 
16 市川司茂網男 一般分議 47. 1 0 0.2 1 1 8 7 2 船橋植草昇
17 旭ガラスは ． 社員分譲地 4 7.1 0 0.9 3 ? ? 
（注） 1～1 2：昭和40年6月より適用された「住宅地造成事業に関
する法律（開発規模0.1 ha以上）にもとずくもの。
1 3～1 7：昭和45年 8月の新都市計画法による開発許可介。
（完） ：造成完了年・月。
いずれも個人住宅，店舗，事務所の開発許可申請分は除〈。
（資料） 市役所建築課資料よ b大石堪山作成。
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羽地価の上昇
1. 地価分布と高い地価上昇率
宅地化の進展によって地価に変化が生ずるであろうととは容易に推察されると
とろである。また，地価の値如何によって，宅地化の進展度合ゃ速度に少念から
ず影響があるととはわれわれの経験的に知るところである。しかし念がら，ある
地点に辛子ける地価の推移を，長期間にわたって知ることは困難としても，巌近の
1 0～1 5年Kついてさえ正確に知るととは容易念ととではない。ましてやその
地点と他の地域との地価を比較するというととに友るとさらに困難が婚す。 ζれ
は，ある場所で時系列的K地価の算定が診と念われてい左いとと，建設省の地価
公示制度Kついても昭和39年からしか公表されてい念いし，また，地価の算出
者も同一人が同一規準で行念っているわけでは念いからである。さらに言えば，
地価の算定されているそれぞれの土地のもつ位置一ーとくに都心またはターミナ
ル駅との時間距離，最寄り駅への距離，主要幹線道路あるいは中心商店街への距
雌ゃ，環境，施設など社会資本の整備状況によって著しい差異があらわれるから
である。それにもかかわらず，われわれは地価との関係から現象の考察を進め念
ければ念ら念い。念ぜ念ら，都市左いし都市周辺では，地価の上昇率が土地問題
の根幹を念すとヨ替えられるし，それがひいては住宅問題をはじめとするあらゆる
都市問題の元凶K念っていると辛子もわれるからである。
第16図は手に入れるととのできた範囲の情報から，との市の地価の推移を図
化したものである。上述したように精密念比較ゃ分析κは個々の地点の地価のも
つ諸条件を検討し念ければでき念いが，どく訟がまか念比較や推移を知るには十
分たえうるものと恩われる。との市の地価の動きを四種類の調査fてよって表示し，
ζの市と他地域とを比較するために東京駅を中心とする半径23～4 OKm地帯の
総平均地価を参考のためfてかかげた。過去の売買笑例価格を集めるのは困難であ
ったが，市内の不動産業者の元帳から昭和31～4 2年のものについて得るとと
ができた。との値は鎌ク谷駅から同距離内Kあるいくつかの小字の中での売買実
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例価格であるから，時系列的念比較には支障はないと思われる。また鎌ク谷市
（町）あるいは市開発公社の取得した公共用地は市内のいたるととろにあるけれ
ども，駅より遠隔のととろが多く，公共用地というとともあって，と〈に昭和
4 4年以降はか左り低い値になっている。 46年については売買実例価格が多数
得られたので，地目別K示した。宅地のみの全市内平均ではすでに7.6万円／
3. 3m＇になっている。また建設省の地価公示地点は 5地点（4 7年より 6地点〕
;Qi得られ，それぞれ図κ示したとかりである。したがって，昭和42年以降の地
価は建設省の地価公示のBf'(続〈と解釈すれば，駅より 1,0 0 0 mぐらいまでの
地域の平均地価の推移をみるととができる。
売買実例価格を各地点にま？として，地価分布図を作成するととも可能であるが，
その売買価格Kも取引当事者の事情がそれぞれ絡んで， 「適正売買価格JV'C比べ
ると指数で 30～3 0 0の幅がある。もっとも高い方は商業地であり，低い方は
縁故左どの恩恵的念要素が含まれている。例えば，鎌ケ谷大仏駅から約500m
の住宅地では「適正売買価格J1 0万円／3. 3 rfの土地を 5万円／3. 3 rfで購入
している。売主は事業資金を得んがために，自宅建築希望の親類κ売却したので
ある。いっぽう T銀行は，同駅から約40 0 m の地点を同様に 8万円／ 3.3~の
ものを 2倍の 16万円／3.3m＇で購入している。とのように売買実例価格をプロ
ヴトして地価分布図を作成するのは不確定要素が多分に入る可能性が大きいので，
ζれらの要素を除かねば意味が左〈念る。また，鎌ク谷市の場合，地価分布は比
較的単純で，各駅を中心κ同心円状κひろがれ幹線道路に沿って高い地域がや
や伸びる傾向がみられる。そとで，売買実例価格をもとKして算出されている宅
地の固定資産税の土地評価額を使って「基準地（基準宅地）JV'C対する相対指数
をもって示したのが第 17図である。基準宅地は商業地区で 47年1月1日現在
で「適正売買価格J1 6 万円／ 3.3~である。しかし左がら，実際は，市街化区
域内K辛子いて，商業地区を除けば一般K住宅地としての地価はどとでもさほど差
がなくなりつつある。評価額の推移は第28表に示すとなりである。評価額は
「適正売買価格」の5分の 2( 4 8年度）ぐらいの値Kなっている。評価額は近
年3年毎K変るから，かよう左評価額の上昇は，市街化区域の農地の「宅地衣み
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課税J~大き左影響を与えるとと K念ろう。それとともに一般市民の税負担も大
き念ものに左ってくる。昭和38 年にくらべると実~ 9 0～1 6 0倍となってい
る。との評価額も売買実例価格を参考にして計算されるから，地価の上昇率が高
ければそれだけ評価額の上昇率も高いわけである。
いま第 16図から，地価の辛子よその上昇率を計算してみると，昭和34年頃ま
では年率13 ~らぐらいであったが，昭和 3 9年から 42年までの年率約22 9もと
やや低いのを例外として， 34～3 6年， 36～3 9年， 42～4 5年の各期間
年平均上昇率はいずれも 50 'Yoを超える高いものである。そして， 45年から
4 7年には地価の絶対額が高くなってしまったためもあり，年上昇率は再び20 
o/台にかちている。しかし聴取りによれば，昭和47年末で，鎌ク谷駅至近の商
業地は3.3 rl当り 40～5 0万，住宅地は鎌ク谷駅に 1Kmぐらいの範囲君主らば
1 5～2 0万／3. 3 rl，県道κ面するところで 20万円，県道から入ったととろ
で15万円といわれている。つまり市街化区域内では 14～1 5万円を下っては
宅地を購入でき念いというととである。もしとの価格でなければ土地が購入でき
左いとすれば， 4 5年以降の地価上昇率は年平均70～8 0 o/以上という，まさ
に驚くべき値と念るのである。
鎌ク谷市内では，土地付建売住宅がとの5～4年急増している。例えば，鎌9-
谷駅へ70 0～800mの初富の右京塚に近い富岡というととろでは，昭和47 
年末K，土地25～3 0坪付， 2階建延坪15～2 5坪の建売住宅が750～950 
万円（頭金 10 0万円，残25年ローンも可）であった。最高価格の方をとると，
建築費に業者の矛u益もみとんで坪当り 20万円とすると，土地価格は坪当り 15 
万円と念り，建築費の方を 15万円とすれば，土地価格は 19万円と念る。上に
述べた聴取の結果はほぼ妥当であろう。つまり現在では， ζの市の地価は，東京
駅を中心とする半径23～4 OKmの総平均にほぼ見合う額になってしまったとい
うととである。
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2. 地価形成と不動産資本
昭和44年以降は，東京都心への幹線鉄道網，地下鉄念どがあいついで開通あ
るいは急激左所要時間短縮があり，との鎌ク谷市は東京通勤者にとってはきわめ
て好都合念居住地になったととは前述した。かよう念社会資本の投資が住宅地の
「限界地jをはるか後背地にかしやり，鎌ク谷市を「優良地Jのさらに上のラン
クへ上昇させたと考えられる。しかし念がら，との社会資本の投資をみとして，
地価の安い時κ大手不動産業者が市内の土地を大量に買収しているのである。例
えば，東武鉄道が42 年K鎌ク谷大仏駅~400 ～ 1, 0 0 0 m，鎌ク谷駅K
1, 0 0 0～1, 5 0 0 mの初富字新田~ 2 6万ぜのかもに鎌ク谷牧場であった土地
回）
を3.3 rf当り 3万円弱で取得している。また，東京商輿の場合（大成建設不動産
部のグリーンハイツとして売り出される予定）はJ馬込沢より約1.5 0 0 mのかも
に水田から念るま地約 17万dを3.3 rf当り約28.500円で買収している。と
れら不動産業は宅地を造成後，分譲地として，あるいは住宅まで建築して分譲す
るが，東武鉄道の宅地分譲は昭和49年頃から分譲される予定である。
東武鉄道の買収地Kついては，総面積約26万dのうち，道路・公共用地左ど
の減歩が36. 49もあるとはいえ，宅地は全体の 63. 6 9も，約16 5,5 0 0 rfを占
める。宅地造成事業費約32億円のうち，用地費23. 6億円（ 7 3.7？ら），残り
の2ふ39も， 8.4億円は付帯工事費を含めた，工事造成費・事務費から念ってい
(81) 
る。さきの聴取りKよる市内の地価は宅地で 15万円前後，県道沿いは20万円
といわれている。まして，大手不動産業者の宅地分譲とあれば，とれを上回ると
とも考えられる。もしかりに3.3 rf当り 15万円で売り出すとすれば，その中間
剰得は3Z5億円， 20万円とすれば67. 3億円である。しかも一度K全部分譲
するというととは念いから，との中間利得はさらK大きく念るであろう。問題は
かよう念莫大左中間利得をわずか数年のうちにあげうるというととである。そし
て買収した土地をその資力κまかぜて，何年も遊休の状態にしてかき， 「限界地l
が拡大して，買収地がより J優良地J~左るのを待っている，あるいは待ってい
られるというととが問題念のである。とれは地価の異常左上昇率によってもたら
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されているのである。地価の上昇率が有価証券類の利子撃や価格の上昇率.t！＞ず
っと低い状態念らば，どん左短い期間といえども土地を遊休の状態にしてはbか
念いであろう。では左ぜかよう念高い地価の上昇率が出現するのであろうか。
地代論のかしえるととろKよれば，地価は地代を資本還元し免ものであるが，
地代は位置の差κよってきまる。つまり「限界地Jの地価がきまればあとは位置
の差によって各地点の地価が定まるわけである。 「限界地Jの地価は新沢嘉芽統
.(82) 
によれば，土地需要者の支払能力Kよってきまる。そしてその土地需要がきわめ
て強〈左らざるをえ念い状況になっているから， 「限界地Jでは土地需要者の支
払限度額いっぽいの価格で土地が売買されるわけである。しかし，との限界出
は急速に外側へ広がりつつある。とれは昭和30年以降の経済の高度成長によっ
て，人口が都市と〈に大都市へ集中し，大資本のと＜ vc:管理中枢部門が「都心J
K集中して， 「都心Jそのものも徐々に外側へひろがっているとと，そとの居住
者や中小零細企業は外延部にかしだされ，一方では交通運輸方面の整備を資本み
ずから，あるいは国家K代行させ， 「限界地Jを外方へbしやり， 「限界地Jの
外側の土地はとれら社会資本投下以前に資本みずから買収し， 「限界地Jそのも
のをあらたに作り出しているからにほか念らない。さらvc:，現象的にみてもつけ
〈わえられるべきととは，鎌ク谷市内にみるように，東武鉄道は土地を3.3 nl当
り5万円弱で大量に買収し，とれを 15～2 0万円で売却するととは確実であろ
う。そして，との中間売l牌は膨大念ものであるが， 3.3 rf当り 5万円弱というの
は当時の地価としては約1～2割高い程度である。従って，大資本は高地価形成
あるいは異常念地価上昇率には何ら関与してい念いかのようにみえる。しかし，
との大量土地買収の後，現在をで，系列下のあるいは市内の中小不動産業者vc:.
「どん念に高くてもよい，土地を購入してくれJと近傍の土地買収をやらぜ，地
価をつりあげるのである。ととで買収される土地は小面積の散在的念ものである
から， 3.3 rf当り 20万円で買収しても 1反歩6,0 0 0万円にしか念ら念い。か
よう念土地を分譲予定地の周辺κ数ク所買収すれば，もはや売買実例価格として
既成事実ができあがり，土地はもはや乙れ以下の価格では取引きされ左いれまた
かよう念二次的買収によって大資本のとうむる損失は分譲地売却による中間利得
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の大きさに比べれば微々たるものである。かくて大不動産業者がとれら地域の地
価形成に重要左役割を演じているととが明らかと念った。
いっぽう鎌ク谷市では昭和44年以降銀行の進出があいついだ（第8表）。地
代論のかしえる商業地の地価は，商品またはサービスの売上額あるいはその将来
の期待増によってきまるので，農地が宅地化され，人口が増大すれば，それだけ
商品，サービスが増えるから，売上額の将来期待値も増大しよう。とれをみとし
て資力に余裕のある資本命iJ企業はある程度の先行投資をし，その土地の「適正売
買価格」の何倍もの値段をつけて「優良地Jを購入する。さきのT銀行の例やそ
の他の銀行，さらには鎌ク谷駅l'L約1分という商業地内に「適正売買価格Jが
3. 3 m• 当り 1 2万円という土地をある不動産業者が5倍近くの 33万円で取得し
ている。 ζれは，商業の「限界地Jがそれだけ拡大され，そとの地価も上昇して
いるからだといえようが，周辺の地価に与える影響はきわめて大きいといわねば
左らない。
いずれにしてもとの市のように 50%をζえるよう念年平均地価上昇率はいず
れの利子率とも比較のできるものでは念〈，土地所有者が封色を売却するととは
年々莫大左損害をζうむるととになるのである。土地は売却されなく念るから，
土地の商品性が失われて，地価だけがさらに上昇するというきわめて悪い状態に
なるのである。農地は売られなく左 h 宅地の聞に分散したままの状態が長期間
にわたって続くととになるのである。土地の所有者である農家は，生活上の困難
から，多少の土地は売却し，その代金の一部で貸家を建築するというととに念り，
ますますスプロールが激しく念る。とのととはまた農業に与える影響としても，
のちKみるように無視できなく念り，都市市民との摩擦も大きなものと左るので
ある。しかし念がら農家の貸家経営は，地代論K従って，家賃から建築償却費，
管理修繕費，利子念どを差し写｜いた地代部分を資本還元してみると，実際地価に
対してきわめて低いものと念るので全〈採算の合わ念いものなのである。例えば
昭和40～4 1年l'L3. 3 rd当り 1.8万円の地価の土地l'L1戸当り平均敷地（通路
も含む） 9 9 d，平均建坪33 nfの貸家（建築費3.3 m2当り 7万円）を建てた初
富字稲荷前の農家の例では，家賃1ク月 1.1万円（礼金は2ク年更新で 1ク月分
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とする）である。建物の償却費 7%，利子 8~ら，租税がよぴ管理・修繕費念ど合
せて 2%を当てて計算すると，地代相当資本還元額は7,7 0 0余円にしか念ら念
い。つまり家賃Kは地代が含まれていることは否定でき左いが，地代を考慮にい
れでは経営的に貸家経営は成立し念いということである。しからば何故に採算の
あわない貸家経営を農家がなζなうのか。 ζれについてはのちに農家事例を扱う
ととろで詳述する。
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。19
鎌ケ谷市の地価の推移
万円／3.3m'
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昭和・年
・凡例悦明
I. 昭和拓殖株式会社｛不動産業｝売買実例価格
平均値より上位にあるのは東武鉄道野回線鎌ヶ谷駅より400-700m、下位にあるものは同駅よ
り 1.000-1.30白羽で、かつ新京成哩Z鉄北初富駅より 500-700m （ •γブれも直線距離）の地点。前者は
道野辺字北原、字北下、中沢字新堀込、初富字富岡、字右京塚、後者は中沢字員柄山、字西町
砂、字貝柄堀込町実際値。
2. 向上平均値
3. 鎌ヶ谷市および鎌ヶ谷市都市開発公社買収実例価格
但し大字軽井沢町値は、この市では純農業地に近い状態なので極端に低い値を示すため省いた。
同一日の同一地区で一括買収したものは、何人売却人があっても一点、で示した。平均値も一回
のみ計上して算出した。
42年までは、駅から700m前後の買収地のみ、 45年度以降は、その範聞のものはなく、駅から
1. 000 -1. 500 mの地点のみ、 45年は瞥察用地として、県道千葉・鎌ヶ谷・柏線に面する用地（駅
より700m)3.3配当り約7万円は除いである。
4. 同上平均値
5. 建股省地価公示標準地
A. 初富字富岡、鎌ヶ谷駅まで約700m、初禽駅まで約900m0
B. 初富字林跡、初富駅まで約700回。
c.中沢字白子、北初窟駅まで約500m。
6. 昭和46年売買実例価格
鎌ヶ谷市税務課資料
OA 宅地 ＠同左平均
A B 畑 企 I司左平均
畠 C 山林原野 A同左平均
XD 回 X同左平均
7. 東京駅を中心とする半径23'-40Km地帯の総平均
46 44 
住宅新報社資料（大石堪山原図）
42 40 38 36 34 32 30 
第17図鎌ケ谷市における基準地（基準宅地一一商業地区＝ 100）に対す
相対評価額の分布
60 
まごめざわ
至
船
橋
0 Km I 
〈資料〉鎌ケ谷市役所税務課資料によって作図（大石堪山原図）
〈注〉 昭和47年11月1日現在
-125 -
第28表鎌ケ谷市Kj;,-ける宅地固定資産税の評価額の推移
(3.3111'当b，円）
小字名 昭和38年 3 9 4 5 4 8 .1 7年 1月1日適正取引価格
高堀 396 2,50 0 15,00 0 6 5,0 0 0 160,00 0 
西本田 .18 8 1,290 1 2.1 5 0 5 8,5 0 0 10 0,0 0 0 
丸山 427 990 8,4 0 0 39,000 80,0 0 0 
稲荷前 396 1.3 8 0 10,200 5 2,6 5 0 80,0 00 
右京塚 396 850 8,550 4 2,9 0 0 ？ 
東城 396 850 7,80 0 33,800 6 7,0 0 0 
新堀込 396 1.3 8. 0 ス050 31,200 6 0,0 0 0 
（注） 小字の標準地について表為小字の場所は第4図参照のとと。
（資料） 市役所移儲謀資料より大石堪山作成。
司 126-
vn 産業構造の変化と事業所の増加
1. 産業構造の変化
宅地化の進展f亡よる人口増加はとの地域の人々の就業構造をどのように変化さ
せているであろうか。従来，農村的色彩の強い地域であっただけに変化の度合は
激しいととが予想される。まずとの点を国勢調査によってみよう。第29表によ
れば，との市の農業就業者数の総就業者数K占める割合は，昭和25年から昭和
4 5年まで各5年毎f'L, 7 2. 2 ~ら， 6 4. 5 'fo, 4 3.9 ~ら， 1 0. 7 °loであり，その
減少の度合は激しい。実数にがいても，昭和45年では昭和30年の 5分の 2f'L 
減少している。 ζの趨勢からみで，現在，比率は 10 °loを下回っているととは確
実である。しかるに，製造業就業者数の伸びは著しく，昭和45年では 30年に
比べて 15倍Kなり，比率も 38. 1 °loを占める。次いで，卸売業・小売業就業者
数fてついてはそれぞれ 8倍， 1 6 .9 %，サーピス業就業者数については 7倍，
10.7%を占める。しかし，とれらはとの市の常住就業者，いわゆる夜間人口に
ついてみたものであるから，との市の流出入就業者数については把握できない。
そζで，従業地・常住地}Jljf'(みてみると第30表のごとくである。製造業就業人
口の 68. 9 9らは市外へ流出し，卸売業・小売業では 57. 5%，サービス業では
5 7.6 9もがそれぞれ市外へ流出している。全体として 6劃の就業者が市外へ流出
しているととκ在る。就業者に関する昼・夜間人口の差としてみても，製造業で
は52. 4 9ら，卸売業・小売業で 52.8%，サービス業では 42. 6 9もの就業者が，
産業全体としても 47. 8 9もの就業者が差引き流出超に念っている。従って鎌ケ谷
市は，まえκも指摘したように，市外とく K東京都区部への通勤者の「ホグラJ
的色彩が強いのである。工場誘致条例発布前後のとの市の産業のうちでは製造業
就業者が約6割（第31表）を占めていたが，東京通勤者の転入があいつぐに従
って，とれら住民の日常生活をまかなうための施設，機能が増加するととK念っ
た。つまり，市内での就業者数からみても，約1万人のうち製造業に就業するの
は34. 7 9も，卸売業・小売業，サービス業の就業者数は合せて 27 °lof'L達する
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（第 30表）。とのととは事業所統計の従業者数陀ついてみても問機である（第
3 1表）。製造業就業者の占める割合は年k低下し， 4 4年Kは45 9もに下がっ
たが，卸売業・小売業，サ・ーピス業の双方の比率は37. 5 9もに達している。また
4 4年事業所統計の製造業就業者の約4割が鎌ク谷精工1社によるものであるか
ら，との市の製造業の規模はきわめて小規模念ものであるとと，昭和47年の従
業者数は不明であるが，卸売業・小売業，サーピス業の事業所数の増加傾向から，
鎌ク谷市の経済活動は第三次産業への傾斜が年h強まり，今後の住宅地化の進展
によってさらにその比重が高〈走るととが予想される。と＜ I'(サービス業の伸び
が著しく，卸売業・小売業の伸びは，工場誘致条例発布の前年Kあたる昭和35 
年に対して，昭和44年は製造業のそれよりやや大きい程度で 5倍にしか左って
いないが，サーピス業は6倍以上K念っている。
2. 事業所の新規開設
前項でみた点を事業所の開設時期別Kみるとより明確に念る（第 32表） υ 人
口の糟加が顕著になる昭和30年以前には，現在ある事業所Kついてはその？%
しか開設されていなかった。そしてしかもそれらの事業所の 7割弱は小売業・サ
ーピス業で，とくに飲食店はわずか 1軒しか念かった。とれら事業所は周辺農村
部へのサービスを主とするものであったととが明瞭である。その後，事業所はと
の市の人口増加とともに増大の一途をたどり，昭和47年κは，全事業所Kたい
して卸売業・小売業の比率が 40 9ら，サーピス業のそれが 16 9らと＂＂ !.l，人口急
増以前に比べると比率とそ小さいが，数としては両者合せて 8201'(達する。
事業所の開設時期では30年以降5回の急増期があり， 33, 37, 42年と
段階的K進行している。人口の増加κは段階的左ものが認められ念いのκ，事業
所の設立は，人口増加とは多少のタイムラグをもって段階的K急増していくとい
えよう。
昭和47年事業所統計では，卸売業・小売業の左かでは飲食料店が多〈を占め，
全体の 36 9もである。ついで飲食店とその他の小売業が同数で 17 9らづっ，卸売
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業11 %，家具・建具・じゅう器小売業9%，織物・衣服・身のまわり品小売業
が89らである。またサービス業については，決た〈・理容・浴場業38%，専門
サーピス業15 9も，自動車整備・駐車場業10 9ら，医療業？？らを占め，以上のも
ので全体の 4分の 5を占めている。日常生活必需品をまか念うための商業やサー
ピス業の立地が多〈，一般住宅地化の進んでいるととを如実に示すものといえよ
う。と＜vc:専門サーピス業はその中でも稽古どとを教える個人教授所が53 9も，
建築関係の測量・設計事務所が28%を占め，住宅地域と住宅地化のひきつづき
進展している地械の特徴をよ〈示しているといえよう。
以上のととは，市の中心部，東武野田線の鎌ク谷駅と新京成初宮駅を結んだ線
の中央から半径約1Kmの範囲の人口集中地区，つまり中心商店街を含む既成市街
地地域についてみてみるとより明確K念る（第33表）。との地械の事業所の開
設は市全体とほぼ同僚の傾向Kあるので，との地区以外についてもとの地区と同
様の傾向fてあるとみてさしっかえ念かろう。従って周辺地区の今後の住宅地化に
伴って，周辺地区はいままでのとの集中地区と同様の傾向をたどるととが予想さ
オLる。
全市の事業所の 42. 2%がとの中心地区に集中するが，とのうち卸売業・小売
業45 9ら，サーピス業19 o/，両者合せて 64 9もと市全体の場合の 56 %VC:対し
てζの地区での特化の度合が高い。逆K製造業は11 9も，建設業89もと低〈念っ
てかり，周辺地区での分散立地の結果である。 ζの中心地区外つまり，住宅地化
潜在地域に砕いて，建設業は市全体の事業所数の 70 9ら，製造業は 73 9もが分散
してかり，今後の住宅地化κとも念って住宅環境形成K悪影響を及ぼすととが考
えられる。
鎌ク谷市では，人口が急増する前の昭和30年以前と，ぞれ以後では立地して
いる事業所K特色がみられる。もちろん途中で閉鎖されたものについては不明で
あるから，正確κは比較されえ念いけれども，現存する事業所だけについてみた
ものである。産業大分類別K主念ものをみてみよう。
-129-
(1) 建設業
建設業の事業所は最近の 5～6年間著しく増加している。全体の 5分の 2が昭
和42年以降の開設である。昭和30年以前には， 20の事業所のうち半分が
「従業員念しJの自営偲人営業で，業種も大工，鳶，塗装，左官念どの職別工事
業が 14事業所， 7割を占め，設備工事業は 5事業所しか念かった。総合工事業
は木造薄築工事業のみ 3事業所あっただけで，いずれも昭和30年に開設された
ものである。 30年以降の総合工事業の伸びは著しく，昭和47年κは43%を
占め，そのうちの4分の 3が木造建築工事業が占める。職別工事業は 38 ~もでと
の中では鳶・土工・コンクリート工事業が5分の 1を占める。ま？と設備工事業は
1 9 %で，とのうちでは電気工事業が45%を占める。しかし左がらいずれも従
業員がい念いか，いても 2～5人程度の零細念個人営業の事業所にすぎ左い。乙
のととは個別住宅地化した地域の大き念特色といえるものである。比較的規模の
大き念建設業の事業所は民聞の宅地分譲や団地住宅の造成・建設がはじまっては
じめて開設されるのである。す左わち，東京商興（大成建設グループ）が宅地造
成をはじめた昭和46年K開設された小池建設（大工工事業），庵下組（舗装工
事業），丸木興業建設（土木工事業），大成設備（管工事業）で，前二者はそれ
ぞれ 70. 3 0人の従業員をもち，後二者は 50人前後である。しかし後二者は
臨時従業員が5～8割を占める。との他に 30人以上の従業員規模をもっ、ものと
しては，昭和38年に開設した星野建設（木造建築工事業）を数えるのみである。
(2）製造業
製造業は昭和30年以前はきわめて少念〈， 3 0年以後の設立状況は市内全事
業所の設立状況と相似している。 30年以前は，竹かど製造，製受理，ぜんべい製
造，醸造など主として農村工業的念ものか，アルミ粉やロンクリート製品の製造，
鉄骨加工念ど，京浜・京葉工業地帯の周辺的左性格をもつものであった。 30年
以後，とくに最近の 10年聞には，鉄鋼業，非鉄金属・金属製品，一般機械器具，
電機・輸送用機械器具念どの製造業の比重が急増し，内陸軍自の工業立地を顕著K
示すと同時K，京浜・京葉工業地帯の補完的なあるいは下請的友製造業の立地が
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目立ってきている。そして 24 1事業所のうち， 29%が雇用従業者のい念い個
人K」じる零細自営工業であり，小数の臨時雇用者をもつものを含めると．とれら
個人的零細的製造業の事業所は32 ~もにのぼる。念かでも各種金属をはじめとす
る部品の製造・加工関係の事業所が目立つ。鎌ケ谷精工の 1,0 0 0人規模一社を
除いて 30人以上の製造業は第8表K掲げたものだけであるが，いずれも従業員
数 10 0人以下である。との市の大半の製造業事業所は 5人前後の小規模念もの
にすぎ念い。乙の市が近郊農村から住宅都市化へという道を歩んでいるにもかか
わらず，一般vc農村の婦女子や住宅地域の主婦念いし女子労働者を雇用するとと
の多い弱電気部品関係の製造・加工・組立てを主とするよう念業種がほとんど左
いといっていいのは注目に値する。とれK関連する 2～5の事業所はあるがいず
れも雇用従業員がいないか，いても臨時従業員が2～5人というものである。と
れは，との市が京葉工業地帯に近いとと，とくに船橋や主として東京都区内への
通勤者の住宅地という点からみて，との地域の賃金ベースの高いζと，市内居住
者の所得水準が高いために主婦の雇用が期待でき念いためであるからかもしれ念
い。しかし念がら，狭小住宅とはいえ，土地付が多いととろからみて，借入金も
か念りの額が予想されるのであるが，個別住宅地の主婦の労働力は未だ生産労働
力としては労働市場へ吸収されてはい念いのである。また，住宅地化K伴う製造
業の立地移動や変化は現在までのととろあまり念いといえよう。
(3）金融・保険・不動産業
卸売業・小売業・サービス業κついてはのちにやや詳しくみるととにして， ζ
とではとれらと前ニ項以外のものについてふれてかく。
金融・保険業は，第8表に示すように，銀行の支店4行と信用金庫の支店1' 
農業共済組合し火災保険代理店2，金融業1で，住宅地，あるいは住宅地化し
つつある近郊農村の特色がよ〈あらわれている。人口わずか 5万に満たまい地域
K銀行が4行も，しかもど〈最近に念って一度に開設されたととは，転入者人口
の預金だけが目当てではあるまい。大規模念宅地造成工事による農業者の取得金
一般居住者の宅地取得・住宅建設に伴う銀行ローン矛i周念どκよる収益を見込ん
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でいるととが考えられる。
不動産業Kついては，昭和40年以降急増しているが， 4 4年以降ではs3 re
が貸家業・貸開業であり，いわゆる不動産の仲介・浮売・売買業ば 18 ~らを占め
るKすぎ左い。しかもこのうちの 64%は彫和45年以降κ開設されたものであ
る。浮沈の激しい業界とはいえ，現在ある事業所で最古のものは昭和33年に立
地したものが1事業所ちるのみである。どの事業所も小規模なもので，鎌ク谷市
内の需要を主とするものであろう。
貸家・貸開業Kついては，第25, 2 6表とはかなりの〈いちがいがあるが，
(83) 
とれは事業所統計の性質上， 「主要左経済活動に着目して分類Jされるので一致
し念いのは当然である。しかし，主たる取得源が貸家や貸聞によるものが 17 0 
余も存在するとと自体，しかもそのうちの 82 %7i; 4 0年以降のものであるとい
うととはまさに住宅地化の進展している地域の一大特色であり，．今後もますます
との傾向を強くしてゆ〈であろう。とれらの分布tてはやや特徴がある。前述の鎌
ク谷・初富駅周辺の半径約1Km以内に約半数が立地している（第 32表）。残り
の半数は鎌ク谷大仏駅の近辺を主K，市内各駅周辺K分散している。
運輸・通信業については鉄道駅の他は，乗合パスの新京成自動車鎌ク谷営業所
（従業員 30 0余人）があるのみである。タクシー，貨物輸送についてはいずれ
も小規模であり，市内需要をまか念うものにすぎ念い。さらに電気・ガス・水道・
熱供給業については1つも念い。まさに，爆発的K都市化された「むら的都市J
ともいうべきものの証左といってよかろう。
体）商業
次K商業活動についてみよう。第34表にみるようK，住宅都市の性格をよ〈
反映しているととがわかる。すなわち，小売業の商店数・年間販売額とも人口の
急増を反映してとの 10年間に激増している。対全国計との比較では，加ずれの
数値も鎌ク谷市ではきわめて大き念伸びを示している。全国計では小売商店数は
1 4%，問販売額は 39 1 9らの伸びを示しているのに対して，鎌ク谷市はそれぞ
れ 21 7 9ら， 1, 0 5 3%である。しかし念がら 1店当り従業員数は2.9人（昭和
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4 5年）で小さく，零細規模であるとと，卸売業があまり発達していないとと，
1店当りの人口，とくに小売業のそれが依然として 10 0～1 2 0人で推移して
かり，一般K同規模人口の地方中心都市に比較すれば約2倍というか念り大き念
値を示している。をた 1店当りの人口が大きい割には，小売業1店当りの年問販
売額93 0万円（昭和45年）と小さい。とのととは，さきに指摘したように，
との都市が住宅都市ではあるが，都心への通勤人口が多いためK，それら人口の
たん念ゐドーミトリータウンにすぎ念い結果といえeょう。つまり，マクロ的Kみ
れば，東京の商聞に包含され，まえにも述べたように，船橋ゃ松戸（常盤平）両
（倒）
市の商圏K強〈影響されているからである。また，昭和42年の報告によれば，
道野辺，初富，鎌ク谷大仏の各駅を中心とする三商店街（合計店数11 2店）は，
全体としてみると，純最寄品業種が35%前後を示しているV亡すぎ念いが，最寄
品と買廻品との中間品，あるいは買廻り品の念かにも最寄品に近い業種があるの
で，とれらを加えるとほぼ 70%を占めるととから，との市の当時の商店街型は，
最寄品型とみ念せよう。 5商店街を別々にみても，初富商店街が買廻品にやや比
率を高〈示すが， 5商店街とも大差は念い。乗降客の最も多い鎌ク谷駅の商店街
の方がむしろ最寄品店の占める率が高くなっているととからみても，鎌ク谷市の
商店街はいずれも近隣V( ：：：.~ける日々の消費に重点を砕いた，地元の需要Kとたえ
ている『亡すぎないといえる。
つぎにとの市の商業活動の内部構造をみるために産業中分類別に示したものが
第35表である。小売業の年間販売額のうち，食生活に関連するものが 55%を
占めている。衣生活K関するものはわずか 5%に満た念い。住居がよび食生活以
外の生活関連業種が4O %VL及ぶ。全国の平均と比較してみると，食生活関連業
種の占める劃合がか念り高〈，衣生活のそれはきわめて低いととが特徴である。
日常の最寄品型商店街というとととあわせて注目すべきととで，通勤型住宅地化
の進んでいる地域の大き念特色の1つである。とのことは昭和45年， 47年の
商店数Kも反挟されてbb，中心地区だけをとり出しても，食生活関係の店舗数
比率がやや減少し，衣生活のそれがやや増大する以外さして変りは念い。つまり，
との市全体の住宅地化が各鉄道駅を中心に拡大・分散しているので， 1つの中心
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地区とその他の地域ではきして大き念違いを指摘するととはでき友い。
卸売業については約6割が建築材料，と〈に木材卸売業である。再生賢源卸売，
いわゆるくず集荷業，金物念どその他の卸売業が各10 ~もづつある他は，飲食料，
食肉，水産，塗料，燃料，家具念どの卸売が 1～2事業所あるV亡すぎ念い。とれ
らの事業所の 7割は昭和42年以降K開設されたものである。卸売業についても
新興住宅地の拡大・進展しつつある地域の大きな特色があらわれている。と〈に
木材卸売業の比率の高いととは個別住宅地化の進展しているととを如実に示すも
のといえよう。
以上のととは小売業についてみても同様である。住宅地の日々の生活に必要念
ものをまか念うに足る事業所の設立が目立つている。飲食料品小売業は昭和30 
年以前から年間平均5事業所が設立されるように左り，同37年からは 9' 4 2 
年からは 20と急増し， 42年以降に拾いて， ζれらの現存事業所の実に 55%
が開設されているのである。念かでも，菓子・パン小売業が最も多〈， 5割を占
める。ついで各種食料品，食肉念どの小売業が10 o/前後をしめている。飲食店
の開設はζれらとは相対的に遅れている。昭和30年Kはじめて開設され， 3 4 
年頃から年平均2事業所， 41年から 6. 4 4年から 15と念って， 4 4年以降
開設が 6割を占めている。とれK対して喫茶店6，パ－ 3，料亭5ときわめて少
念い。酒場は 15立地している。農業を除〈，市内で従業するもの約7,5 0 0人
（第30表）の需要は全てととに集中しているわけでは念いようである。
家具・建具・じゅう器に関する小売店事業所は昭和37年頃から増えはじめ，
4 2～5年頃から急増するが，金物・荒物，家具・聖書具・畳念どの小売業が各
3 5 ~もづっ，家庭用の電気器具小売業が 3 0 o/を占めている。織物・衣服・身の
まわり品小売業は 43年頃からの立地が目立っているが，身のまわり品と寝具の
小売業が各5分の 1づつある。とれに対して紳士服・婦人服の専門店はきわめて
少念い。下着類や子供服の店舗が多いのである。その他の小売業の立地動向も他
の小売業と大差念〈，文具類の店が 4分の 1を占め，燃料，医薬品；化粧品の店
が各2割く・らいづつある。そのほかの日常生活関連商品を販売する店が各種にわ
たって立地しているが店舗数そのものは少念い。スポーツ用品，がん具，時計・
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眼鏡，花，レヨード念どがとれにあたる。
乙の市の中心地区とその周辺の2つにわけでとれら小売業店舗の立地分布をみ
ると小分類までにいたってもほとんどちがいは念いが，身のまわり品小売業と，
分類不能の小売業が中心地区への集中度がやや高〈，酒・調味料，菓子・バン，
その他飲食料品などの店舗は分散傾向が強い。後者は住宅地の拡大・分散からい
って当然であろうが，前者は貿廻品的性格の比較的強いものによって占められて
いるためであると考えられる。
かようKとの市の商業は全国の値からみても，地方中心者日市の値と比較しても，
人口の割に小売業店舗数が少念いが，飲食料品店の数が多い。その他の業種につ
いても，日常生活必需品関係の業種が多しいわゆる高級品店はほとんど念い。
とれは，さきに指摘したように住宅公団の大団地である常盤平ゃ船橋Kるまりに
も時間的，距離的K近いために，とれらの商衝に完全に包含され，また，東京へ
の通毅1者の非常K多いととによるものと考えられよう。今後，たとえ新線計画に
よって現鉄道の焚叉地区代相互乗換え駅ができたとしても， ζれは都心通勤への
便益性が増大するだけであるとと，また市街化調整区域も近い将来K市街地と念
るであろうが，いずれも住民の東京通勤率あるいは船橋や松戸への通勤率がます
ます増大するととが考えられるので，以上のべたような商業の内部構造κ大き念
変化は生れ念いと推察される。しかし，とれも従来のよう K動j、な個別住宅が徐
徐に増加してい〈限りであって，大規模念団地が急激に造成され，住民の急増と
念れば多少容相を異κすることはありえるe
（⑤ザーピス築
事業所の開設年からみると，昭和33, 3 7' 4 0年と段階的に立地数が急増
している。そして全サービス業事業所の 7劃が 40年以降κ開設している。第
3 6表に示すように，理容・美容業がサーピス業全体の約5割を占めているのを
はじめとして，対個人サービス業が圧倒的多数を占めている。対企業サーピス業
は，公認会計士事務所2，その他専門サービス業（機械設計七広告業1，包装
業2，ラベル貼り 1）しか念い。とれ以外に対個人サーピス業から対企業サーピ
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スVL，兼用というととであえて入れるととができるとすれば，土木建築サービス
業の中の測量，聖書築設計の一部，駐車場業の一部であろう。その他修理業は対個
人サービスの家庭用電機器具左どの修理業である。
公衆浴場業のきわめて少念いととは注目してよい。左ぜ念ら，狭小念個別住宅
地域といえども内風呂は完備されているのが最近の建売の特徴であり，貸家にし
ても，アパートを除けば同様である。しかし今後，アバートの増加はのちにのべ
るように可能性が大きいので，公衆浴場業も増加するであろう。とれに対して，
珠算A教室を筆頭K，音楽，書道，茶道，華道，編物，舞踊念どの各教室や学習
塾がいずれも 2～5事業所づつある ζとが，かよう念個別住宅地化の進展してき
た地域のもつ特色といえよう。
以上のように，流入人口の増大Kよる個別住宅地化の進展K伴って，対個人サ
ーピスを主とする小売業，サーピス業，不動産業（貸家業）が急速に発展した。
しかし，それらは対個人サーピス，とく K日常生活必需品あるいはそれに付随す
る商品またはサービスを提供しているKすぎないのであって，陪利37, 4 2年
と段階的に急速な伸長をしてきた内陸型製造業の立地のわりには対企業サーピス
や小売業が発展していない。それに対して，建設業の進展，土木建築サーピス，
建築材料卸売業などの発展が著しいのは，まさに個別住宅地化の進展しつつある
地域の特色として好対照を示しているといえよう。
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第 29表鎌ケ谷市Kがける産業分類男iJ1 5歳以上就業者数の変化
（人）
産業（大分類） 昭和25年 昭和30年 昭和35年 昭和40年 昭和45年
総 数 3,97 7 4,68 9 6,2 5 5 1 1,3 0 1 1 8.~ 0 8 
農 業 2.8 2 3 3,02 3 2,7 4 4 2,2 5 9 1, 9 6 3 
林業・狩猟業 2 2 ー
漁業・水産養嬉業 ー ー 2 
鉱 業 ー 3 2 6 8 
建 設 業 99 12 0 3 1 0 851 1, 51 2 
製 造 業 326 461 1, 1 71 3,7 50 6,9 6 8 
卸売業・小売業 241 393 6 63 1,5 2 2 3, 102 
金融・保険業｝ 1 3 28 83 3 0 1 468 
不動産業 1 4 1 
運輸・通信業） 1 0 0 149 
279 687 1,2 1 2 
電気・ガス・水道業 1 4 23 62 
サービス業 163 284 392 1.2 0 9 1, 9 5 2 
A，、"' 務 158 228 593 690 893 
分類不能の産業 2 ー 2 3 24 
（在） 各年 10月1日現在，昭和 25年は 14歳以上。
（資料） 『国勢調査報告書』（各年） l'Lより大石堪山作品、
第30表 鎌ケ谷市にかける従業地・常住地による産業大分類別
1 5歳以上就業者数（昭和 45年） （人）
産業（大）分類 響業者住ヶ谷す総市数るに就うち市内で 従うち7有休業で2霊安常業う住者ちす市宇るt従l'L 従業
総、 数 1 8,30 8 ス459 10,849 税553 2,0 94 
農・林・狩猟業 1, 9 64 1,9 5 2 1 2 1,9 6 1 9 
漁業・水産養殖業 2 1 1 ー
鉱 業 日 7 1 ー
建 設 業 1. 51 2 708 804 845 137 
製 1沼旦会＇ 業 6,96 8 2.16 8 4,80 0 3,3 1 9 1, 1 5 1 
卸売業・小売業 3, 102 1.31 9 1, 7 8 3 1,465 146 
金融・保険・’不動産業 609 83 526 146 63 
運輸・通信業 1,21 2 216 996 435 2 1 9 
電気・ガス・水道業 62 3 59 4 1 
サ ー ピ ス業 1,952 827 1, 1 2 5 1, 1 2 0 293 
rι下晶、、 務 893 1 7 0 723 244 74 
（資料） 総理府統計局『昭和 45年国勢調査報告書Jl'Lよる。
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鎌ケ谷市K歩ける産業分類別事業所数がよび従業者数の推移
事 業 所 数 従 業 者 数
産業大分類別 守2年 35年 38年 4 1年 44年 47年 昭3和2年 5群手 38年 4 1年 44年 47年
総 数 997 215 437 712 957 J 1,477 801 1,519 3,119 4,550 5,785 
農 業 ー ー 8 9 7 5 ー 『 41 53 35 
林 業 ー ー ー
漁業・水産養殖業 ー ー ー ー ー
鉱 業 ．， ー ー ー ー ？ 
建 設、 業 3 3 47 83 6 6 277 392 
製 造 業 1 5 23 61 122 16 0 241 356 921 1,725 2,277 2,602 
卸売業・小売業 123 137 201 288 396 583 267 411 499 77 5 1,2 80 
金融・保険業 2 3 2 2 9 5 4 2る 20 39 
不動産業 28 59 92 207 ー ー 42 87 169 
運輸・通信業 6 6 12 16 20 18 32 35 195 299 377 
電気・ガス・水道熱供給業 ー ー 』 ー ー ー
サービス業 48 45 77 33 179 239 135 142 436 891 
第 31表
』
? ?
?
?
『鎌ケ谷町統計書（昭和『事業所統計調査報告書』各年， 『鎌ケ谷市統計書（昭和47年版）』，
4 3年版）』，治よび鎌ケ谷市役所企画室資料により大石堪山作品
（資料）
第32 表鎌ケ谷市vc~ける産業大分類別・開設年別事業所数
産業大＼分類開～設＼年 合計
at嗣2021-25 26-30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 4 1 42 43 44 45 46 47 以前
一
給、 数 1.477 46 28 58 6 15 20 20 33 28 67 48 55 89 69 144 125 121 186 183 136 
農・林・漁業 5 2 1 1 
鉱 業 ー
建 設 業 175 6 5 9 1 7 4 9 3 3 8 4 10 20 9 23 25 28 
製 i旦乞 業 241 3 4 6 3 2 4 3 4 12 15 1 5 14 6 29 1 7 20 33 31 20 
卸売業・小売業 583 26 13 32 4 9 7 7 13 9 27 19 18 22 27 55 58 47 73 62 55 ． 
金融・保険業 9 1 2 2 2 
不動産業 207 2 3 2 4 4 7 2 9 23 13 24 12 23 36 28 15 
運輸・通信業 18 2 2 5 
電気・ガス・水
道・熱供給業
サービス業 239 7 3 8 2 2 7 5 6 5 11 9 8 21 17 26 16 20 20 30 16 
（注） 昭和47年9月1日現在の事業所についての数値である。 （資料） 事業所統計調査（昭和47年）より集計して大石堪山作成3
第 33表 鎌ケ谷市中心地区にかける産業大分類別・開設年男lj事業所数
五議ぎを 合計 院年森以口2前0 21-25 26-30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 4 1 42 43 44 45 46 47 
給、 数 624 12 14 29 2 12 9 10 20 13 27 24 25 36 30 60 53 51 71 68 58 
農・林・漁業 2 
鉱 業 ー
建 設 業 53 1 2 5 1 4 2 2 3 6 2 6 9 10 
製 造 業 66 2 2 2 7 4 4 4 12 5 5 7 4 4 
卸売業・小売業 278 7 8 18 8 4 4 8 5 12 8 8 8 13 24 28 23 36 25 30 
金融・保険業 7 1 1 1 1 2 
不動産業 97 1 1 2 2 5 2 5 12 7 12 7 10 12 11 7 
運輸・通信業 4 1 1 1 
電気・ガス・水
道・燃供給業 ー
サービス業 117 2 2 4 1 1 4 3 5 4 5 7 6 10 6 9 6 10 1 0 16 6 
（注） 中心地区の範囲は，統計調査区によったもので第4図をみよ。 （資料） 第32表K同じ。 （大石堪山作成）
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第五 4表鎌ケ谷市の商業活動の推移
（単位：店百万円人）
総 数 をH 司予． 業 売 莱 不1店売葉当
昭和 商店数 年間 商店数 年間 商店数 年間 タ人当白販売額 販売額 販売額
3~手 138 413 9 89 129 324 104.6 
37年 1 58 539 12 69 146 469 112.6 
5併手 233 1,524 19 523 214 1,001 102.5 
4 1年 280 1,954 32 388 248 1,56 7 112.6 
43年 363 3,181 33 618 .283 2A46 122.1 
45年 457 5,173 48 1,378 409 3,795 100.2 
（資料）・『鎌ケ谷町統計書，昭和43年版』， 『鎌ケ谷市統計書，昭和
4 7年版jkより大石堪山作恥
第35表最近の鎌ケ谷市の商業
昭和 4 5 年 昭和 4 7年
産業中分類 商店数 年間販売額
鎌ケ谷市の 市内商中店心地
（百万円） 商店数 区の 数
総 数 457 5,173 583 278 
安P 売 業 計 48 1,378 63 1 3 、
一般卸売業 48 1,3 78 63 1 3 
代理商・仲立業 ー ー ー ー
売 業 計 409 3,79 5 52 0 265 
各種商品小売業 x x 宜 x 
織物・衣服・身のま 39 177 47 30 わり品小売業
欽食料品小売業 1 81 1,88 6 208 94 
自動車・荷島j、売業 8 25 1 3 7 
家具・建具・什器・ 37 441 55 25 売 業
その他の小売業 77 1,04 7 98 55 
飲 食 店 66 199 98 53 
〈資料）昭和45年は商業統計『鎌ケ谷市統計書，昭和47年版Jl'Lよタ，
昭和47年は事業所統計Kよって，大石堪山作恥
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第36表鎌ケ谷市K:かけるサービス業の開設年別店舗数
合計昭和2021-25 26-30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 年以前
旅館・その他の宿泊所
(1) 
3 4 3 3 2 5 24 
洗た 〈 業 23 主 2 1 3 2 3 1 1 3 3 
理 n生相1・ 業 37 1 3 1 1 2 1 2 1 2 3 1 4 2 3 4 2 3 
美 n乍－2・ 業 28 1 2 1 2 2 7 4 4 3 1 
公衆浴場業 2 1 1 
その他個人サービス業 10 1 1 2 2 
映画業・娯楽業・放送業 9 1 2 2 2 
自動車整備 23 1 1 3 3 1 1 4 3 3 bよび駐車場業
1・
その他修理業 2 1 1 
土木建築サーピネ業 11 1 1 1 1 1 2 
公認会計士事務所 2 1 1 
個人教授所 23 1 2 2 7 1 6 2 
その他 5 1 1 3 専門サーピス業
医療業・保建業 22 2 2 1 1 1 1 2 2 2 2 3 
~ 教 7 4 1 
教 育 (2) 1 2 1 2 6 
社会保健・社会福祉 3 1 
そ の 他
(3) 
1 2 
総 数 239 7 3 8 2 2 7 5 6 5 10 9 8 21 17 26 16 20 20 30 16 
〈注） (1）旅館は2であとはすべて寮 (2）とのうち 4は幼稚園色濃業協同組合と木材センター（協同組合） ’（資料｝ 昭和47年事業所統計調査によって大石堪山作成。
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咽都市近郊農村の変貌と都市農業への移行
第8表V亡みるようK，をた前項までに述べたよう K，との市は昭和30年頃ま
では農村的色彩が強かった。当時人口約1万人の 3分の 2が農業人口であり，
1 5才以上の就業者の 3分の2が農業就業人口であった（算29表）。また，工
場数も農村工業的念零細念ものが 20 vc満た念かったし，それら工業への従業者
も合計10 0人K達しなかった（第10表）。事業所全体をとっても 15 0以下，
その従業員合計も 50 0人以下であり，大部分が農村を対象とした小売業やサー
ピス業であったと考えられる（第31表）。昭和46年Kは農家人口9%,4,000
人と念って，との変化の度合はきわめて大きいと考えられよう。
かよう念爆発的念都市化Kよる急激念社会変革に対して，従前は農村であった
地域がいかκぞれK対応し，どう変化したのか，あるいは変革されたのか，との
項ではとれらvcついて，農村・農業・農民の側から若干の分析を事？と念う。
1. 作付の変化
農業的土地剰用から非農業への土地利用の変化については，農地転用の項でも
述べたので，ととでは農業的土地芳開の変化Kついてのべよう。一般に，都市化
が進展すると，作物の商品化が進み，さらに労働力の商品化，土地の商品化へと
進むが，との点についてまずみるととにしよう。
第18図κみるように，との市の農作物の作付菌穣については統計が念いので，
収穫面積の数値でみるととにする。乙の市の作物別収穫面積の推移は，日本全体
の傾向を反映してはいるが，昭和 30年頃まではいわゆる・主食生産K主体をかい
ていたととは明瞭である。しかし， 日本経済の高度成長が進展するK従って，集
約的＂＂野菜，果樹，畜産部門の発展がみられるように念ったが， 4 0年頃からは
果樹を除いて畑作物の露地栽培は頭うちと念り，畜産部門も都市化t($＇されて伸
び悩みをみせている。かわって登場するのが一般的κは施設を使用する，労働・
土地・資本の各集約度が高い農業経営である。もともと都市近郊での舎飼による
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畜産部門もとれK含められるべきものであるが，のちκみるように，都市化によ
る影響が畜産部門ではきわめて大きく，廃業するか，経営体の移転かをせまられ
るととKなる。従って，都市化の急激に進展する地域Vてないては， ζの市も同僚
であるが，畜産部門は作物栽培経営よりも早〈消滅ぜざるを得ない。しかし念が
ら，との市では，昭和38～9年頃から導入されたヒ守ニールハウス栽培も， トマ
ト砂よびキューリのみで，しかも栽培農家もせいぜい 15戸，合計20,000af
にすぎない。とれは， ζの地域が果樹や根菜類の生産地として特化しでかり，果
菜類・葉菜類（軟弱野菜）も露地ものが主体となってなり，とれらの市場形成が，
他産地との競合に辛子いて，さほど簡単Kは打ち破ることのできない一つの歴史的
慣性をもっているからに他念ら念い。根菜類は昭和40年以降やや減少の兆があ
るとはいえ，ほほ安定しているのκ対して，ほうれん草に代表されるように軟弱
葉菜類や果菜類は滅少の一途をたどっている。との場合，都市化によって作付に
変化が生ずるというととは，販売農家についてだけみるととが必要であるが，そ
れらのデータが得られないので，各収穫農家についてみれば，昭和41年と 46 
年では，根菜類はいずれも一戸当り収穫面積は増加しているが，葉菜類・果菜類
κついては減少している（第 37表）。とれは，葉業・果菜類は一般に揺種後約
五ク月ぐらいで収穫・出荷され，年間耕地利用の回転も早いけれども，収穫・出
荷時期を限定され，輸送荷いたみが著しく，また他産地との競合があるために市
場価格変動が激しいので， ζれらを栽培するととは農業経営に大きな不安定要因
を与えるからである。さらに，第 38表にみるように，農業労働力の急激念減少
によって，かよう念集約的，投下労働時聞の多い，しかも複雑な細かい仕事の多
い業菜・果菜類の栽培・出荷は制限されるからである。
梨については，現在では昭和30年頃の栽培面積の約4倍という伸展である。
従来，鎌ケ谷市を含めたとの東葛飾郡一帯は，市川市を中心とする，近世末期か
らの「東葛梨」の主産地であった。栽培のための自然条件に恵まれていたととも
あったが，何といっても京浜の大消費市場K近接して，輸送費の小さいことは有
利に影響し，栽培面積も年々増加してきた。日本の果樹栽培面積の増加傾向曲線
と同様の傾向を示している。都市化が爆発的に急激K左る昭和41～2年頃f亡や
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や面積増加傾向に停滞がみられるけれども，近年の果樹需要の増大K伴って，ま
だ進展している。都市化にたいしてはのちにみるようK，防除関係の農業公害が
生ずるために，都市住民との聞に摩擦が生じているとと念ど，栽培制限要因が大
きく念りつつあるが，投下固定資本の大きいとともあって，農業的土地刺用とし
て，梨園は最後まで残されるととに念る。またやむをえず非農業的土地利用に転
換される場合でも，最近では成木も簡単に移植できるために，新しい土地へ移さ
れるとともあって，面積の滅少が容易にはま？とら念い。梨栽培には開花期の授粉
作業あるいは初夏の摘果・病虫害防除作業と，収穫訟よび出荷期の2回の労働ピ
ークがあるが，それらを通勤世帯の主婦労働力雇傭に依存するととが最近になっ
てかζ念われるように念ってきた。また， 「梨もぎとり園Jのような観光農園も
あらわれつつあり，非農業者の労働力を導入するという，住宅地化しつつある地
域の特色がみられる。さらに，梨園管理は冬季聞の明定・元肥施肥作業をはじめ，
全体として梨栽培K関する作業の性質上，あるいは技術的に，高度念質が要求さ
れる。従って一度修得されたかよう念技術があるために，さらにまた近年のよう
念梨果の市場価格が良好左経過を保っているとともあって，現世帯主の世代では
梨栽培を簡単κ放棄するということはほとんど念いのである。
畜震についてみると（第19図），都市化の影響がより明瞭にあらわれている
といえよう。す念わちとの市の場合，農地潰廃が進展して，経営耕地面積が締少
しているにもかかわらず，畜産部門は大規模化，集約化しているようにみえると
とは注目してよい。昭和36～7年， 42年頃， 4 5～6年頃は畜産部門の変化
の度合が大きいとともに， ζの市の農地転用件数，面積，事業所数念どにも大き
な変化のみられた時期でもある。大規模畜産経営の成立する要因に都市化のどう
いう面がプラスと念って働くのであろうか。都市化が急激に進展している地域で，
畜震の大規模化が急速K発展しているようにみえるのは，一面では矛盾するよう
に思えるが， 1つKは最近の都市周辺V(j;">ける畜産は農地と結びっくととは少念
〈，配合飼料あるいは都市の残飯をはじめとする残津物を利用した舎飼で，企業
的念形態をとるものも多くなっているととである。また他面では，弱小規模の副
業的色彩をもっ畜産農家は，労働力の減少，農用地の減少に抗しきれず，急速に
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自然淘汰された結果といえよう。しかし左がら，畜産経営は野菜作経営にくらべ
て都市化された地域から消滅する運命にあるようでもある。
2. 農業労働力の減少と老令化
一般に日本農業では，農業就業人口，農家人口，農家戸数の願に減少率が小さ
いが，都市化進行地域でも問機である。しかし，都市近郊では，都市産業への就
業機会，あるいは転職機会も相対的に大きいこと，さらに都市化の激しい地域で
は，都市的土地利用のための土地需要が大きいので，上述の減少率はより一段と
大きく現われる。との市K辛子いても問機で，農業就業者は昭和35年κ比べて昭
和45年には約5分の 1~滅少し，しかも男女比が完全K逆転している。とれK
対して農家人口の減少率は 17. 8 %で，就業者の減少の割には小さい（第38表）。
とれは農家人口の他産業への就業が急増しているととを示す。農家戸数の減少率
は同期聞に， 18. 2 %を示して，農家人口のそれに比べるとやや高い。
耕地面積は，！農家戸数と同僚，昭和45年κは同 30 年の 4分の 3~減少し，
3 5年K比べても 22 ＇；！もの滅少と念っている。従って，昭和 35年VL1戸当平均
9 1アールだった平均経営耕地面積は， 45年には87アールと念り，全体とし
て経営耕地規模が縮小している。とのととを経営耕地規模別にみれば，零細規模
の農家の脱農化が激しいととが明らかである。 ζれは，農家が農地を売却したり，
宅地に転用して貸家経営を主？と念ったりした結果であるととは前にもみえとかり
である。しかし念がら， 3 0～5 0, 5 0～7 0，草子よぴ 70～1 0 0アールの
経営耕地規模の農家戸数そのものは概して変化は念い。とれはとの規模では集約
化をある程度高め，それにプラス・アルファ部門として，兼業を考えれば未だ農
業を維持していく ζ とが可能であるからである。他方10 0アール以上層では労
働力の量会よび配分との関係から集約度を高めても，必らずしも全耕地を耕作し
てゆくととが困難念ととが生ずるので，規模縮小にいたるが，これらの規模縮小
農家数が，上述の 30～1 0 0アール層の規模縮小農家分を埋めあわせるからで
もある。また， 3 0アール以下の層では，集約度を高めても，耕地規模VL限度が
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あり，労働力が流出あるいは世帯主兼業が恒常的であるため，農業技術の低下さ
え訟とり，農業だけで生計を維持するととはまったく不可能K近いのである。従
って，ますます農地を売却したり，転用したり，耕作を放棄したりするととにま
る。
農業労働力の滅少や労働力構成の女性化・老令化は全国的傾向であるが，一般
に都市近郊で労働力減少率，老令化率が最大となり，性比（女／男x1 0 0 ）も
高い。しかし，との市では，農業労働力の減少率を除いて，他の 2つは全国平均
に比較して低い値を示している。 ζの理由は明確ではないが，一つ考えられると
とは，さきにのべたように，農家戸数の減少率が大きいとともあって，脱農化が
急速に進展したためと考えられる。つまりとのととは住宅地化の進展している地
域の特色の1つでもあるが，土地を手離した農民の脱農化現象が急速に進むため
であると考えられる。
農業労働力Kついては，農家戸数との関連でみなければ意味が念い。念ぜ念ら，
農業労働力と同じ減少率で農家戸数も減少していれば， 1戸当りの農業労働力は
変りが念〈，農業労働力の質をヨ考察する意味が~＜念るからである。農家戸数は，
第39表（a)VCみるように，昭和46年以前の 5年間κ，経営耕地規模10～3 0' 
1 5 0～2 0 O, 2 0 0～3 0 0アール層はほぼ 35～4 0%の滅少， 1 0 0～ 
1 5 0アール層は 10. 8%の減少， 7 0～1 0 0アール層では4.6%の減少であ
るのK対して， 3 0～5 0' 5 0～7 0アール層は逆に 5～4%増加している。
とれK対して，農業労働力は，各階層にかいてほほ同等の減少率を示すが， 7 0 
～100, 100～1 5 0アール層の総農業就業者数の場合Kは，男女とも，と
< vc 5 9才以下の就業者減少率が農家減少率の約2倍の値を示し，農業のみの就
業者についても男子の 59才以下の就業者減少率が，同じ階層で，農家戸数の減
少率の 2傍を示ナ。 70～1 5 0アール層が農業のみで生計を維持するととが困
難ではあるが，だからといって脱農はできず，積極的に農外収入の道を求めざる
をえまい結果でもあろう。
全農業就業者についての性比は昭和41年， 10 4. 1であるが，農業のみの就
業者Kついては 10 7.8と左って，かえって農業専従者κ高い（第 39表）。と
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れが同46年に左ると，前者の数値は変化してい左いにもかかわらず，後者は
1 1 7.0と大幅に女性化が進展した。そしてしかも ζの傾向は小規模な経営層の
方にないて進展の度合が大きい。昭和46年の総数でみる限り， 7 0アール以上
層では，だいたい男女半々か，男がやや多いが， 41年に比較すると男が占める
割合が小さく念っている。とくに農業のみの就業者についてみると， 5 9才以下
の壮年層ではどの階層でもだいたい性比10 0を超えてなり，女性化が進展しつ
つあるといえよう。
6 0才以上の就業者の占める害li合については，総就業者でも農業のみの就業者
でも，経営耕地面積小規模層に概して大きく，規模の大きくなるに従って小さく
左る傾向にあるcそしてしかも， 41年と 46年を比較すると， 7 0～1 0 0' 
1 0 0～1 5 0アール層の老令化率が，とくに農業のみの就業者の場合K高まっ
ている。 ζれは，この層が農業を切りすてるには困難があり，農作業を老令者に
まかぜで， 5 9才以下の壮年層が非農業に就業する結果であるといえよう。
雇用労働力については，各5年毎の指数は約80を示し， 日本の都市近郊の値
( 6 5前後）と比較するとかなり大きいので（第38表），都市近郊の左かでは
滅少の程度が小さい。しかし減少傾向は明白であうて，今後，労働力を雇用して
の営農は困難になるととが予想される。雇用労働力が減少するのは，かよう念都
市化の進展する地域では，農業の行き詰りや生産構造の変化fてもよるが，何とい
っても労賃の高騰が最大の原因である。とくに都市近郊は，通勤労働者の居住地
Kなるので，一般に賃金ベースが高〈念っているからである。
以上のぺた鎌ク谷市全体Kついての農業動態は， ζの市の各地区でどのよう念
地域差を現出しているかについて，とくに人口増加との関連からみて＊きたい。
次項に沿いて詳細な調査のために選択される農事実行組合の位置づけとも念るか
らであるの
さきにのベたよう~（第 6 図，第 1 5表），との市の最近 12年聞の人口増加
率は，鎌ク谷，道野辺，初富のl原に高〈，人口密度も ζのj原に高い。そして，軽
井沢は都市化の影響が最も小さい地区で，残りの地区はとれらの中間的性格・位
置を占める。第40表『てみるように，農家戸数の減少率は，南初富にかいて最大
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で， 10年聞の指数でみると 66. 9と念っている。また最小は粟野で，同90. 2. 
その他の地区はほぼ 80台を示す。兼業農家率はとの 10年間で急激に高まり，
鎌ク谷地区で 76. 2 roに達し，南初富，軽井沢両地区で，それぞれ 60.5.60.0 
%，残りの地区は，道野辺の 45. 2%を除いて， 5 0台である。概して専業農家
率が高〈感じられるが，これは，専業・兼業の規定の仕方，センサス個票の調査
項目K問題があって，聴取りによる実態調査をしてみれば，専業農家は，のちに
のべるようκ，さほど多〈は念いのである。それにしても道野辺に専業農家率が
高〈，軽井沢に兼業農家率が高い，換言すれば，景観的に都市化の進展している
地区の方が専業農家率が高くなっているととは注目されてよい。前者は農家の存
在する地区が駅からか左り離れたととろで，そういう意味では中間地帯K含める
べきかもしれ念い。しかしとの点は念辛子吟味する必要があろう。
耕地の減少率は，鎌ク谷，南初富の両地区に高〈，それぞれ指数で 67. 4. 
6 8. 0であるが，低い地区は中沢（ 91.1），残余の地区は 75～8 5の範囲に
ある。中沢地区は果樹（梨）の主由也であり，駅κ近い部分を除いては農地の転
用も少念かった（第19表）。経営耕地規模別農家戸数では，耕地面積の減少と
ともK経営耕地規模縮小の農家が多〈念り， 1 ha以下の農家数の占める比率は，
鎌ク谷，南初富K高〈，それぞれ 71.4, 70.6%を示すが，他地区は軽井沢の
6 2. 5%を除いてはほぼ 50%台であり，比較的経営耕地面積規模の大き念農家
の残存率が高いといえよう。
農業就業者数の減少率は農家戸数減少率と相対的念関係にあるが，中沢・受所・
粟野地区を除〈地区で，いずれも農業就業人口の滅少率のほうが 10 9もほど高い
ので，これらの地区では，農業就業人口の農外就業人口への移行が急速に進展し
つつあるといえよう。それに伴って，徐々Kではあるが，農業就業者の女性化・
老令化がま？とっているといえる。とれにたいして，中間的念地域である北初富，
受所，粟野，佐津間，軽井沢では，非常に徴々たるものであるが男性化の傾向が
でている。しかし，農業就業者の半数以上が女子であるととにかわりは念い。
以上のようκ，駅K近い地区は，当然のとと念がら都市化のあらゆる面の影響
が農業に及び，各指標でも顕著に都市化の傾向κあるととを示すが，通勤の困難
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念遠隔地も人口増はさほど念〈，住宅地化が進展し念くとも，つまり景観的念都
市化がみられ念くとも，都市化の影響はか念り強〈及んでいるということができ
るのである。
3. 農家の経営耕地面積の縮小と非農業的土地利用および
農民層の分解
(1）調査対象農家群の選定
第三番目の土地の商品化については，すでにいくつかの節で，農地の売却，農
民による個人的友利用，とくに貸家経営への転換がみられることをのベた。とと
ではかょう念農民の非農業的土地利用とそれに関連づけて農民層が分解してい〈
過程について分析しよう。
第41表は筆者のアンクート調査によるとの市の農家の不動産経営に関するデ
ータである。回収率78. 8 ~も，未記入者も 5o/弱あるため，市内全体の農家につ
いて把握でき念いので，第25表に示した市内居住者の不動産経営者と比較して
農家以外の不動産経営者を割り出すζ とは不可能であった。しかしながら，全数
回収され，記入されていたとするなら，単純念計算によって，約15 0戸，市全
体の約20 o/の農家が不動産賃貸経営をかとなっているととに念る。そして農家
は後の実態調査からも， 1戸建貸家を賃貸する場合がほとんどであるので，全部
ζれに該当するものとして計算すれば，市内居住者の所有する 1戸建貸家の最低
約 75 '7らは農家の経営によるものと考えられる。また，アパート経営κついては
約3'7らの農家が経営している ζとに念るけれども，市内居住者κついてみると，
その約5分の 1のアパート経営者が農家であり，市内に立地するアパートの棟数
でみると約2割弱が農家によるものである。
以上のように，農家の場合， 1戸襲撃貸家経営にくらべてアパートの経営者はき
わめて少ない。これは，いろいろ念原因が考えられるが， 1つには，アパートの
立地が交通，とくに鉄道駅を中心として，ある距離の範囲内に限定され，あまり
遠隔地Kは立地できないとと（第14図），それらの地域内K，必ずしも不動産
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経営をはじめる農家が自己の所有地をもっているとはいえ念いとと，その地区で
最初に不動産賃貸経営をはじめた農家のやり方が強〈影響する ζと，不動産業者
や建築業者の意向が比較的影響を及ぼしやすいこと，さらに，農民の「家屋J~ 
対する考え方が，実際的にも意識のうえでも，アパートという共同住宅K念じん
でい念いととによると考えられる。
かくして，との市の 35の農事実行組合の念かから，都市化の影響をもっとも
強〈受けているとみられるもの，つまり農村の都市化の最終段階である非農業的
土地利用への移行農家が最大の割合を占める実行組合の1つを選定するととに念
る。つぎにとれら農家群の個々について詳細にみていくととにしよう。都市化の
深化した段階では，すでκ農村の「組破Jとしての農家群は崩壊過程にあり，経
営体としての個々の農家の意識や意志決定がとくに農村，農業，農家，農民を分
析するための重要念側面の1つに念るからでもある。
（幻初宮地区M農事実行組合の長寂銅製
前項にかいてみたように，不動産賃貸経営農家の割合が最も多い農事実行組合
の1つを選定して， 1つの組織内でそれぞれの農家の土地面積の変化と現在の状
態をみたものが第42表である。人口増加の激しくなる以前の昭和35年のデー
タがないので，都市化の過程と農家・農業・農村の変貌過程を充分追跡でき念い
のは残念ではあるが， 40年以降についてだけみても変化は大きい。
昭和40年当時38戸あった農家は現在24戸に減少し，しかも， ζれらの農
家を分類してみると 6つの類型が得られ，きわめて明瞭K分化，あるいは分化し
つつあるといえよう。
「専業農家」という類型は，農業センサスによる規定の仕方ではすでに現実に
適合し念い。センサスでは，との食事実行組合の専業農家数は昭和40年11戸，
同45 年~7 戸と念っている。そしてその 7戸は，農家番号 1, 3, 6, 7, 17, 
2 6' 3 7である。とのうちの 17と26番農家は 45年以降変化したのでよい
としても，残りの5農家は，事業内容にほとんど変化がみられ念いのである。耕
地面積，従ってまた延作付面積の大きいととや，農業労働力の点からみて，夫婦
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2組が同一世帯にあって十分左労働力を提供できる農業就業者として存在してい
れば，まず専業農家の類型に入る。また，後継者の有無も重要であり，兼業就業
者がい念＼／ゆりいても農家家計vc:対して重要きが極めて低いとと，農業以外の兼
業がほとんど念いとと，アンケートによる農業所得の比家が 10 0 %か，とれに
近い値を示すもの，そして何よりも経営主体者の意志を最後の決め手にした。つ
まり，専業農家の規定は，農民が現在もとれからも農業によって生活を維持して
ゆくのだという意志とそれK基づく行動様式である。農民はとの意志によって農
業経営者の経営活動Kかかわる実践行動，換言すれば，新しい経営方式や，新し
い技術を常K学習・習得し，経営環境の変化κ対して適切K対応し，意志決定や
計画室で含めた農業経営者としての能力を発揮しようとするからにほか念ら念い
からである。従って，かかる観点からみれば，専業I型の 4番農家の子女Kよる
農外収入は農家家計としては生計費に直接組み入れでは念〈，当該者のいわゆる
小遣いとなっているにすぎ念いのである。もちろん家計から小遣いをやら念くて
すむのであるから，間接的にみて，農家の所得にはちがい左いが，一般家庭κか
ける「学生アルバイトJと同一的考えで扱うととができるのである。
専業E型は，貸家κよる不動産収入が非常に大きい比重を占める場合であるが，
かかる意味合いでは兼業農家に含められているのが通常ではある。しかし，かよ
う念農家『てないても，何よりも重要であるのは，後継者の存在と，世帯主は勿論
のこと，その後継者も農業者としての自立意志を強固にもっているもので，農業
者行動もそれに伴ったものと念っているととである。
しかし左がら，かかる農家K沿いては，後継者の意志決定が農業志向から逸れ
れば，たちまち専業農家では左〈念り，貸家経営兼業，わるくすれば，貸家業と
在ってしまうのである。また，それだけに，病気，不作，経済恐慌念どの出現に
よって，個人的にも，社会・経済的にも大き念変革が起とり，それK十分対応す
るととができ念ければ，専業農家の転業・崩落はζの類型からまずもって発生す
るというととができる。通勤兼業I型は，後継者あるいは子女が通勤による恒常
的兼業に従事している場合，同E型は，世帯主が辛子もに通勤Kよる恒常的職業に
従事している場合である。従って I型は世帯主の世代には農業が主体に念る可能
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性も持っているが， E型はとのI型がさらに深化した類型とみられ，すでに現世
代で農業はたちゆか念〈念っていると考えられるものである。自営兼業は，不動
産以外の商業，サーピス業を自営としてま？と念うもの。生業類型は自給的農業に
近い形態と考えられるものである。しかし，センサスでは一般にとの生業類型が
専業農家に含められ，全国的にみても農家の核家族化Kよる老令化・女性化と大
き念関係があるのである。とくに都市化地域にかいては，のちにもみるよう K核
家族化の激しいととからみて，また，とれら生業的農家は老令者夫婦またはいず
れか一方の世帯から左るもので，子女達からの経済的援助を受けているとととも
関連させてヨ考えれば，専業農家類裂に含めるのは問題であろう。
（お農家の非農業的土地利用
との選定された実行組合の農家のうちにあって，最初に貸家を所有したのは
3 7番農家で昭和36年のととである（ 3 3年vc3 2番農家が貸店舗を所有して
はいる）。次いで， 6番と 10番農家が 38～9年頃K貸家を建築したが，残り
の農家はすべて 40年以降である。昭和40年ですでκ38戸中， 27戸がセン
サス上の兼業農家であったわけであるが，上述の貸家経営が大部分の農家で昭和
4 0年以降にはじめられたというととから，都市化過程にかける農家の兼業は通
勤兼業念ど土地よりも労働力を「転用J「売却」するととが先行するといえよう。
しかるのちに，住宅地または住宅の需要が急激に念ると，土地の売却が発生し，
農家による貸家経営がはじまり，さらに地価の上昇率の高さが維持され続けると，
との傾向は駅から周辺の遠方の農家にまでひろがってい〈。
農地の縮小過程を，との 5年間Kもっとも耕地面積の減少の著しかった農家に
ついてみよう。 5番農家の農地減少は同期vc7 0アールである。世帯主54才，
同妻53才，長男19才，三女15才（学生）の4人家族である。世帯主夫婦は
農業専業，長男も専業で後継者としての意志も固く，新しい農業技術の習得・実
践Kはげんでいる。とのととは同実行組合中の他の農家によっても十分念証言が
得られている。現在の経営耕地の利用内容を農作物の作付からみてみると，梨
3 0アール（成園），牛努8アール，葱20アール，大根20アール，ピエール
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ハウス 6棟（ 2 3 0坪）vcキュー リ， 20アール弱にほうれん草念どその他の野
菜類と念っている。貸家Kよる家賃粗収入約30 0万円（年間），農業粗収入
6 0万ぐらいと言うが，貸家の方はほぼ正確念値であるととはわかっているが，
上にのぺた作付内容では 60万という組収入はいかにも小さすぎる。世帯主夫婦
は農業収入は，全体の収入の 5割ぐらいを占めると言っているととから判断すれ
ば， 1 5 0万円ぐらいはありそうである。正袴には出荷価格（庭先あるいは市場
価格）と出荷量から算出する必要があるが，ととではそれは必要ではないのでが
よその検討をつけるだけにとどめでなく。農家としての収入の 5分の2を不動産
経営から得ている。
しからlr.J'念ぜ不動産経営をはじめるように念ったのか。ほとんどの農家がそう
であるように，農業κよる収入のみでは生計が維持でき念いからであった。かて
て加えて都市化による生活水準の上昇，農業経営費の上昇がζれに拍車をかけて
いるからである。都市近郊念いしは都市化された地域ほど生計費が高くなるとと
は周知の事実である。農業経営費についても，機械化をはじめ，肥料費，防除貨
の上昇による出資増は全国的K拡大傾向にあるが，都市近郊では農業の集約化に
伴う出資の増大が大きいのである。
との 5番農家は，世帯主の父の生存していた昭和40年に 10アールの土地を
売却し，その代金で自家及び釜屋を新築，残りは父の遊興費と念った。翌年4月
K父が死t，同年vc8アールを坪当り 1.8万円で売却，翌年初めK貸家を 5戸建
築して，不動産賃貸経営に足を踏みいれた。その後の転用状況は第20図に示す
とかりであるが， 4 4年に世帯主が胃潰蕩で入院したため，労働力不足に公ちい
り，自宅から最も遠い約21(m離れた農地の一部を売却，貸家建築K充当した。世
帯主の退院後， ζれら農地の減少を， ピ二エー ルハウスKよるキューリの栽培で補
充するζとにし， 6棟， 2 3 0坪を 46年から開始した。との年，長男が高等学
校を率業し，農業後継者としての自立意志を明確にしたととが，ピニールハウス
の導入のもう一つの大き念理由である。 ζの間，施設園芸用の投資は当然である
が，その他農業用の投資も大幅K増大してなり， 3 9年に5馬力の耕運機， 42 
年に農業用倉庫， 43年K肥料用小屋，農業用軽トラヲク， 4 4年に自動噴霧機
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念どを購入し，固定資本投下が著しいのである。 ζのように農業への資本投下と
いう観点からみても，農業はあくまでも彼等の唯一の職業として遂行されている
のである。とれに対して貸家経営部門は，生活水準の上昇とともに農家の生計が
農業だけでは維持困難と念り，それを補うためにはじめられたというととができ
る。念ぜ念ら，土地売却や貸家経営による収入代金を農業用に投入し，さらに新
しい技術や経営方式の習得・実行に大きな努力が払われているとと，しかもとれ
が世帯主夫婦のみ友らず後継者自身によってもがと念われて？るからである。と
れは世帯主や後継者が健康であり，農業を自分の職業とする強固念意志が念けれ
ば実現しないととである。
しかし左がら都市化Kよって，農業経営を維持していくことを阻害する要因が
非常に沢さんある ζとも事実である。例えば，昭和42年には，第 20固に示す
土地番号4の土地を，その東側の居住者にとって， 「5番農家が貸家を襲撃てると，
日照条件が悪化するJというととから，半ば強制的にそれらの居住者に売却せざ
るをえ念〈念った。とのように，貸家はきわめて密集して建てられるので，貸家
そのものの居住環境だけで念〈，周辺K与える居住環境の悪化も，あるいは住宅
地としての環境悪化として大事念都市問題の1っと念るであろう。とれは各農地
が全面的に住宅で埋めつ〈されるよう念状態K左ら念くても起りうるととである。
とのことについてはのちにやや詳し〈みるととにする。
(4）農民眉の分解
以上みたどとし都市化地域の大部分の農家は農業の生産手段たる土地を非農
業的土地利用のために転用せざるをえないのが一般的ではあるが，しかしとの市
にかいても全農事実行組合にみられるというわけでは念いが，どく少数の農家が
経営耕地規模を拡大しているのである。とれら規模拡大農家はとくに農業志向が
強〈，従って農外兼業はいっさい目もくれず，ひたすら農業のみで農家所得を向
上していとうという，本当の意味での純専業農家である。とのタイプκは2つあ
って， 1つは主に畜産農家に典型的にみられるが，住居を移転して農業を続けよ
うとするもの，他は現在地にとどまり，土地の減少を極力防どうとし，売却せざ
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るをえ左い場合でも，代替地を要求するものである。後者の事例としては第42 
表の 1番農家が該当する。前者の例K入るものは 37 ' 3 8番農家である。
1番農家は世帯主62才，問委59才，長男 38才，向妻37才，世帯主の母
8 1才の 5人家族である。長男が後継者で，現在ζの農家の中核的な存在として
農業経営をかとなっている。現在の経営耕地面積水田 80アール．畑11 0アー
ル，梨畑 70アールの合計 26 0アールである。との他K工場用地 20アール
（賃貸）をもっ。昭和40年にくらべて 75アールの耕地面積が増加している。
ζれは，自宅の隣接地に東武鉄道の分譲地が造成中であって，との造成に伴って
東武鉄道は学校用地を市の方へ提供し念ければならなく念り，系列下の不動産業
者に用地買収を委託した。その用地として第 20図K示す 1番農家の山林56ア
ールが買収されることになった。もとより 1番農家は農業のみで農家所得の増大
をはかろうと積極的念行動により，農業投資も大き念ものであったし，果樹園の
拡大もはかりたいと考えていたので，直接耕地面積の減少にいたら念くても，将
来耕地と左りえる山林の売却はヨ考えていなかった。しかし念がら， 「学校用地に
ぜひ」というととがあって，代替地として現況と同じような状態のものを提供し
てもらえる念ら，というととを条件K，農家は買収に応じたのである。結局昭和
4 6年8月K，近接地の畑約10アール，工場用地約 20アール，鎌ク谷大仏駅
の東方に山林約 20アールを代替地として受けとり，残り不足地積 13 0坪分を，
税金は買主負担の現金で受領した。農家はとの現金で我孫子市内K水田 55アー
ル，畑10アールを購入したのである。市内の代替地である畑には梨を作付，工
場用地も経営主が2～5年で経営中止する約束念ので，そのあと梨園にする意向
であるという。
農地の作付については葱類50アール，大根50アール，牛努15アール，梨
7 0アール（うち成園 35アール），水田 55アール（市川市内にある水田 25 
アールは，水質汚濁のとともあって休耕），陸稲10アール，その他野菜30ア
ール，ピエールハウス 60 0坪にトマトとキューリを各30 0坪づっと念って，
集約度も高い。
かように，市街化区域内にかいては，農用地は都市的念矛開へと転用されると
-158-
とに念るが，農業志向の強い専業農家は代替地を要求し，集約度すら高めて，農
業で自立しようとする。とれは都市が消費するだけの量の農産物を要求し，農家
もそれに応えるだけの経済的必然性があるからである。また，農業志向が強くと
も，農業経営のみで生計を維持するととの国難に念ってきた農家は，農地を売却
して，その代金で貸家を建築し，貸家自営兼業農家となるのである。しかし念が
ら，大部分の農家は土地売却による経営耕地面積の減少に伴って，自家消費用の
農作物程度を栽培する都市産業賃労働者あるいは貸家経営者がよぴ双方の兼業者
という半農家群か，さらに進んでは，土地を持たぬ，商店念どの自営業あるいは
賃労働者と念って，まったくの非農家群を形成するのである。そして，貸家経営
をま？と念う専業E型の農家も農業を阻害する外的条件のインパクトが大きいと，
それが契機と念って，半農家群へ移行する。純専業農家はど〈少数しか存在しな
く念るけれども，畜産部門は都市化地域の外側に順次追い出され，畑作部門の専
業農家も居住地区周辺で失念った農地面積部分を都市化地域の外側で代替地とし
て求めるので，農業の営農環境が悪化すれば，代替地を求めた地区へ移動する可
能性は＋分あるといえよう。
ζのようKして，都市化された住宅地の中には農家や農地が分散・散在すると
とと左って，農業者と一般都市市民との聞にも摩擦が生ずるととと念る。とう念
るととれはもはや近郊農業という概念では，農業ゃ，農民，あるいは農村という
ものを把握するととができなく念り，新しい概念が必要に念ってくるのである。
とれがす念わち都市農業である。
上にのぺたようK，都市農業は，すでに農家が1つの集落として集団を形成す
，るととができ念〈左札市街地化の進行する念かで，一般都市市民群の中に点在
し孤立的VL念るというととである。そして自己の経営耕地もそれら市街地化にと
もなって点在し，いわば住宅地のなかのフ 7ーム・ベイスン farm basinとし
て存在する。かよう念都市農業は，都市近郊農業のように都市化の進展によって
外部へと移動する性質はさほど強〈念〈，市街化進行地域内で漸次消滋するか変
質するかの過渡的性格をもつものでもある。さらに都市農業は，農産物の市場近
接性とともに，労働力や土地の市場近接性が極めて強いと ζろから，安定した自
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営兼業と組みあわされた農業経営が成立し，とれらと極めて集約化された農業経
営とが混在するととκなる。と同時に，とのと占からも事例が示すように農民層
の分化が非常K激しいのである。またのちKみるようK，近郊農業地域では原則
として生じ念い農業公害が発生しやすいととも都市農業の特徴である。
第42表からさらに指摘される 2・3の特徴を記してがとう。さきに，との市
の核家族の占める割合が千葉県内随ーであるととをみたが，農民層の分解の激し
い地域，したがって都市農業圏にかいては分家独立も著しいのである。つまり後
継者たるべき男子も農外就業が恒常的Kなっている割合が高〈，農業志向が念い
場合，結婚と同時K分家して独立世帯を形成するからである。しかるK専業農家
とくに純専業農家Vてあっては後継者夫婦は労働力の観点からも親夫婦と同居する
というのが一般的である。ナ念わち，都市化は専業農家を減少させるが，それだ
け分家も多くなり，核家族化し，従ってまたその分だけ宅地が必要と左るのであ
る。
ほとんど大部分の農家がま地を手離すととに念り，その売却代金でか左らずと
いってよいほど自家を新築する。それも不必要と恩われるほど大き念，立派念も
のをである。さらに残った資金で，貸家・アパート念どを建築するがζの場合も，
比較的農業志向の強い，従ってまた経営耕地面積の大きい農家ほど所有貸家戸数
が多いととが指摘されえよう。一見矛盾するようであるが，規模の小さい農家ほ
ど，兼業に世帯主や後継ぎが恒常的κ従事し， :ti也も生計費の一部として現金を
得るために切り売りした結果念のである。しかし念がら聴取り Kよれば貸家経営
はか念らずしも有利では念いという。貸家建築当時は，貸家建築資金のためK売
却した土地と 4条転用した土地の両方を全郡売却したとして，その売却代金金額
をそっくり銀行の定期預金にしても，その利子収入よりは家賃収入の方がはるか
に大きなものであった。しかし念がら， 5年もたってみると，家賃の方はあまり
高〈値上げするとともできなかった。つまり家賃の上昇率が低いのに，物価ゃ地
価の値上り率が急激で大き念ために，また現在では貸家の建築費の値上りからい
っても，現在の家賃水準では損失が大きいというとと。さらK借家人との人間関
係や，維持管湿などあらゆる面であまり有利で念いというととである。
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かような貸家経営者の意識は一面ではたしか念ととである。例えば，地価の急
上昇により，貸家を建築した年（ 4 0年）と現在では地価は 7～15倍の差があ
る。現在の想定される地価で，過去κ売却したとt地と 4条転用した土地とを評価
し，全部売却し銀行預金にすると芳li子収入はいかほどに左るであろうか。 40年
の地価はまえにみえ事例では3.3~当り 1. 8万円であった。 ζの地価の土地を売
って貸家を建築した農家についてみよう。貸家建築費は当時3.3~当り 7 万円で
あるから， 3 3~の貸家を建築するには約 1 2 8~の土地を売却せねば念ら念い。
また 4条転用分の土地は道路部分も含めて 1戸当り平均99~とすれば， 1戸の
貸家を建築するのに22 7 m1の封也を必要とするのである。現在の地価でとの土
地を売却し，銀行の定期預金とするとその年間利子は利率6%として 82万余円
と念る。一方，現在の家賃は月 1.4万円であるから 16. 8万円が年間家賃収入と
念る。比較の対照に念ら左いのは当然である。しかし，昭和40年当時の地価で
は上記の土地売却代金を当時銀行定期にしても年間利子収入は 7万余円Kしか念
らず，当時の月家賃収入1.1万円から年間13万余円は銀行利子の約2倍である
から，当時としては貸家経営の方がはるかに収入が大きいのである。換言すれば，
貸家経営は地価の騰費さえ念ければ，地代をヨ考慮し設いとして，さほど不利念も
のではないといえるのである。
かよう念地価の高い上昇率があるために，早い時期K貸家を建てたものほど損
害が大きいととに左り，それに気がついた者は，貸家を増加するととはさしひか
えるかというと必ずしもそうでは念い。念かにはひかえる農家もあるが，市街地
化の進展によって新しい農家が次々に貸家経営にのりだすために，現象的には貸
家が急速に婚大してい〈ようにみえる。かよう左地価の急激念勝費による不利念
貸家経営でも農業経営『亡くらべれば単位土地面積当りの収入は2～4倍以上念の
である。例えば畑作経営でも集約度の高い施設園芸（ピエールハウス）のキュー
リやトマト栽培では，昭和46年反当収入 70～8 0万円であるから， 3.3 a!当
り約2,5 0 0円であるが，現在の貸家経営Vてよる家賃収入は上述の例で1ク月
1. 4万円，新築の場合は2.3～2. 5万円（但し礼金は2年で 1ク月相当とみた）
であるから， 1戸当り平均敷地〈道路左ど付帯部分を含む） 9 9 dとして， 3.3 
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d当り 5,8 0 0～1 o.4 0 0円と念るのである。貸家建築のためK売却した土地
を含めても 3.3 IT?当り 2,6 0 0～4, 6 0 0円と念る。とれK加えて，農作業に充
当すべき労働時間は不必要に念るから，相対的に有利性が増大する。また，貸家
の建てである土地はすく念くとも資産保有Kは左って，地価騰費による財産価値
の増加は失念われていない。かよう念理由から，農家は貸家経営は有利では念い
といいながらも，生計維持のためK，やむをえず何回も土地を売却し，その代金
で貸家を増加させていくのである。しかし貸家経営は地代論でいう地代を考慮す
れば，全〈経営的に採算の合わ左いものであるととはまえにみたとかりである。
農家が貸家経営にのりだすためには，資金は何としても自己所有地の売却によ
らねばならず，売却をめぐって不動産業者が暗隠するととκなるのはよく知られ
ている。しかし念がら農民層の左かにも，目先のきくものは不動産屋まがいの活
躍をするととになり，白からもブローカー的念存在に念るのである。第42表の
1 0番農家がとれに該当する。との農家の土地の移動は激しく，貸家経営ばかり
か，アパートの購入，店舗の購入をかとなって賃貸しているのである。長男が土
地家屋調査士と左って民閉会社K動務しているととからみても将来独立して不動
産関係の仕事をなこ念うととは十分考えられるととである。かくて農民は，農民
層の内部からも土地を売却するようK働きかけられるととに念るのである。
4. 貸家経営と税制
貸家の増加していくのは上述のように生計維持ばかりがその理由では念い。農
家が豪邸と念るのと関係があるのである。税制の面からとれを検討すれば理解で
きょう。
農家の所有する土地は，農地改革以後ひきつづいて所有権を維持している場合
がほとんどである。従って土地を売却すれば，所得税法によって譲渡所得として
課税されるけれども，長期譲渡所得に該当するために現在では一律15 9ら（昭和
4 4～4 6年， 1 0 O/o，同49～5 0年， 20%）の比例税率による分離課税
（旧法では総合課税で超過累進税率）が適用される。しかし左がら，農家といえ
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ども土地は事業用として使用しているのであって，との点から，とれら事業用の
資産を売却した場合，その代金で土地や借地権以外の特定の事業用資産を買換え
た場合Kは，租税特別措置法の第37条によって，譲渡価格と取得価格（取得費
用も含む）の差額Kついてだけ課税されるととf'L念っているのである。従って農
家は土地を売却して，その税金対策として，豪邸を建築し，さらに貸家を建てる
のでるる。一部の農民は商業念どをはじめるために店舗診よび関連施設を聖書てる
のである。もっとも農家住宅の方は，選〈とも昭和45年末までに契約が終って
い念いと新法f亡きりかわるので，買い換えの特例がみとめられなくなる。大部分
の農家がかよう念豪邸を穿てるととには以上のよう念純経済的念理由があるので
あるふさらに， ζれに加えて，農民の深層意識の中には，生活の場としての住居
にたいする一種の渇望があるととにもよる。従って土地売却により多額の現金が
入ると，とと住居に関する限り，全国どとにいっても農家の豪邸がみられるので
ある。
しかし，昭和44年からの「新法jによって，市街化区域内では，たといその
地域内で土地を売却しても，もはや農地として購入するととは不可能に念ったの
である。従って市街化区域でひとたび土地を売却すると，市街化区域外に土地を
求めるか，市街化区域内に減価償却資産，つまり貸家念どを求める以外に方法が
なく念ってしまったのである。かくて，市街化区域内には，地価の異常念上昇率
によって農地が商品K念ら念〈念り，売却されたとしても農家が貸家やアパート
をまったく何の土地利用計画も念〈建築するために，住環境として劣悪念住宅地
が発生し，いっぽう農用地もそれら住宅地の中に介在したまま，耕作条件の悪化
とともに耕作放棄されたりして，いつまでも残存するととに念る。
5. 量家の意向
以上のペたように，市内いたるととろに小規模念一戸建住宅とともに，農家の
豪邸ゃ密集した貸家群・アパートがまった〈無秩序K散在し，農地がその聞に残
存するという状態が生じているのである。従って，地価の高い上昇率のうちにあ
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って，農業志向農家としては，常識として「将来土地を売却し念いJというもの
が 46%に達し， 「売却するJというのはわずか 4o/にしか念ら友い（第43表）
が，彼等のうちKあって， 「農業外の貸家や商業などの経営を同時Vてやっていと
うJという希望をもっているものが 3分の1もあるのである（第44表）。しか
し左がら，農業経営によって資本蓄積の進んでいるものはほとんど念いわけだか
ら，それら農業以外の事業をはじめる資金は土地売却によらざるをえ左い。従っ
て，土地を「売却するかどうかわからないJという農家が 50 o/に達するととも
理解できょう。と同時K彼等は潜在的左土地売却希望者という ζとができるので
ある。とのととは市街化の進展度の高い地域ほどとの傾向は強〈左っているとと
からもう左づけよう。農業を続けていとうとしている農家でも将来の計画につい
ては「どうしようもないJという現状維持が 69 o/を占め，農業外事業について
も「考えてい念いJものが 60 %を占めている（第45表）。つまり農業継続志
向農家の大多数が，成りゆきにまかぜ，土地を徐々に失念っていくのであるが，
そのうちの 4分の 1ぐらいが貸家念どを経営する以外はほとんどの農家が都市産
業の賃労働者化への道をたどるζとになるのである。とのととは非農業志向農家
についても言えるととであり， 「宅地として自分で使用しようJというものは全
体のわずか 15 '7らであり，大多数が成りゆきにま治通せているのである（第46表）。
つまり，考えようも念いくらい急激左変化を都市化によってうけているといえよ
う。
かよう念急速左変革は農業と都布施設との，あるいは都市住民と農業者との聞
に大き念摩擦を生ずるととになるのである。その一例を公警についてみるととに
しよう。
6. 公害からみた都市と轟村の車L蝶
(1）都市公害
第47表は，実際κ被害をとうむった農家はどういう内容の被害念のかをみた
ものである。 「ナシJの項目をいれ念かったので，全然被害の左い農家はどのく
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らいかは不明であるが， 「無記入」の農家を「被害念しJと仮定すれば約24%
と念る。従って全体の4分の 3は何らかのかたちで都市化Kよる被害をζうむっ
ているととに念る。
との被害の念かでも，放し飼いの犬や野犬による被害が 41 o/に遣するが，聴
取りによれば， ζれは発芽後まだ何日もたたないうちに，とくに夜間，犬の群が
その圃場の中でふざけあうために作物が駄自になってしまう例が最も多い。耕や
された細かい柔らかい土を犬が好むのは周知の事実である。都市産業就業者の狭
小住宅では犬を離すべき庭のスペースも念〈，散歩をさせる時間的余裕も少念い
ととから，いきかい夜聞に解き放して運動させるととに念るからであろう。
次に多くみられるのは，水質汚濁Kよる稲の作付不能，あるいは作付けても育
立，倒伏，枯死念どの被害を受けたものである。との市で水田の転用がはじまっ
たのは昭和39年でるるが，都市化Kよる水田の直接転用以前Kすでに水田その
ものが使用不能の状態に念ってしまって同るのである。概要の項でも述べたよう
に，との市の水田は谷地田で，そのほとんどが用水源を湧水に依存しているため，
台地上の宅地化と，都市施設たるべき下水道辛子よび下水質漣施設の念いととKよ
って，都市の排水は全てが谷地固に耐lとみ，水固に被害を与えることに念るの
である。
通行人などによる作物損傷ゃ盗難も 29%を占め，交通路の来整備と車輔通行
量の増大によって受ける被害は21 %VC達し，道路沿いの齢也は使用不能の状態
vc念りつつある。転用農地や耕作が放棄された農地は雑草が生い茂り，それらの
種子や虫害の発生による被害は20 ~らK達する。
さらに，農地の中に家が無秩序K建っととKよって，日照ゃ通風が悪〈なり，
生育阻害と念るが，かよう念被害も 20 o/に遣する。また，圃場への往復κ辛子ζ
る焚通事故を 1割の農家が直接経験しているととも注目されてよい。
水田の水不足や降雨時の出水については，都市化による純被害量を算出すると
とは‘陸費量であるが，上下水道の無いととによる影響は無視できるものでは念かろ
う。
以上要するK，自然の成りゆきにまかされた無計画念都市化vc.t;るスプロール
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の発生と都市施設の不備または整備の遅延が，都市住民の消費過程t($－いて発生
する公害を直接農業に与えるととに念るのである。そしてそれらの公警は，宅地
化の進展している地区にないてそれぞれ比率が高〈念っているととから，将来都
市化が拡大すれば，その他の地区にも急速に増大するととは明らかである。
α）農業公書
かよう左自然、の成りゆきにまかされた都市化は土地利用計画のうまくいか念い
原因の 1つでもあり，ために多くの農業者を都市化の被害者にしてしまうが，農
業者ばかりで念〈，都市市民Kも農業そのものが少念からず被害を及ぼすととに
念るのである。
第48表にみるように，非農家である都市住民から直接農家へ苦情がきたもの
についてみたものであるが，農薬に関ナるものが最も多＜ 1 3 ＇｝らを占め，次いで
肥料，農機具の騒音，砂塵がとれK次〈・。休耕地・転用地念どの来刺用・未整備
は雑草繁茂Kよl>虫害念ど農業者Kも都市市民にも影響が及ぶのである。畜産κ
関する公害が少念いのは，前述したようにとの市ではすでに畜産農家そのものが
きわめて少数になっているためであろう。
農薬に関するものは梨の栽培地であるために比重が高〈念っているととも考え
られる。農家としての対応は，果実を無料配布したり，日の出前後の早朝に薬剤
散布を行念う念どであるが，とれも限度があろう。質問項目に「ナシJを入れ念
かったので，苦情がないのかどうかの正確なととろは不明であるが，無記入分を
「ナシJとみれば 81 o/of'L達する。しかし，との調査表は農家へ配布したもので
あり，農家世帯は全市の約 7'?'oV亡しかあたら念いので，逆に都市市民の方にアン
クートを出せば，農業公害はさらに大き念数値を占めるととに念るであろう。
以上にあげた公警は，現在では公害として認められてい念いものもあって問題
が左いわけでは念いが， 「公害は，資本主義的企業，個人経営の無計画念国土・
資源の利用と，社会資本の不足，都市計画の失敗を原因として発生し，農民・市
民の生産や生活を妨害する社会的災害であり，公害の加害者は主として資本家階
(85) 
級であり，被害者は主として，農民・労働者階級である」という宮本態－rb指摘
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からすれば十分容認されるものであろう，，
とう考えてくると，都市市民や農業者の共同で消費する社会的念共同消費手段
が資本制社会では節約され，充足されるととは念いから，次項でのべるような住
環境の悪化も含めて， 「日本の都市化」そのものが「公害Jだといっても過言で
は老いのである。
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第18図 鎌ケ谷市における主要畑作物の収穫面積の推移
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〈資料＞ r鎌ヶ谷町統計書、昭和43年版j鎌ヶ谷市統計書、昭和47年版j農林業センサス報
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第19図 鎌ケ谷市における家畜頭羽数の推移
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農地減少農家の農地転用過程および規模拡大農家の土地分布第20図
巨ヨ 5番農家耕作地
Eヨ 1番農家耕作地
区日 1番農家売却地
巨自 1番農家買換地（市内のみ）
堕コ 1番農家宅地
込々
5番農家の土地転用
話転用年 条項 面積 主な使途問的
アール
1昭和40＇』← 5 10 自家新築、韮屋新築
2 41 5 8 貸家5戸資金
3 42 4 4 貸家Sp
4 42 5 4 買事3p・物置新築資金
5 42・43 5 10 . ， 
6 43 4 2 貸家
7 44 5 ' 20 世帯主へ院労働力軽減
8 44 4 10 貸家10戸
計 68 
?
?
?
s・m
〈資料〉京葉ilリ量株式会社説t影（昭和47年 3月）空中写真「72千葉」コース11、写真番号11～12
を2fi'Iに・JI伸したもの（縮尺1/6.000）を基図に聴取りにより作成（大石堪山原図）
鎌ケ谷市Kかける果菜・葉菜・根菜類1戸当り収獲菌積の変化
日召 和 4 1 年 昭 和 4 6 年
収獲農家数 収獲面積 1戸当積り 販売農家数 収獲農家数 収獲面積 1戸当り 販売農家数収獲面 収獲面積
ト ・てき ト 208戸 t2 l8 Jレ ♂ー ル 1 3 9戸 182戸 36守5’－JI〆 2:0ール 44戸
胡 爪 51 7 1,5 91 3.1 2 41 457 908 2.0 1 2 9 
白 菜 472 2.86 8 6.1 247 438 1,8 61 4.2 1 5 7 
キャベツ 249 2,7 6 0 1 1.1 223 230 2,7 4 0 1 1.9 153 
ほうれん草 5 69 4,144 7.3 445 453 2,9 0 6 6.4 299 
一 葉 149 1,044 7. 0 1 3 6 1 9 50 2.6 9 
大 根 704 1 5,1 3 0 21.5 586 518 1 2,7 0 5 21.4 489 
牛 努 51 2 4,19 2 8.2 422 41 3 4,02 6 9. 7 338 
塁 苧 582 3,80 6 6.5 4 04 495 4,4 31 9.0 3 71 
葱 6 81 7,48 3 1 1.0 567 567 8,0 9 4 1 4.3 4 89 
人 参 333 1,6 6 6 5.0 ？ 275 1,655 6.0 182 
馬鈴薯 608 4,551 7.5 42 2 533 4,584 8.6 36 7 
甘 詣 51 3 5,3 09 1 0.3 336 281 1,71 2 6.1 1 3 6 
第 37表
?
?
?
（注） 昭和41年K販売戸数 10 0戸以上のものについて掲げたn
（資料）『鎌ケ谷町統計意昭和43年版』， 『鎌ケ谷市統計書，昭和47年版JKよって大石堪山作品
第38表鎌ケ谷市K:J>-ける農業の概況
一一一一一一
経営耕地面積（ha) 経営耕地規模別農家戸数 伊｝ 農家 農業就業者仏み 農業雇仏み
農家戸数専業農家 a 50 150 
人口
臨時寝戸 戸総数 回 畑 樹園地 ～30 30-』 50 100 200 300～ 例休規定 的 総数 男 女 常雇～100 ～150 ～・200 ～30 0 延人員
一一一いー「 一一」一
昭和 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 
30年 1,024 
？ 890 126 764 225 102 266 279 122 29 ー 6,476 3,334 1,7 41 1.593 54 7,990 
35 942 497 855 123 674 58 159 92 268 278 114 21 1 9 6,002 3ρ10 1.470 1.540 65 9,483 
40 854 399 774 124 544 106 90 91 266 270 97 17 ー 23 5ρ64 2,163 1.0 38 1,125 46 ス.578
45 770 306 669 101 441 127 72 95 256 233 79 7 ー 28 4,333 2.024 996 1.028 19 6,123 
（注） ＊昭和31年の数値
（資料） 『鎌ケ谷町統計義昭和43年版』 『鎌ケ谷市統計書， 昭和47年版』によって，大石堪山作風
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第 39表鎌ケ谷市にかける満 16才以上農業従事者数の変化（昭41, 4 6年）
仏）総農業従事者数（非農業兼業者も含む）
経営耕地 給： 数 満 1 6才～ 5 9才
面積規模 昭和41年 昭和46年 昭和41年 瞬日 46年
(1肘＇；.）り
総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女 総数 男
1-3 146 50 96 92 33 59 121 40 81 78 26 
3-5 174 81 93 177 79 98 157 68 89 149 62 
5-7 205 97 108 213 97 116 190 87 103 189 82 
7-1 0 468 235 233 429 219 210 441 219 222 375 185 
1 0-1 5 814 414 400 680 348 332 736 372 364 608 304 
1 5四 20 325 165 160 187 92 95 296 149 147 163 76 
20申 30 59 29 30 31 16 15 53 24 29 29 15 
30以上 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
例外規定 44 24 20 56 30 26 37 20 17 47 25 
総、 数 2235 1,09 5 1,140 1,865 914 951 2031 979 1,052 1,638 775 
女
52 
87 
107 
190 
504 
87 
14 
ー
22 
863 
（資料） 『鎌ケ谷町統計書，昭和43年版』．『鎌ケ谷市統計書，昭和47 年版 J~ よって大石堪山作応
（ゆ農業のみの従事者数
経営耕地 総 数 満 1 6才～ 59才
面積規模 昭和41年 昭和46年 昭和41年 昭和46年
(10"向レ）
総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女
1-3 95 23 72 60 12 48 76 15 61 51 10 41 
3-5 119 41 78 123 35 88 107 32 75 97 20 77 
5-7 166 71 95 183 73 110 153 62 91 162 60 102 
7-1 0 423 21 0 213 404 197 207 403 197 206 351 164 187 ． 
1 0-1 5 708 364 344 663 333 330 673 343 330 591 289 302 
15-20 295 156 139 184 90 94 274 142 132 161 75 86 
20-30 54 27 27 31 16 15 50 24 26 29 1 5 14 
30以上 ー ー ー ー ー ー ー 由 ー ー ー ー
例外規定 41 23 18 53 28 25 35 10 16 45 24 21 
総 数 1,901 915 986 1,701 784 917 1,771 834 937 1,487 657 830 
（資料〉 (a)K同じ。 〈大石堪山作成）。
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（単位：入）
満 6 0才 以 上 農家戸数
昭和41年 昭和46年 昭和 昭和
総数 男 女 総数 男 女 4 1年 4 6年
戸 戸
25 10 15 14 7 7 94 61 
17 13 4 28 17 11 96 99 
15 10 5 24 15 9 94 98 
27 16 11 54 34 20 174 166 
78 42 36 72 44 28 259 231 
29 16 13 24 16 8 91 57 
6 5 1 2 1 15 9 
ー ー ー ー ー ー ー ー
7 4 3 9 5 4 20 26 
204 116 88 227 13 9 88 843 747 
（単位：人）
満 6 0 才 以 上
昭和41年 昭和46年
総数 男 女 総数 男 女
19 8 11 9 2 7 
12 9 3 26 15 11 
13 9 4 21 13 8 
20 13 7 53 33 20 
35 21 14 72 44 28 
21 14 7 23 15 8 
4 3 1 2 1 
ー ー ー ー ー ー
6 4 2 8 4 1 
130 81 49 214 127 87 
第40表鎌ケ谷市の統計調査区別農業概況
農家戸数伺
専兼別農家戸数
耕地面積担
経営耕地規模別農家数 量 業 就 業 人 口 lN 
専 業 一 兼 一 兼 t昭和45年） ( 1 0アー ル） 昭和 3 5年 昭和 4 5年一
昭和 昭和 昭和 昭和 昭和 昭和 昭和 昭和 昭和 昭和 昭和 例外 3 3-5 5 1 0 1 5 20 総数 男 うち60 女 総数 男 女 う才ち以6上0 35年 40年 4 5til匡 5昨 何年 3~手 4昨 35年 4詳手 35年 4持 規定 未満 -10 -15 ・20 -25 才以上
道野辺 70 72 62 68 34 2 20 ー 8 77.3 58.1 6 5 3 17 1 9 11 1 203 99 6 104 3 161 77 11 84 7 
鎌ケ谷 16 a 149 126 65 30 4 1 43 54 53 134.9 90.9 7 22 22 39 24 11 1 466 226 30 240 21 247 11 a 23 137 26 
南初富 178 136 11 9 100 47 24 32 54 40、 126.7 86.1 8 20 14 42 26 8 1 451 210 20 241 16 268 116 20 152 16 
北初富 194 181 16 7 114 69 53 74 27 24 204B 166.2 3 5 19 56 56 25 3 647 309 34 338 26 444 220 28 224 16 
中 沢 114 118 11 1 77 46 19 57 18 8 112.2 10 22 ー 3 16 41 45 5 368 184 25 184 4 294 143 20 151 14 
受所 33 28 27 19 15 7 7 7 5 25.9 22.1 ー 2 4 9 12 ー ー 86 38 2 48 8 68 35 8 33 6 
粟野 51 47 46 31 21 11 14 9 11 5税5 46.2 3 5 15 15 8 ー ー 175 84 15 91 7 120 58 9 62 6 
佐久間 77 68 66 19 27 39 29 19 10 69.0 58.9 7 7 21 25 5 ー 198 90 11 108 10 169 79 9 90 6 
軽井沢 47 46 40 21 16 14 13 12 11 41.7 33.1 3 3 5 14 11 4 ー 133 53 5 80 7 91 40 4 51 2 
（資料） 鎌ケ谷市企画室資料，農林業センサス報告書Kより大石堪山作品
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第41表鎌ケ谷市になける地区別農家の不動産経営者数辛子よぴ戸数
農事実行 日訴日47年 アンケート アパート 貸 家 農事実行 昭和47年 アンケート ア
，、． ． ト 貸 家
回収農 回収農
様数霊安
~一ー世ーー・『m，値』ーーー一－ ・h
組合名 全農家戸数 家戸数 棟数窃 世帯数 所有者数 戸（注） 数
組合名 全農家戸数 家戸 数 世帯数 所有者数 戸（注）数
一 一一一
南初富第1 1 4 10 1 ( 1) 3 2 9 大新国第1A 9 9 ー 1 2 
第2 24 2 1 2 (2) 1 6 1 2 104 第 1B 1 0 9 ー ー 2 ？ 
第5 27 23 ー 4 第2 22 1 2 ー 3 1 5 
第4 36 33 ー 4 29 第3 8 5 ー ー 一 ー
計 1 0 1 87 3 (3) 19 1 9 146 中 新 回 30 20 ー ー 2 8 
北初富第 1 36 24 ー ー 3 1 0 宿 22 2 1 ー ー 4 27 
第2 30 24 ー 申 4 34 原 8 7 ー ー 2 (5) 1 3 
第 3A 2 1 1 7 ー ー 3 1 8 井 草 1 3 6 『 ー 2 1 7 
第 3B 24 1 9 ー ー (1) 1 計 122 89 ー ー 1 6 91 
第4A 3 1 29 7 (3) 36 8 49 佐津間第1 24 23 ー 8 4 1 
第4B 1 0 ？ ー ー 5 35 第2 29 20 (1) 4 5 (6) 1 8 
第5 27 24 ー ー 4 (2) 1 2 第5 1 2 1 1 ー ー 同 ー
計 179 146 7 (3) 36 28 159 計 65 54 ( 1) 4 1 3 59 
中台新田 33 26 <1) 6 3 33 粟野第1 1 3 ー ー ー ー
根郷北部 1 4 1 4 1 (1) 20 ー ー 第 2 24 7 ー ー . - ー
根郷南部 22 1 6 ー ー 1 6 第 5 1 0 6 ー ー 3 35 
受 所 18 1 5 ー ー 4 30 計 47 1 3 ー ー 3 35 
谷 地 J I 38 36 ー ー ー (3) ー 事E 井 沢 38 35 ー ー 1 20 
計 125 107 2 (2) 26 8 69 計 38 35 ー 『 1 20 
向 原 29 25 3 (2) 32 6 36 
東 城 1 4 1 4 9 (5) 82 8 (4) 1 6 3 合 計 736 579 2 5 ( 1 6) 1 99 1 0 3 7 83 
西 城 A 1 0 9 ー ー 1 5 
西 城 B 6 ー ー ー ー ー
計 59 48 1 2 （乃 11 4 1 5 204 
（注） 1 9 7 2年 10月1日現在。
回答の中Kは全体が無記入のものがあったが，それらは全て該当項目は「念し」と判定した。従って実際はとの表よbも大き念数値と念るはずであるの例えば個別調査対象組合
の南初富については第42表を参照して比較ぜよ。また第 25, 2 6表もみよ。
(1）別K貸倉庫2棟 (2）別K貸駐車場1 (3) 別K貸倉庫1 (4) 乙のうち4戸計95戸分の貸宅地 (5）矧l'L貸倉庫1
(6）別K貸駐車場1( 1 0アー ル）。
t資料） 1 9 7 2年 10月中匂K実施した筆者のアンケート調査票を集計，一部聴取Kより補正してある。 【大石堪山作成）
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鎌ケ谷市南初富M農事実行組合における農家の経営面積の変化と現況
農 所有耕地（山林） 世 左 夫 あ 農 自 家
面積
の 宇1
事E アール 帯 う農 婦 と 就
建築海臨芝E咽寺2日
延
ち業 業 兼業の内容 貸家等の不動産収入源
番 昭和 昭和 員 労の つ 者 坪
号 4 a年 4 7年 数 働力数 数
（練）
数ぎ
1 185(65) 260α4) 5 4 2 ． 古 29 
I専 2 154 154 8 4 2 ム 3 次男・四男・五男会社員 41 38 
製業 3 -130 (35) 1 48 (45) 6 3.5 1 ． ー 唱J47 52 
4 125 {60) 11 0 (50) 7 4 2 次女会社員 5 
②一一
44 37 
（ 5 160 90 4 3 ． 18 40 27 
震貸
6 150 11 6 6 2.5 1 どh 16，貸店舗1 47 契約
民27 80 63 6 2 ． 長男臨時雇 1 a 43 30 
兼
業"' 8 so (30) 30 (30) 5 2 ． 2 1 a 45 67 
9 112α9 97 (1 0) 8 3 1.5 次女会社員 5 
②ーー
通 41 39 
動 長男・次男会社員 貸｛店1舗2世5帯L分4）店，舗貸J工，アハ ト1
②一一
兼 10 11 0 (80) 128 (75) 8 2 
2 /':, 3 三男公務員 11，場1 44 48 
業
50 6 2 ム 1 長男会社員ー主出稼 1 0 古 26 
重量
1 30 
12 ？ 26 (44) 5 1.5 1 /':, 長男会社員 46 44 
13 80 56 5 2 ム 主公務員 7 
②一
44 48 
14 71 (40) 27 (45) 8 1.5 1 /':, 3 主・長男会社員，五男公務員
②一一
43 39 
15 34 32 4 1 1 i込 主・協同組合職員 6 古 1 5 
通 16 31 ？ 主会社員 古 1 6 
17 30 23 4 0.5 0.5 ど〉 2 主・会社臨時寝，次男会社員 34 1 5 
動 18 30 25 6 1. 5 1 ム 2 主・病院勤務，長男会社員 45 28 
19 24 
養けい 7 2 /':, 2 長女商店勤務，次男会社員 42 33 ? 400 
兼
8 0.5 1 ム 3 主・長男会社員，次男公務員， 古 18 20 21 21 妻会社臨時雇
21 20 20 3 - 日5 /':, 主・公務員 34 1 5 
業
22 20 ？ 3 - 1 主・会社員 37 1 5 
n 23 20 ？ 5 0.5 1 ム 主・会社員 4 古 1 8 
24 20 ？ 4 0 5 1 ム 3 主・長男・次男会社員 4 42 27 
型 25 11 ？ 3 - /':, 3 主・会社時員，三男・公務員， 5，卓球場1 1 8 1 7 妻会社臨雇
26 10 ？ 5 1 /':, 主・会社員 45 36 
27 
｜置車)¥I¥1800 中止 5 1. 5 1 /':, 妻会社臨時雇 41 1 5 
1 0 ？ 
一 乳牛 26
28 ？ ？ 6 ? /':, 長男会社員 （マyνョY経営？） ？ 
29 78 37 5 2.5 1 E込 土建業（自営） 47 35、
自 30 49 35 9 0.5 2 /':, 3 
長男・妻工務店（自営）， 古 1 2 
長男会社員
営 25 ？ 5 - どh 3 主・妻・長女会社員（貸， 
②一
31 ガソリ yスタ y ド ？） 45 33 
兼 23 ？ 7 1 2 ど1 2 主・妻理容業（l'.営）雇人2人 アパート（店舗兼） 1 (7世帯分）ー 7
店兼尼 共同T
32 貸店舗2 44 55 
業 8 2.5 2 /':, 2 長男・四男工務店（自営）
2 
33 ？ 20 6 44 31 
34 19 ？ 5 - 2 /':, 4 主・長女の夫会社員．
店兼居一
妻・長女商店経営 42 63 
35 55 22 2 1 ? 1 3 古 26 
生
業 36 34 21 3 2 ？ 
39 1 9 
37 
礼午 20 転出？ ？ 
他 一 ドー 乳牛？
る8 茨城県転出 ？ 20 
第42表
?? ?
?
??
昭和 47年耕地面積K:？のあるのは，昭和45年のセy サスKないですでK農家から除外されているもの，従って7／＇ケー ト用紙は配布
していない。 あとつぎ欄・：完全K後継者あり A：該当者考えられるが後継者となるかどうか不明 ー：なし。
自家延坪欄②は 2階建を示す。昭和48年2月末日現在。
（資料）産業謀，長業委員会，税務課の各台帳，筆者アンケート調査長よび聴取調査Kより，クロス・チェッキYグを主？とをい，大石堪山作成。
（注）
第 43表鎌ケ谷市にがける農業指向農家の将来VC:Jo-ける土地売却意向
（単位：戸）
南 ヰヒ 中 道 鎌 佐
粟野 ：芽暖沢キ： 計合土地売却意向 初 初 野 ケ 津
富 富 沢 辺 谷 問
手ば念 す ー 3 2 7 ー ー 1 1 4 
わからない 39 53 3 1 1 9 20 1 5 7 5 1 89 
手ばなさ念い 13 43 39 1 4 3 1 1 5 3 1 7 17 5 
計 52 99 72 34 58 30 378 
（注〉 1 9 7 2年 10月1日現在。
（資料） 大石堪山アンケート調査により作成。
第AA表鎌ケ谷市Kかける農業継続指向農家の農業外事業希望
（単位：戸】
一一一一一
南 北 中 道 鎌 佐 粟 軽 合
事業の種類 初 キ刀 野 ケ 書撃 井
富 富 沢 辺 谷 間 野 沢 計
商店等自営業 6 6 4 1 8 1 1 28 
貸家・ 7パート・貸 11 1 5 6 8 1 0 1 0 1 1 62 倉庫経営
貸農園（レジャー農 ー 7 1 圏）経営 ー 2 
『 ー 11 
と〈に考えてい念い 23 4 1 28 1 1 1 7 1 4 4 1 8 1 56 
そ の 他 1 ー 2 ー ー ー 5 
計 4 1 69 40 2 1 39 25 6 2 1 2 62 
（注） 1 9 7 2年 10月1日現在 （資料）大石堪山7~·ケート調査Kより作成。
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第 45表鎌ケ谷市Kなける農業継続指向農家の将来計画
（単位：戸）
南 北 中 道 鎌 佐 粟 軽 合
将来の経営計画 初 キ刀 野 ケ 津 井
富 富 沢 辺 谷 間 野 沢 計
現 状 維 持 3 1 67 36 20 37 1 5 5 21 232 
経 営 改 呈口皇 6 1 5 1 3 4 1 2 7 2 6 65 
農 場 移 転 5 1 1 ー ー 9 
共 同 経 戸邑叫 2 2 5 （農地集団化） ー ー ー ー
そ の 他 4 5 2 3 6 4 1 1 26 
計 42 94 52 28 57 28 8 28 337 
（注） 1 9 7 2年 10月1日現包
（資料） 大石堪山アンケート調査により作成。
第 46表鎌ケ谷市にがける非農業指向農家の土地利用意向
（単位：戸）
南 ヰヒ 中 道 鎌 佐 粟 経 合
土地利用意向 宇刀 初 野 ケ 津 井
富 富 沢 辺 谷 間 野 沢 計
農地売却希望 ー ー ー ー 1 ー ー ー 1 
農地として貸与 ー 2 ー ー ー ー ー ー 2 
宅地として自己使用 4 4 3 5 3 4 1 24 
宅地として貸与 ー 1 ー ー ー 1 
貸 農 園
（レジャー農園） ー 3 ー 1 ー ー 5 
とく K考えてい念い 1 4 30 27 1 0 1 6 1 0 4 1 6 127 
計 1 8 39 3 1 1 6 21 14 4 1 7 16 0 
（注） 1 9 7 2年 10月1日現在。
（資料） 大石堪山アンケート調査により作成。
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第47表鎌ケ谷市陀かける農業に影響を及ぼす都市関係公害
（単位：戸）
南 北 中 道 鎌 佐 粟 軽 合
公害要因 初 初 野 ケ 津 井
富 富 沢 辺 谷 間 野 沢 計
用水・河川等の水質 7 1 4 53 22 1 0 1 8 7 1 5 1 46 汚濁
用水・河川等の水足 3 9 12 4 11 6 47 足
用水・河川等の降雨 2 8 25 6 時等の出水 5 日 2 ー 56 
工場その他の排ガス・ 4 7 6 5 5 ー 29 媒煙
転用農放地棄の来利用・
耕作放による荒地 20 26 1 5 5 1 3 1 3 4 ー 96 
化
泥ハネ・砂塵・ホコ 1 3 23 23 8 1 6 8 2 8 1 01 
隣接建物Kよる日照 11 26 5 1 3 21 14 2 ー 92 通風の悪化
夜間照明による生育 5 2 5 3 3 ー 20 阻害・虫害
放し飼いの犬・野犬 29 69 1 5 18 39 20 4 1 95 Kよる
子供・通行人左どの 30 41 9 1 5 23 1 6 3 ・． 137 イタズラ・盗難
交通量増大による圃
地への往復時の交通 9 6 9 1 3 5 4 ー ー 46 
事故
そ の 他 2 5 3 ー 2 ー 14 
ナ シ 3 ー ー ー ー ー ー ー 3 
無 記 入 1 2 37 1 5 11 1 9 7 2 11 11 4 
（集計農家数） 70 128 79 44 70 43 13 31 478 
（注） 「ナシJの項目は質問紙には念かったが被調査者が記入したもの。
1 9 7 2年 1Q月1日現在。
（資料） 大石堪山7：／ケート調査によって作成。
-185-
第 48表鎌ケ谷市K会ける都市住民による農家への苦情
（単位：戸）
南 北 中 道 鎌 佐 業 軽 iロ』
苦情の種類 初 初 野 ケ 津 井
富 富 沢 辺 谷 間 野 沢 計
農薬K関するもの 8 25 12 7 4 6 1 1 64 
砂慶・ほこり 2 5 2 4 2 2 『 4 21 
農機具等の騒音 2 7 3 3 2 4 ー ー 21 
家畜の臭気・泣き声 1 1 ー 2 ー 6 
肥料に関するもの 5 8 2 4 3 ー 23 
休耕・放棄地の雑草 5 3 1 ー 3 ー 14 
そご の 他 ー 1 ー ー ー 1 
ナ ・ン 4 2 4 3 ー ー ワ 16 
無 ~r; 入 57 95 67 29 58 31 12 23 372 
（集計農家数） 70 128 79 44 70 43 15 31 478 
（注〕 「ナシ」の項目は質問紙には左かったが被調査者が記入したもの。
1 9 7 2年 10月1日現在。
（資料） 大石堪山アンケ四ト調査Kよって作成。
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1X 貸家・アパートの立地と住環境
住環境が悪化する場合， 「自然Jが念〈念るとか， 「大気汚染」念どがまっさ
きκとりあげられるが，ととでは住宅地・住居という面κ限って考察するととκ
したい。
1. 土地区画整理事業と住環境
鎌ケ谷市では，過去に草子いて土地区画整理事業が公共・民間とも 1つもかと念
われてい念いととはさきKのべたとかりである（第17表）。との土地区画整理
(86) 
事業というものは良好念市街地を作るうえにとくに有効念事業である。しかし乙
の市ではとれが金〈実施されてい念いために，区画が非常に歪んだ市街地が形成
されつつあるし，今後もますます不整形念ものに念るでるろう。とれは住宅地と
して困ったζとである。しからば念ぜ区画整理事業が左され念いのであろうか。
第17表の土地区画整理組合が＊と念った区画整理の財源は9割までが保留地
＠乃κよってまか念われている。つまり，組合ひいては組合員の自己負担によって事
業がなと念われるわけである。換言すれば，土地区画整理を辛子ζ念うためには組
合員は保留地滅歩念らびに公共用地減歩を診となう必要があるのである。との減
歩量は区画整理の前後で組合員の所有地の約2割強ぐらいに相当する。従って，
きわめて地価の高い，しかもますます異常K上昇する地域では，土地区画整理を
すると土地所有者は大きな負担を強いられる結果K念る。土地需要者は年々増加
するばかりか，地価の上昇で売却価格も年々上昇しているのであるから，何も 2
劃以上も減歩をま？と念って土地区画整理をかと念う必要性も理由も念いのである。
従って，そのために道路や公園，緑地念どのオープンスペースの造成も非常に減
少し，あるいは造成計画が遅延するととに念って，公共施設念どの市民の共同消
費施設の乏しい市街地が形成されるととに念るのである。と同時κ，とれら社会
的共同消費施設の不足分を公共用地取得によって補辛子うとするとき，地方自治体
K与える財政的圧迫がきわめて大きいものに念るであろうととは周知の事実であ
1ー87-
る。
かくて都市化のスプロールが激しいうえKくわえて，区画整理事業もま？と念わ
れていないととKよって，きわめて無秩序念，雑然とした市街地がひろがってい
くととは明らかであろう。しかも道路なども最低の法的幅員しか確保されないで
あろうから，との市の住宅地は災害時を考えただけでも住環境として粗悪なもの
といわざるをえ念いのである。
2. 家屋所有者の分布と住環境
都市化によって個別住宅地が拡大進展していくとき，地価の上昇によって，し
だいに一区画当りの宅地面積カ2小さ〈なってい〈ととは経験的Kもよ〈知られて
いるし，さきにもみたと会りである。そして，地価の異常念騰貴が土地の供給を
妨げ，土地所有者の一部Kよる貸家経営のはじまるとと，市内の農家についてみ
れば約2割が貸家を所有してbり，また市内居住者の所有する貸家の 4分の 5は
農家Vてよるものであるととは前述したとなりである。しかし，アパートについて
は，市内居住所有者の 3分のし市内全棟数では2叡弱が農家の手に念るもので
あって，貸家V亡比すればきわめて少ないとともさきに述べたと沿りであるο しか
し念がら最近の急激在地価上昇は，農家をしてさらに土地の高度利用へと進ませ，
アパートの建築を徐々にではあるが推進させているのである。つまり狭い土地（ζ
沢さん家屋を薄て賃貸経営による収益を高めようとすれば， 1戸建貸家が2戸の
長屋建てK念り，さらにとれを上下に重ねて建てた，アパート式の家屋に左るは
ずである。しかも ζの場合，部屋にあたる部分をできうる限り広〈とるためには，
住宅の付属部分を節約したり，住宅内部Kあるべきはずの日常生活K必要念部分
が外に出て〈るととになるのである。つまり，玄関が洗濯場K念ったり，物置き
が念〈念ったり，押入れ部分がきわめて狭〈念るだけでは念〈，洗橿場・台所・
便所が共同f'L~ったり，風呂場が念〈念ったり（大衆浴場へ）という事態になる。
かよう念状態Kなった家屋はすでK住宅としての必要条件ば満たしてい左いので
あるが，現にζの市内でも数多〈みると。とができるのである。とのよう念住宅が
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軒を接して居並ぶととに念れば，日照や採光・通風というような住宅としての基
本的左条件が満足され念いばかりか，災害にたいしてもきわめて脆弱であり，避
難さえ困難K念りかね念い。 ζのよう K，自然、の成りゆきにまかされた都市化の
結果，農家の貸家やアパート経営を誘発するととに念るが，とのことが住環境を
きわめて悪化させる大き念原因の1つだという ζとが言えよう。それは地価の異
常左上昇率Kよってさらに拍車がかけられるのである。さらに土地利用計画がう
ま〈いってい念いととから，工業や商業地と住宅地の混在がとれK悪影響を与え
てもいるのである。
かよう念アバートや貸家は鉄道駅K近い方が都心通勤に使剰である。とれらの
家屋居住者としては必らずしも都心だけで左〈地元の商店や工場の従業員も利用
するであろうが，いま簡潔K考えるために，これら家屋の居住者はすべて都心通
勤者とすれば，住居は通勤時間を短ぐするためには駅に近い方がよい。従ってま
た，不動産所有者としても駅に近い方がそれだけ高い家賃収入をあげうるであろ
うが，いっぽうでは，駅前は通行量が最大K念る地点の 1つであろうから，商業
地としては一等地である。従って駅前を中心として同心円状に商業地としての等
級は低下してい〈であろう。居住者，不動産所有者，商業者のとれら三者Vてかか
わるある何らかの均衡条件で現実のアパート分布がある程度きまり，第 14図κ
みるよう左現実の状態K念ると考えられる。つまり，アバートは駅からある程度
の距離の中(IC1つのゾーンとして大部分が立地するととに念る。貸家は住宅地と
しての環境がさらK重視され，アパートよりは外側に分布するととに念る。しか
し前述したように，農家の所有するアパートはきわめて少念〈，市内居住者の所
有するアパートでも全体の4割にしか念らないのである。換言すれば非常に多〈
の市外居住者がアパートあるいは貸家までをもとの市内に所有している ζとが予
想されるのである。
家屋の所有者が家屋の所在地またはその近隣にいないという場合，い〈つかの
クースが考えられる。まずアパートの場合であるが，とれは不動産賃貸による収
入を見込んでいるととは明瞭であるから，所有者みずからそとに居住する場合以
外ほとんど別の場所に居住しているであろう。また 1戸建貸家の場合には，アパ
-1 89 -
ートと同様収益を考えている場合と，企業の社宅である場合，辛子よび転勤念どに
よってやむ念〈他人に貸しているという場合で，つどう全部で4つのクースがあ
るといえよう。問題ははじめの2つのクースである。つまりいずれも家賃収入を
最大目標にしているので，所有者はできる限り貸家経営費を安〈しようと心がけ
るであろう。その結果，襲撃築費はきりつめられるし，上述したよう念住宅として
の最低必要条件すら完備していないものが現われ，さらK建築後の管理・補修も
ほとんど主？と左われ念いまま放置される。従って現実にみるように，家の向き念
どまった〈無関係κ，南側Kアパートや貸家の「妻」がくるよう念ζとKなるの
である。さらに家賃の徴収Kついては，地元不動産業者あるいは銀行を利用する
というととに念って，家主も入居者も顔を知ら念いというととκ念る。つまり家
屋所有者は一度も家屋の所在地に足を選ぶとと念〈貸家経営ができるというとと
なのである。
とのととを駅V(近い地区K会いて，アハートと社宅・寮・貸家男ljf(所有者の居
(88) 
住地をみたものが第49～5 2表である。一見して明らか念ょう K鎌ク谷駅を含
む道野辺K早〈からアパートが立地しているけれども，地区外の所有者のものが
半数以上を占めている。祭や社宅まで含めれば，地区外の所有者が61 '?oを占め
ているのである。と〈『て東京都K居住する所有者が4分の 1を占めている。初富
についても同様である。大字内外の居住者は地元地区と考えても，道野辺のアパ
ートの所有者の 32 ro，棟数で28~もが市外居住者の所有と念っている。市内居
住者によるアパートの建設は2つの時期κ集中しているけれども， 43年頃から
道野辺で増加し， 2年ほど歯1て初富にもアパート建設が波及している ζとも注
目されてよい。
貸家については，アバートとは逆K初富の方に多〈分布している。さきκ述べ
たように，貸家はアパートK比べて住宅環境がさらK重視されるととの証拠でも
ある。道野辺にある貸家は，所有者数で 47 ~も，棟数で 3 9 %::6~市外居住者のも
のと念っている。そして， 「大字内外Jつまり市内居住者1戸当りの所有棟数が
いずれの地区κ砕いても高いが，市外の居住者についてのそれは小さい。とのと
とは，さきにのぺたような貸家を収益の対象としている所有者は，市内居住者が
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大部分を占めるというととを意味し，また，さきfてのベた転出入の激しさによっ
て，自己の居住家屋をやむ念〈人K貸すという第4のクースが考えられるのであ
る。つま h 船橋市を除〈県内の一郎と県外の所有者のうち東京都の分をのぞ〈
ものの大部分がとれを示すものであろう。しかし左がら，いずれの場合fても，船
橋市や東京都の所有者の占める割合が高いζとから，必ずしも個人のものではな
し第5のクースである企業の社宅として使用されているものも多いのである。
しかしとれは企業名やその代表者個人名になっていたりして，はっきり把握され
え念い。
以上のぺたように，との2つの地区では建物の総棟数（公共建築物は除〈）
2,2 8 6のうち， 3 7 °loにあたる 84 6 棟：ii~賃貸住宅で，とのうちの 4 4 9もが地
区外の所有者のものである。市外の所有者に限っても，それは 31 '}"oの高い値に
遣する。
とのようKみて〈ると，住環境の悪化は，区画整理事業念どの都市計画事業が
ないととや，都市化が自然の成りゆきにまかせられているが故ι 狭小念個人住
宅，アパート，貸家などが，既成市街地やその周辺に工業や商業施設と混在し念
がら，まった〈無秩序に拡大してい〈結果としてひきなこされるものであるとと
は疑いの余地がない。 1かしながらとの住環境悪化要因を，さらに家屋の所有権
までほりさげるととによって，従前指摘されたととのなかった一面『とまで触れる
ととができた。すなわち，上にのベたように，住宅の所有者がその住宅の所在地
に対して遠方〈市外） tc居住しているというとと，しかも都市化地域ではその比
率が高いととが住環境を悪化させる重要念要因の1つであるというととである。
それら住宅の所有者は，との市κ所有している住宅の管理や補修にもさほど真剣
Kはたずさわらないとと，また，彼等はその住宅の所在する地域の市民でも念い
から，都市形成にたいして何ら義務も責任も感じ念いし，またそれで通用してい
るというとと，そして他方では，それらの住宅への入居者も，その住宅を一時的
念仮の住いと心得ているとと，換言すれば，以上のととによって家屋所有者と借
家人との，双方の市民意識の欠加が新し〈形成されつつある都市の住環境をより
悪化させていると考えられるのである。
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従って，公団や公営の住宅供給を中止して，土地所有者に金融対策室でテコ
入れし，貸家やアパート経営を推進させて住宅問題を解決しようという政策提言
(89) 
が一部の学者から出されているけれども，上述の理由からみて，良好念住環境形
成Kたいしてあきらかにマイナスの結果にならざるをえ念いというととができよ
う。
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第49表鎌ケ谷市大字道野辺VC:Jo-ける所有者居住地区別・建設年別共同住宅所有者数b主び棟数
所 有 者 の 居 住 地 1 fヒ は 住 所
大 子，.』． 内 大 字 守1 千葉県内｛）：うち船橋市 千葉県休（）：うち東京都 i日~ 計
建物の 木造賃貸 察・社宅等の 木造賃貸 寮共・同社宅住等宅の 木造賃貸 察共・同社宅住等宅の 木造賃貸 寮共・同社宅住等宅の 木造賃貸 寮共 ・社宅等の
共同住宅 共同住宅 共同住宅 共同住宅 共同住宅 共同住宅 同住宅
建設年 所有 棟数 所者 数有 数棟 所 有 棟数 所有 棟数 所有 棟数 所有 棟数 所有 棟数 者所 数有 棟数 所有 棟数 所者 数有 棟数者数 者数 者数 者数 者数 者数 者数
5昭4和糊車1 4 4 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 4 4 ー ー
35 ー ー 2 2 ー ー ー ー ー ー 2 (2) 2 (2) ー ー 5 5 ー ー
36 1 ・． ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
／ 
37 3 3 ー ー ー ー ー ー 2 (1) 2 (1) ー ー 3 (2) 2 (2) 1 (1) 2 (2) 8 8 2 
38 3 3 ー ー 2 ー ー 2 2 ー 自 1 (1) 1 (1) 1 (1) 1 (1) 7 8 
39 3 3 ー ー 4 9 ー ー ー ー ー ー 3 (3) 3 (3) 1 (1) 3 (3) 10 1 5 3 
40 3 3 ー ー 1 ー ー ー ー 1 (1) 1 (1) 1 (1) 1 ( 1) 6 6 1 
41 1 ー ー ー ー ー ー ー ー 1 (1) 1 (1) 2 (2) 3 <3) 3 3 2 3 
42 1 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 1 (1) 1 (1) 2 2 1 1 
43 2 2 ー ー 4 6 ー ー ー ー ー ー 3 (3) 3 (3) 1 (1) 1 (1) 9 11 2 2 
44 5 6 ー ー 1 ー ・． ー 『 ー 2 (2) 2 (2) ー ー 8 9 ー ー
45 6 6 ー ー ー ー ー ー ー ー ー 2 (2) 2 (2) 2 (2) 4 (4) 8 8 2 4 
46 7 8 ー 『 ー ー ー ー ー ー ー ー 2 (2) 2 (2) 1 (1) 1 (1) 9 10 1 
不明 1 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 2 2 ー ー
計 41 43 ー ー 1 5 23 ー ー 6 (1) 6 (1) ー ー 20 (19) 20 (1 9) 1 2 (11) 1 8 (1カ 82 92 1 2 1 8 
（注） 大字道野辺には 31の小字があるが，うち第4図K示した範聞の 16の小字Kついて集計したもので，大字全域では念加。
1 9 7 2年 1月1日現在の所有者の居住地によって分類した。分類家雇母数は． 1, 4 9 0戸で，農家の付属施設（物邑納屋）は除休してあるの
昭和34年以前については同一所有者が異念った年に建設しても所有者数は 1として計上，また，同一所有者で建設年不明のものは不明年の所有者数Kも1を計上した。
所有者が企業（会社）名にもっているものは寮・社宅K計上。
（資料〉 鎌ケ谷市役所税務課個別台帳よタ分類集計し大石堪山作成。
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第50表鎌ケ谷市大字初富t(j'.,>-ける所有者居住地区別・建設年別共同住宅所有者数bよぴ棟数
所 有 者 の 居 住 地 ま fヒ は 住 所
大 チ,.. 内 大 十炉』 宇t 千葉県内（）：うち船橋市 千葉県似（）：うち東京都 iロ>. 言十
建物の 木造賃貸 支社宅等の 木造賃貸 寮共・同社宅住デ等の宅 木造賃貸 寮共・社宅等の 木造賃貸 寮共・同社宅住等の宅 木造賃貸宅 寮・社宅等の共同住宅 同住宅 共同住宅 共同住宅 同住宅 共同住宅 共同住 共同住宅
建設年 所有 棟数 所有 棟数 所有 棟数 所有 棟数 所有 棟数 所者 数有 棟数 所有 様数 所者 数有 棟数 所有 棟数 所有 棟 数者数 者数 者数 者数 者数 者数 者数 者数
昭和
34年胤官 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
35 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 『 ・． ー ー
36 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
3! ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
38 2 3 ー ー ー ー ー 園． 1 (1) 1 (1) ー ー ー ー 4 5 ー ー
39 6 7 ー ー ー ー ー ー 2 4 ー ー 2 (1) 4 (1) 1 ( 1) 1 (1) 10 1 5 
40 ー ー ー ー 2 ー ー ー ー ー ー ー ー 一 『 2 ー ー
41 ー ー ー ー ー ー ー ー 1 (1) 1 (1) ー 自 1 (1) 1 (1) 2 2 
42 ー ー ー ー ー ー 1 ー ー ー ー 3 3 ー ー
43 ー ー ー ー ー 由 由 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
44 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 2 2 ー ー
45 4 7 ー ー ー ー ー 自 ー ー ー ー 6 9 ー ー
46 2 2 ー ー ー ー ー ー 1 ( 1) 1 (1) ー ー ー ー 3 3 1 
不明 2 4 ー ー ー ー ー 由 ー ー ー ー ・． ー ー 2 4 ー ー
計 1 8 25 ー ー 2 3 ー ー 7 (2) 9 (2) 1 ( 1) 1 ( 1) 6 (1) 8 (1) 2 (2) (2)(2) 33 45 3 3 
（注） 第49表の注参照。
分類家屋母数は， 1, 2 9 6戸である。
大字初富は31の小字があり，うち第4図K示した範囲の 14の小字について集計したもので大字全域で念い。
（資料） 第49表K同じ。 （大石堪山作成）。
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言十
所有者数｜棟数
4 6 ¥ 61 
5 I 1 2 
1 5 
3 1 
1 0 
1 4 
1 4 
35 
1 6 
1 8 
1 8 
27 
33 
1 1 
1 2 
~ 
"' 
1 3 
24 
1 2 
21 
1 2 
8 
1 0 
(4) i 
住地
千葉県札（）はうち
東京都
所有者数了有数
(3) I s (4) 
(3) I 6 <3l 
(4) I 1 i4l 
(2) I s (2) 
道野辺(!Li?ける建設年別・所有有居住地区別1戸建貸家数第 51表
の居
（）はうち千葉県内 船橋市
棟数
者有所
1 3 
4 
?
???。?????
?
? ? ?
（（（（（?
8 
2 
2 
所有者数
つ訂
( 1) I 
( 1)
(2) 
中t
棟数
＇＂』，
子大
所有者数
内
棟数
?
大
所有者数建設年
昭和
34年以前
35 
7 1 1 
2 
7 26 
7 
1 9 
2 
36 
37 
7 4 
6 
5 
6 
3 
6 
3 
2 2 5 
5 
5 
3 38 
39 
40 7 
3 （劫
(1) 
3 
6 (3) 
(1) 
2 
4 
2 
1 0 
4 
1 5 
4 
4 
8 
4 41 
?
??
?
42 
7 日）
）??｛?
4 
6 
(8} 
( 2) 
4 
2 
8 
3 
1 
五
1 0 
1 6 
8 
23① 
5② 
1 6 
5 
6 
2 
8① 
“I 2 R 
盟ユユ I 
43 
44 
45 
？ 
日五41）凶QJ_~＿竺土金三竺~－J
1 9 
6 
1 4 
）??（?
計l8 3 @ i 1 51 ③ i 25①： 44① I 3 3 (1 6) : 4 7 (2か
（注） 第49表の注参照。
同一所有者が店舗兼住居を2つ以上所有している場合， 2つ以上は全部貸家として計ム3
所有者が企業（会社）名K左っている独立1戸建住居は貸家として計上。
(YD中は倉庫Kついての数で内数では左ぃ。
第 49表K同じ。 （大石堪山作成；） n 
2 2 
2 
（鮮の
不? ?
初富Kがける建設年別・所有者居住地区別1戸建貸家数
所 有 者 の 居 住 地
大 字 内 －大 寸~一， 中t 千葉県内（）船は橋う市ち 千葉県休｛）はうち i口』 言十東京都
所有者F瓦~I建設年 所有者数 棟数 所有者数 棟数 所有者数 棟数 所有考数 棟数
昭和 11 1 3 2 2 1 (1) 1' ( 1) 4 (4) 4 (4) 1 8 20 
34年35以前
4 6 2 3 1 (1) 2 (2) 8 1 2 
36 6 9 一 ー 1 (1) 1 ( 1) 2 (2) 3 (3) 9 1 3 
37 7 1 0 2 ー ー 9 1 3 
38 1 2 1 8 4 1 r1) 1 (1) 1 5 24 
39 1 4 27 2 2 3 (2) 3 (2) 5 (5) 7 (7) 24 39 
40 8 1 4 ー 2 2 5 (4) 6 (5) 1 5 22 
41 1 4 28 2 1 3 (2) ろ｛会 1 9 34 
42 6. 25 2 2 4 (3) 4 (3) 3 (2) 5 (4) 1 5 36 
43 8⑨ 1 2⑨ 3 3 5 (1) 5 (1) 4 (4) 5 (5) 2 0 （珍 25⑨ー
44 1 2 3 1 ー 1 (1) 1 (1) 4 rn 4 fi 1 7⑨ 36⑨ 
45 1 6 35 2 2 3 （訪 3 (3) 1 22 41 
46 5 8 1 9 2 3 3 (3) 3 (2) 1 1 23 
不 明 ？① 1 7② 1 2 2 7 (6) 8 (7) 1 9① 28② 
合 計 132 @ 253⑨ 1 8 32 2 7 (1 4) 29 (1 5) 44高 5 2 {) 221⑤ 366⑥ l 
第 52表
?
? ?
?
第49, 5 0表たよぴ51表の（注）参照。
第49表K同じ。 （大石堪山作成）
（注）
（資料）
むすび
以上はなはだ散漫のそしりをまめがれ念怖が，個別住宅地化によって，急激に
都市化されつつある「住宅機能Jをもっ都市としての発展過程とそれらの発生さ
せる諸問題のい〈っかを地域の変貌という観点から考察してきた。その場合，農
村や農業あるいは農民を変化させる主要な原因はあ〈までも都市にあると筆者は
みている。従って，操業・農村構造を変容さぜてい〈原動力をもっ中心都市の性
格ないしはその原動力がいか念る形態や機能をもって中心都市の周辺に及んで〈
るのかをまずはじめに考察した。かかるのちに，周辺地域の変化の過程を，首都
圏の念かから，代表的念都市化の進展している地域をとりあげて，上記の点との
か＇／）＞わりに訟いて追究した。そして，それκ伴って生ずるい〈つかの間題点につ
いても，現在派生しているもの，将来にも大きな問題となる点についてのベてき
た。しかし念がら，いずれも不十分念点が多すぎる。とoc都市問題は土地問題
といわれている如し都市化されつつある地域は，地価のBl貴，と＜ reその上昇
率が大き念問題に念って辛子り，あらゆる現象がとの土地問題を中心κ回転してい
ると考えるとともできる。従って，どうしても地価形成のメカエズム・地価形成
と，土地の需要者である転入者とそれに関連する人々，がよび供給者たるその地
域の土地所有者＝農民層の行動様式との関係を深〈掘り下げて分析するととが
今後の課題と念りそうである。また，かよう念農村の急激念都市化K伴って，農
民層も非常κ早い速度で分解するのであるが，ど〈少数念がら専業農家が集約度
を高めて残る。それらの中には，貸家経営をbとなっているものをで含めて考察
せねば念ら念いが，今後の日本農業の中でいか怠る意義をもち，どういう方向を
たどるのかは重要念課題と念ろう。
さまざまな都市化段階，都市と農村の分離・対立，農村から都市へ，という戻
るととの念い一定方向だけの変化，とれらを首都圏という空聞に投影したとき，ぞ
とKはさまざまの都市化類型地域がみられるであろう。それらの地域は常κ急速
κ変化しつつある。ととに動態的1j:研究が要請される所以があるが，研究対象と
して把握するとと自体すでに静態的K把えられているので，変化の問題とは矛盾
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するとと ~;i る。との矛盾をいかに解決すべきか。タイムスクールを考慮して，
との類型地域をある必然的な秩序をもったものに整理する ζとができれば，動態
的研究を統一的に進めるととができる。つまり発生学的・演緯的念モデルを作成
する ζとが望まれるわけである。類型地域相互間の比較研究が重要に念る所以で
もある。
また以上のとととも関連するととであるが，都市化されつつある地域では，本
文でも若干触れたが，と〈に統計資料については充分念吟味をする必要がある。
既成の統計資料ではすでに分析の役にたたな〈左って拘るものすら多いのである。
近年統計資料を使って，計量的な分析が急速K発達し，研究が新しい発展段階に
はいっているととは喜ぶべきととであるが，いずれも資料の吟味に不十分念点が
多いととは反省の余地があろう。統計法念どの制約もあり，簡単にはいかぬが，
望むら〈は原資料あるいは被調査者までさかのぼって吟味される必要もあるかも
しれ左い。ステレオ装置と同じで， 1 -7所の機能のみ高度に精密左ものに念って
も，全体としての効果はその装置の最も悪いところ以上にはならないのである。
研究者自から基本的データを作成するととがもっと重要K考えられてよいのでは
左いだろうか。地理学徒はそれを得意とするのでは念かろうか。か〈するととに
よって統計調査自体もさらκ精度が高まるものと信ずる。
さいどに本文ではほとんど触れるととのでき念かった財政K若干触れてがきた
ν、。
農村部の爆発的念都市化はそとにさまざまの都市問題を発生させる。とく K都
市施設の整備が遅れることは重要である。第 7図にみるように転入者の年令層は
2 0～4 0才が多しそれらの子弟の人口増加も著しい。従って市税収入の伸び
率が悪いのに，教育をはじめ，道路，福祉，衛生左どの施設の需要が大幅κ増加
し，社会資本の不足が目立つζとに在る。例えばとの市の市税の一般会計決算額
（昭和46年，約23億円）に占める割合は 1呪4o/で4.8億円である。全国平
均の 37 °loに比べるといかにも低い。とれは今後とも若・壮年層の流入によって
税収の伸びがさほど期待でき念いと念れば問題は大きい。
と〈に教育施設Kついては，どこの自治体でも重要問題vc左っているが，鎌ク
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谷市でも市の財政支出K占める割合が高〈在っている。例えば，一般会計決算K
占める教育費は昭和46年40 ~も， 9 億円K達している。 4 5年は 32 o/でやや
低かったが44年には48%でわが国の都市全体からみてきわめて高いものに左
っている。今後，さきに指摘したように，自然増加率が高まるので，既転入者・
新規転入者の子女が増加しJ小・中学校の敷地を早急K確保せねば左ら左いはず
である。しかし現今の地価上昇率の異常念高さにがいて，まとまった土地を取得
するととは困難である。をしてや，それらの士地が必要になったのは転入者の増
大によるのであり，転入者と既住民である土地の所有者＝農民とはとの点でも
対立が大き〈念ってかり，両者があらゆる面で異質であるととと考えあわせれば，
公共用の土地取得を困難にするであろうととは想像にかた〈念い。
教育費についで，昭和46年Kは土木費が 4億円， 1 7 %を占め，民生・衛生・
消防などの生活環境基盤整備費を加えると 34 %V'C達する。しかし，教育費のう
ち学校新増設のための資金が，地価上昇率のきわめて高いととから，多額になっ
てしまい， ζれら環境整備に十分予算をまわせ念いのが現状であるととを指摘し
てかきたい。従って，現状では，都市ガヌ・上水道すら未整備という状態念ので
ある。まさK 「むら的都市Jが急速な都市化地域の現実の姿なのである。
末筆ではあるが，鎌ケ谷市役所産業課坂元義一課長をはじめ，関係各課，各委
員会の方々，農家の方々κも忙しいなかを貴重な時間をさいていただいたり，数
多くの資料や発言をいただいた。また東京都庁，神奈川｜，埼玉，千葉の各県庁，
日本住宅公団，各住宅供給公社，関係市町村役場からもかもに住宅関係資料の提
供をうけた。記して謝意を表する。
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注および引用文献
。） 山鹿誠次（ 1 9 5 7 ）：大都市郊外~$＇ける集団住宅地の成立とその影響
一一特に東京西郊について，都市問題48, p.4 7 3 -4 8 3 
(2) 小林博（ 1964）：団地の地域に与える影響，地理， _2_, P. 2 6 -3 1 
(3) 東京都南多摩新都市開発本部（ 1972）：多摩エュータウン開発事業の
周辺地域K及ぼす影響
(4) 団地規模をどの程度まで許容するかというととはにわかに決めかねるが，
立地した団地が周辺氏強い影響を与えるまでにはいかない戸数を定めるとと
ができればよい。しかし， ζれは居住者の質的構成にもかかわりがあるので，
はっきりした数値を手にするととができ念い。 ζとでは，いち＊う一団地
2 5 0戸以下であるとと，またとの戸数以下の団地でも数ク所ある場合Kは
それらの総戸数の人口が当該市区町村人口の 10 o/を越え念いものに限定し
て按〈。
(5) 山鹿誠次（ 1 9 6 0 ）：大都市近郊の都市化一一東京西郊を例として，地
学雑誌， 69, P.187-199 
(6) 石水照雄（ 1962）：本邦地理学会に辛子ける都市化研究の現段階，地理
評， 五五， P.362-373 
（乃 高野史男（ 1959）：都市化の類型と概念規定，地理評， 32, 
P.629-642 
(8) 石水照雄（ 1960）：都市化の概念と諸問題，地理， 5, P. 5 1『 56 
(9) 高野史男（ 1960）：：再び都市化の概念について，地理， 5, 
P; 1, 2 7 3 -1, 2 7 8 
。。） 前掲，石水照雄（ 1 9 6 2 ) : P. 3 6 3 
(11) 清水馨八郎（ 1959）：東京大都市地域の都市化，日本地理学会 1959
年度秋季学術大会研究報告， P.5 6 -5 9 
(12) 前掲， ( 9)• p. 1, 2 7 5 
(13) 清水準八郎（ 1 9 6 0 ）：東京の都市化考察の前提一一都市化の現代的意
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義，地理， 5,P. 6 3 -6 9 
(14) もちろん農業地理学者のなかにも中心都市の性格あるいは都市化について
考察を進めている場合が念いではない。例えば，松井貞雄（ 1 9 6 8 ）：中
京地域Kなける都市化と近郊農村地域の対応ー稲作営農集団化を中心とし
て，経済地理学年報， U-1, P.1 -2 1。しかし，との論文では都市化
とそれを受容する近郊農村とは関連をもたせて考察されてはい念い。
(15) 大野隆男（ 1969）：都市問題の特徴と本質，佐藤武夫・西山卯三編
『都市問題，その現状と展望』 P.1 5 -7 0所収
(16) 柴田徳衛（ 1967）：『現代大都市論』 P. 4 4 -4 7, 1 3 3 -1 9 1 
(17) エングルス著・村田陽一訳『反デューリング論』国民文庫大月書店版
P. 5 1 5 -5 1 9 
。め マルクス著・長谷部文雄訳『資本論』第一部下冊，青木書店版 P. 5 8 6 
(19) 前掲，（16) P.147-157 
α0) 木内信蔵・山鹿誠次・滑水馨八郎・稲永幸男編（ 1 9 6 4 ）：『日本の都
市化』 P; 1 6 
(21) 総理府統計局（ 1971）：『国勢調査報告』第1巻，人口総数
包） 前掲， (20) P. 7 8 -8 2 
(23) 向上 P. 8 4 
(24) 例えば，山鹿誠次（ 1 9 6 9 ）：東京北郊の都市化ー京崎地域の形成と
その動向，不動産研究所繍『都市・土地・住宅』 P. 7 6 -9 3所収。5) 前掲，（20) P. 8 2 -8 5 
(26) 近縁精造c1 9 7 0 ）：『鎌ケ谷町の自然』，鎌ク谷町史編纂委員会
P. 2 0 -2 1 
G乃 千葉県開発庁新都市開発局宅地開発課（ 1972）：千葉エュータウン
(28) 鎌ク谷町（ 1964）：『町勢要覧かまがや』。9) 向上（ 1965）：『総合10ク年計画案』
(30) 向上企画調整課（ 1 9 6 6 ）：『鎌ク谷町都市計画基礎資料集』
(31）鎌ク谷町（ 1967）：『統計かまがや』
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(32) 向上企画室c1 9 6 8 ）：『鎌ケ谷町統計書』
(33) 鎌ケ谷町（1968）：『町勢要覧かまがや』
(34) 鎌ケ谷町教育委員会（ 1 9 6 9 ）：『わたしたちの鎌ク谷町』
(35) 鎌ク谷町企画室（ 1970）：『鎌ク谷町総合開発計画』
(36) 鎌ケ谷市（ 1971）：『昭和45年度主要施策の成果K関する報告書』
(37) 鎌ク谷町工業クラブ（ 1971）：『鎌ケ谷町工業名鑑』
(38) 鎌ク谷町（ 1 9 7 1 ）：『市制施行協議基準調書』
(39) 鎌ケ谷市（ 1971）：『市勢要覧’ 71かまがや』
(40) 鎌ケ谷市役所（ 1 9 7 2 ）：『鎌ク谷市統計書』
(41) 鎌ク谷市（ 1972）：『昭和46年度主要施策の成果に関する報告書』
(42) 千葉県鉄道整備促進期成同盟（ 1 9 7 2 ）：『県内鉄道のすがた』
(43) 総理府統計局（ 1972): 昭和47年事業所統計調査名簿
(44) 山鹿誠次（ 1960）：東京西郊になける住宅地の発展と都市化ー特に
小金井市を例として，東京学芸大学研究報告11, P.17-28 
(45) 木下河岸から陸揚された江戸への急荷と〈に生魚を白井ー鎌ク谷ー中山ー
行徳、を経て陸送するため。前掲，鎌ク谷町（ 1 9 6 4 ) : P.2による。
(46) 初富は幕府直轄の小金五牧の中之牧に属して，野馬の放牧地の一部であっ
た。現大字鎌ク谷は代官支配，他の大学はすべて本多領であった。千葉県東
葛飾郡教育会（ 1917) ：『千葉県東葛費棺B誌』 P. 2,219-2,225 
(47) 千葉県町村会編（ 1958）：『千葉県町村自治法施行十年の歩み』
P.4 3 -4 5の鎌ク谷村の項には， 「本村は適正規模町村に指定されていた
ので，町村合併促進法による合併は行念われ念かったJとある（傍点引用者）。
(48) うち 2つは，本校鎌ク谷小学校の分校として存在していたが，それぞれ昭
和 38, 3 9年に独立した。
(49) 都心駅は国鉄では東京駅をとる。 ζの場合には地下鉄の銀座，西銀座，東
銀座の各駅を含めて， 4駅を設定している。詳細は，日本住宅公団（ 1965)
：『東京の近郊地帯の都市化K関する研究』 p.7 4 -8 4 
(50) 前掲， (34) P. 6 5 
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(51) 前掲，（34) P.67 
(52) 現在では市内のバス運行系統は 13あるが，との船橋・大仏線が’も多〈，
一日当り運転回数も多〈， 3 6往復，他の系統はとの 5分の1以下である。
(53) との市Kは国道は1本も念い。県道が4本あり，他の 5本は市の中央をほ
ぽ野回線と平行K船橋・取手線が貫通し，北西から南東に千葉・鎌ケ谷・柏
線が貫通している。残余は北西部を約1Kmほどかすめて鎌ケ谷・市川線が通
じている。
（日） 前掲，（49) P. 9 3 
(55) 千葉県中小企業指導所（ 1967）：『鎌ク谷町商業商店街総合診断報告
書』
(5め前掲，（55) P. 9 6 
(57) 各年とも総理府統計局：『国勢調査報告書』による。
（日） 前掲，（32)
(59) 前掲，（29) P. 2 
(60) 前掲，（29) P. 3 1 -3 5 
(61) 前掲，（35) P. 2 
(62) 昭和45年国勢調査結果によれば，普通世帯の総世帯数10,873（昭和
4 0年5,99 5，以下同様）で親族世帯10,153(5,695）は 93.4o/o
を占めるが，核家族（夫婦，夫婦と子供，夫婦のどちらか片方と子供の類型
をいう）は8,4 3 2世帯， 77. 5 o/( 4,5 2 5 • 7 5. 5 o/）。単独世帯は
6 9 1で6.4 ~らにすぎ念い（ 275, 4.6~も）。念公，との市の全世帯数の
増加率は，対前5年聞に 81. 0 ~もであり，県内では，八千代市K次いで高い。
(63) 昭和45年国勢調査報告，別巻『わが国の人口集中地区』によれば，人口
密度5,0 0 0人／Kmi以上の人口集中地区K，との市の鎌ク谷，鎌ク谷大仏，
初富，北初富の各駅を結ぶ2.7 Km2の地械がとの年はじめて加えられた。同
地域人口 15, 7 6 3-人，人口密度は5,8 3 1人である。市域の13. 2 o/ofe人
口の 38. 5 %:01集中する（第4図）。
(64) 田村淳（ 1. 9 7 2 ）：千葉県に辛子ける都市整備の方向ー開発行為に関連
2ー05-
して，不動産研究U-2. P.・36 -5 1 
(65) 前掲， (49) P. 1 D 5 -1 D 8 
(66) 以上実数値はすべて前掲（64）によるo
(67) 前掲， (64) P. 3 8 
(68) 前掲， (49) P. 1 D 7 -1 D 8 
(69) 前掲， (64) P. 3 8 
(70) 前掲， (64) P. 3 8 -4 O 
σ1) 1 9 5 2年制定された農地法（法22 9 ）による。農地の権利移動及び転
用の命IJ限は同法第2宣言第1節の第 3, 4' 5条で規定されている。との場合，
5, 0 0 0坪以下の転用の場合は農業委員会を通じて，各都道府県知事の許可
を得， 5.0 0 0坪以上の場合は農林大臣の許可を要する ζとが定められてい
る。し刃ミし，国．都道府県が転用ナる場合Kはとの農地法の適用を受け念l，、
一一ち左みに，大阪府の 19 5 8～6 2年の資料Kよると，農地法適用以外
の転用面積は総転用面積の 13. 5 9らという報告がある。【桑原公徳（ 1966)
：土地利用の問題一一農地の転用を中心K，藤岡謙二郎編『現代都市の諸問
題』 p・, 1 0 4 -1 1 9所収〕
また，農地がよぴ採草放牧地以外の山林・原野念ど林野は農地法の適用を
受け念いので，転用規制が左い。したがって，大企業左どの土地取得も山林
念どの買収が先行するζ とが多い。
(72）前掲， (6) P'. 3 6 2 -3 7 3 
(73）石水照雄（ 1958）：農地の転用からみた都市化一一伊豆下田町の例，
1 9 5 8年度日本地理学会春季大会発表
(7 4）内田実（ 1 9 6 1 ）：東京西郊K砕ける都市化と土地罪i周一一特に農地転
用の実態について，人文地理， Ll-2, P. 61-63 
(75）前掲，（20) P.69-77 
(76）小林健太郎（ 1965）：；農地転用の進展と市街地化，京都大学文学部地
理学教室編，『大都市近郊の変貌』 P.50-64 所収
(77) 転用率＝（昭和36～4 6年聞の全転用面積）／（昭和 35年2月1日；農
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林業センサスの耕地面積）
σ8) 中野一新（ 1 9 7 0 ）：生産調整と都市近郊農民ー近畿地方の場合，『日
本農業年報XlX, （農産物過剰）』 P.9 2 -1 0 7所収
σ9) 長島弘道（ 1972）：草加市f-($＇ける農家の非農業的土地剰用，人女地
理， 24, P. 3 8 -5 8 
(BO) 鎌ク谷市農業委員会，農地転用許可申請書綴κよる。
(81) 向上
(82) 新沢嘉芽統（ 1 9 6 8 ）：『大都市圏の地価・地代形成理論とその応用κ
関する報告』，科学技術庁資源調査会
(83) 総理府統計局（ 1 9 7 2 ）：『昭和47年事業所統計調査K用いる産業分
類』，付4,P. (53）ー （57)
（倒） 前掲，（55) P. 1 o 2 -1 0 7 
(85) 宮本憲一（ 1965）：現代資本主義と公害，岩舟ム融・加藤一郎・柴田
徳衛・八十島義之助編『都市問題講座』，ム公害・災害， P.1 3所収
(86) 萩原伸治（ 1967）：練馬区。てかける市街地形成過程，経済地理学年報
Ll -1, P. 2 0 -4 4 
(87) 前掲， (64) P.4 0 
(88) 但し，税務課の個別台帳からの分類規準は同表（注）κ記してあるが，と
れらの分類と第25表， 26表との分類や集計方法が異念るので，数値は必
ずしも一致し念い。例えば，アパート左どは企業が借りあげて「00寮Jと
いうようにするとともあるので，第26表では，会社・寮・社宅に分類され
るが，第49～5 0表では所有者区分と念るからである。
(89) 前掲，新沢嘉芽統（ 1 9 6 8 ) : P. 8 4 -1 0 5 
（後記） との報告の一部は日本地理学会例会（ 1973.6. 呪於東京大学）で
口答発表した。 (1973.B) 
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